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1 秘書業務事業 秘書課 秘書事務の充実

ミーティング等を通じて課内
情報の共有と知識習得を図
り、秘書事務の質を向上させ
る。

　 秘書事務の充実

課内で情報が共有されてい
るため、適切なスケジュール
管理や事前準備ができてお
り、市長・副市長の円滑な公
務遂行が実行されている。

2 市長交際事業 秘書課
市長交際費支出
件数

件
数

192 170 170
各種総会、式典、弔慰等全
ての合計件数

市長交際費支出
件数

件
数

192 170 170

総会等に出席し、市政協力
団体の情報収集等を行って
いる。また、公職者の訃報等
について迅速な情報収集を
行い、適切な対応を図ってい
る。

3 表彰関係事業 秘書課 表彰者数 人 18 43 46
表彰受賞者１０人＋感謝状
受賞者３３人

　 表彰者数 人 18 43 46

被表彰者にとっては、表彰を
受けることは大変名誉なこと
であり、今後の活動の励み
になるものと思われる。

4
市長会・副市長会関
係事業

秘書課 会議出席回数 回 11 9 9
全国・埼玉県市長会６回＋
埼玉県・東部副市長会３回

　 会議出席回数 回 11 9 9

市長会及び副市長会の会議
資料については、国への要
望内容や県における主要施
策など、関係部局に必要な
情報提供を行っている。

5
東日本大震災避難
者生活支援事業

広報広聴課 雇用人数 人 2 3.25 1

臨時職員として採用した避
難者数×雇用月数÷12（平
成24年度は１人を9か月、3
人を10か月間雇用）
※　事業費には、臨時職員
賃金等8,069,455円（平成24
年度決算）を含む。

見守り活動(訪
問等）の数

世
帯

128 132 132

　各世帯の訪問等を行い、
直接話を聴くことで、生活状
況、必要な支援などを把握
することができ、必要に応じ
て市民健康課や高齢介護課
などの関連部署につなぐこと
ができた。

6 広報活動事業 広報広聴課 会議の開催回数 回 3 3 3
広報広聴専門委員会議の年
間開催数

市政移動教室の
参加人数

人 309 318 318 年間参加者数

広報紙、テレビ広報、ホーム
ページ、市民の提案制度な
ど広報広聴活動全般に対す
る提言・助言を受けている。
平成24年度の改善内容とし
て、お知らせ版の情報発信
力を強化するため一部カ
ラー化を実施した。また、市
民ガイドブックを官民協働で
発行し、経費削減等を図ると
ともに、実用性の高い冊子を
作成した。

7 広報紙発行事業 広報広聴課
広報紙の発行部
数

部 118000 119000 119500 １月あたり発行部数 　

★広報を通して
市政情報が市民
に適切に伝わっ
ている

％ 62.4 73.6 76

市政世論調査の広報に係る
調査項目において、「分かり
やすい」又は「おおむね分か
りやすい」と回答した人の割
合
市政世論調査の広報に係る
調査項目において「分かりや
すい」又は「おおむね分かり
やすい」と回答した人数÷本
設問の回答者総数×100
（％）

8
市民ガイドブック等
発行事業

広報広聴課
市勢要覧の発行
部数

部 0 0 10000 発行数
市民ガイドブック
発行部数

部 15000 160000 0

発行数　
※２４年度は民間事業者
と協働発行しコスト削減
を図った。今後もおおむ
ね２年ごとに民間事業者
と協働で発行する予定。
また、電子ブック化も実
現した。

市勢要覧の配布
部数

部 0 0 10000 ３年ごとに発行している。
市民ガイドブック
の配布部数

部 15000 160000 0

※２４年度は民間事業者と
協働発行しコスト削減を図っ
た。今後もおおむね２年ごと
に民間事業者と協働で発行
する予定。また、電子ブック
化も実現した。

9
テレビ等視聴覚広報
事業

広報広聴課
テレビ広報放送
回数

回 192 192 192
ホームページア
クセス数

件 10258245 8020515 8000000
テレビ広報番組
放送視聴率

％ 16.7 17.3 17.3
視聴世帯/視聴可能世帯（サ
ンプル世帯）×100

10 広聴活動事業 広報広聴課
市政世論調査配
布人数

人 5000 5000 5000 　 報告書作成部数 部 250 250 250
市政世論調査の
回収率

％ 49.34 53.38 50 回収件数÷発送件数×100
★市政に対する
意見・要望数

件 1045 935 900

市政に対する住民等からの
意見及び要望の数
市長への手紙、ファクス、電
子メール、来訪、電話等の数

11
総合企画調整事務
事業

企画課 協議会の数
団
体

3 3 3
要望活動又は意見交換等を
行うために加入している協議
会数

要望書等の提出
回数（各団体を
通しての要望提
出数）

回 2 6 2

各協議会等を通して、要望
活動等を行うことにより、市
単独で行うより効果が期待
できる。
各種協議会等の会議など
で、加盟団体との意見交換
等により事務の推進を図れ
る。

iJAMPの移管 0 1 1

平成２４年度より、行政管理
課から行政実務者向けイン
ターネット情報配信サービス
「iJAMP」の契約の移管を受
けた。「iJAMP」に登録したこ
とにより、行政実務に関する
情報を、インターネットを通じ
て迅速に得ることができてい
る。

12
指定管理者選定審
査会運営事業

企画課 審査会開催回数 回 3 1 3 各年度の審査会の開催回数 　
外部委員で構成する審査会
で審査することで、公平性、
透明性を確保する。
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13 広域行政事業 企画課
★まんまるよや
く登録者数

人 5130 5557 5984

まんまるよやくの登録者数
（越谷市分）。平成２３年度に
二重登録及び利用実績のな
い登録案件の整理完了
前年度登録者数＋（新規登
録者数×直近１年間の利用
者割合）

調査研究等の事
業数

件 1 1 1

広域的な行政課題及び
共同事業による行政の
効率性の追求に関する
調査研究を継続して行
う。

施設利用申請に
係るまんまるよ
やくの利用の推
進

％ 53.95 54.44 58.25

まんまるよやくでの利用申請
可能施設における利用申請
（随時予約確定及び抽選予
約確定）のうち、インターネッ
ト及び携帯電話で施設利用
申請が行われた割合。当該
割合が上昇することにより、
施設においては事務効率の
向上が、利用者においては
利便性の向上が図れる。

14
自治基本条例推進
会議運営事業

企画課
★公募委員のい
る審議会等の数

機
関

23 25 26

市長その他の執行機関が設
置する附属機関等のうち、
公募による委員のいる附属
機関などの数
審議会等に公募委員を選任
することで、市政への市民参
加の保障と拡充を推進す
る。

推進会議の開催
回数

回 9 6 8 会議の開催回数

自治基本条例の実効性を確
保するための課題について
の報告書に示されている課
題のうち、｢自治基本条例の
適切な運用について｣の諮
問があり、平成２５年度に答
申ができるよう調査審議を
行っている。

15
土地開発公社振興
事業

企画課 支援策数 件 3 3 2

土地開発公社の管理費、人
件費及び経費の一部補助、
利子補給、無利子貸付の３
支援策を実施
（平成25年度より、無利子貸
付を廃止）

　 借入金残高
千
円

18537000 17139000 16462000

16 財政調整基金事業 財政課

平成24年度は、当初18億円
取り崩したが、9月補正予算
で18億円、3月補正予算で2
億円、3月補正追加で4,000
万円の積み立てを行った。

　 財調基金残高 円 3552032956 3792532956 1792532956 年度末における基金残高

17
公共施設等整備基
金積立金事業

財政課
９月補正予算で４億円の積
み立てを行った。

公共施設等整備
基金残高

円 330000000 730000000 730000000 年度末における基金残高

18
予算編成及び執行
管理事務事業

財政課
★通常債の新規
借入の上限額

億
円

36 37 33

地方債（通常債）の単年度の
新規借入上限額。
地方債（通常債）の単年度借
入額を50億円以下とする。

平成２１年度当初予算か
ら「一般財源ベース」に変
更、平成２５年度も引き
続き「一般財源ベース」を
採用。配分予算方式をと
り、経常経費の一部を除
く削減を図った。

財政弾力度 ％ 13 0 0
財政構造の弾力性を判断す
る指標＝100-経常収支比率

19
行政経営審議会運
営事業

行政管理課
行政経営審議会
開催回数

回 2 3 3
第５次行革の進
捗状況

％ 73.1 80.8

第5次行政改革大綱実施計
画における実施取組数（累
計）／計画取組総数×100
※同計画については、定期
的に当該審議会の意見を求
めながら推進している。

第５次行革の財
政効果

約
●
億
円

5.92 9.15

各種経費の削減額又は歳入
確保額－投資経費額
※各年度における単年度効
果。サービスの質的向上等
の定性効果は含まない。

20
行政評価事務事業
（主に外部評価の実
施に係る業務委託）

行政管理課
外部評価実施事
業数

事
業

44 38 40

※１事務事業に複数の補助
金等事業を含むものがあり、
その場合、併せて補助金等
事業ごとの評価も実施

評価の客観性の
確保率

％ 61.36 65.79 100

総合評価について内部評価
と外部評価の結果が一致す
る事業数÷外部評価実施事
業数×100
※H23年度実績 27事業/44
事業×100＝61.36％、H24年
度実績 25事業/38事業×
100＝65.79％

事業の検討・見
直し率

％ 83.33 100 100

外部評価でＣあるいはＤ評
価となった事業のうち検討・
見直しをすることとなった事
業の割合
※H23年度実績  5事業/ 6事
業×100＝83.33％、H24年度
実績  6事業/ 6事業×100＝
100％

21 庁内ＬＡＮ運用事業 情報統計課 パソコン台数 台 1650 1750 1800

中核市移行による職員増を
見据えた端末調達を実施
し、庁内LAN端末の適性配
置を実施。
※パソコン台数/職員数×
100
（職員数は4/1現在の全職員
数から市立病院（事務部以
外）、越谷･松伏水道企業
団、東埼玉資源環境組合を
除いた人数）

TeamWare、職
員ポータル、デ
ヂエ稼働時間

分 52526 52526

※障害によりTeamWare、
職員ポータル、デヂエが
停止していた時間/年間
稼働時間（525600分）×
100
（職員数は4/1現在の全
職員数から市立病院（事
務部以外）、越谷･松伏水
道企業団、東埼玉資源
環境組合を除いた人数）

職員パソコン普
及率

％ 100 100 100

必要な課所に必要数（再任
用の方には、2名/1台、各消
防署の方には、交代制のた
め、3名/1台等）を設置して
いる。

TeamWare、職
員ポータル、デ
ヂエ稼働率

％ 99.3 99.99 100 定期保守による停止を除く

22 統計調査事業 情報統計課
適正な調査票の
回収

件 7924 2677 3000

調査客体数は、学校基本調
査、工業統計調査、国勢調
査、経済センサス基礎調査
　計129579件

適正な調査票の
回収率

％ 99.98 99.98 100
収集した調査票件数÷対象
となった調査票件数

23 電算運用事業 情報統計課

税法改正及び児童手当法改
正に対応したシステム改修
により、法改正における事務
処理効率の向上を図る

税法改正及び児童手当法改
正に対応したシステム改修
により、法改正における事務
処理効率の向上が推進され
た

24
総合行政情報化推
進事業

情報統計課 実施した施策数
施
策

38 42 42

※本指標は情報化推進計画
の推進にかかる部分の活動
指標となるため、単位当りコ
ストは実際より高いものと
なっている

情報化研修およ
び情報セキュリ
ティ研修実施回
数

回
数

27 33 35

※本指標は情報化研修
の実施にかかる部分の
活動指標となるため、単
位当りコストは実際より
高いものとなっている

情報化推進計画
個別施策の年次
進捗率

％ 97.36 100 100

アクションプランの実施スケ
ジュール（全施策３８件）と比
較した進捗。統合型地理情
報システムの開発が、震災
の影響で予算凍結となった
ため、３７件実施。(平成23年
度実績)

研修参加者
人
数

1029 1330 1358

情報化研修：398人（Office研
修、Word基礎・実用・応用研
修、Excel基礎・実用研修、
Access基礎研修）
情報セキュリティ研修：932名
（平成24年度実績）
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25 公有財産管理事業 財産管理課
普通財産土地売
払い

円 120511089 123819460 50000000
普通財産有効活用方策
未利用地土地売却

公有財産不動産
登記

件 1324 1140 1200
公有財産取得処分登記
行政財産及び普通財産
の土地取得・処分登記

★財産利活用率 ％ 83 83 83
普通財産利活用率
普通財産利活用面積÷普通
財産管理面積×100％

26 人権擁護事業
人権・男女
共同参画推
進課

相談会開催数 回 26 26 26

毎月第１・３木曜日に人権相
談所を開設（２４回）したほ
か、越谷市民まつり（１回）や
福祉施設（１回）において、
特別人権相談所を開設し
た。

人権啓発事業数 回 14 14 14

越谷市民まつりや幼稚
園、小・中学校等におい
て、人権啓発事業を実施
した。

相談者数 人 15 6
人権相談への相談者数（相
談者数に目標を設定しな
い。）

人権啓発事業参
加者数

人 1595 1423 1500

越谷市民まつりにおける人
権コーナーの来場者や、幼
稚園における映画会、小学
校における人権教室・人権
の花運動等の人権啓発事業
への参加者数

27
男女共同参画支援
センター管理運営事
業

人権・男女
共同参画推
進課

★男女共同参画
支援センター主
催事業の参加人
数

人 6777 7586 3796

支援センター主催講座等の
事業に参加した人数
支援センター主催講座等の
参加延べ人数

男女共同参画支
援センター登録
団体数

団
体

48 50 50

支援センターと協働して男女
共同参画に関する活動を
行っている団体（登録団体）
の数

男女共同参画支
援センター主催
事業の満足度の
平均

％ 86.59 88 80
満足度＝満足・ほぼ満足の
回答者数／アンケート回答
者数×１００

28 人権推進事業
人権・男女
共同参画推
進課

人権啓発事業数 回 73 67 70
市民に対する講演会や職員
等に対する人権研修会の開
催回数

★人権意識が高
くなっていると感
じる市民の割合

％ 38.8

市政世論調査において、
人権意識が10年前と比
べて「高くなっている」と
回答した人の割合。（H23
未実施、H25未実施予
定）
市政世論調査の人権意
識が高くなっていると感じ
る人の割合が平成27年
度までに55パーセントと
なることを目指す。

受講者数（参加
者数）

人 8414 7911 7500
講演会に参加した市民及び
人権問題に係る研修会を受
講した職員等の数

29
男女共同参画推進
事務事業

人権・男女
共同参画推
進課

作成したリーフ
レット等の種類

枚 7 8 7

作成した8種類のうち、4種類
は庁内印刷で作成し、コスト
を抑えた。平成24年度は第3
次越谷市男女共同参画計画
概要版の追加印刷を行った
が、平成25年度は行わない
予定である。

職員向け研修の
実施回数

回 4 4 4
新採用2回、新任係長職
1回、管理職1回

市の男女共同参
画推進ホーム
ページへのアク
セス件数

件 11549 23764 11450

市民の男女共同参画意識啓
発のためのコラムや作成し
た各種リーフレットを随時掲
載したことにより、ホーム
ページへのアクセス件数が
大きく増加した。

審議会等の委員
における女性の
登用率

％ 29.2 28.8 35 翌年度4月1日現在の登用率

30
男女共同参画苦情
処理委員運営事業

人権・男女
共同参画推
進課

苦情受付件数 件 0 1 1

男女共同参画に関する苦情
申し出の件数。平成24年度
は、知人からのセクハラに関
する申し出1件が出された
が、申し出人との面談前に
取り下げられた。

定例会開催回数 回 2 1 2
委嘱式を行う年度は2
回、行わない年度は1回
定例会を開催する。

苦情処理委員を置くことで男
女共同参画推進条例の実効
性を高め、男女共同参画の
適切な推進を図ることができ
ている。

平成24年度は電子申請及び
口頭による苦情処理申し出
の受付を可能にしたことで、
申し出に係る手続きの負担
を従来よりも軽減することが
できた。

31
男女共同参画相談
事業

人権・男女
共同参画推
進課

面接相談の受付
可能な人数

人 702 653 696

ＤＶ、生き方、法律等につい
て面接相談の受付可能な延
べ人数。
【内訳】DV、生き方：６０５人、
法律：４８人

女性の生き方やＤＶ被害等
について、専門家による電
話・面接相談を実施すること
で、必要な情報・知識の提供
や精神的なケアを行うことが
できた。

32 自立支援事業
人権・男女
共同参画推
進課

講座等開催回数 回 57 56 34

平成２３年度から自立支援
団体助成金の当初予算積算
の際の想定講座開催数を目
標とする。

自立支援事業の実施によ
り、女性の精神的・経済的・
社会的自立に向けた課題の
早期解決に寄与した。

33
男女共同参画推進
委員会運営事業

人権・男女
共同参画推
進課

委員会開催回数 回 3 3 3

平成24年度は、推進委員会
の意見をいただきながら、男
女共同参画の推進に関する
具体的な事業計画である
「第3次越谷市男女共同参画
計画第二期実施計画」を策
定した。

34 中核市推進事業
中核市推進
室

広報紙掲載回数 回 1 6 3

　中核市移行について市民
に周知するため、広報紙に
「中核市だより」として１０回
シリーズで掲載する。また、
関連記事の掲載も随時行っ
ていく。
　「中核市だより」　平成２３
年度　１回、平成２４年度　６
回、平成２５年度　３回、合
計１０回

★中核市移行に
関する認知度

％ 0 13.7 35

市政世論調査による中核市
移行に関する市民の認知度
調査初年度(平成24年度）の
目標値を17.5％として、毎年
度17.5％の増加を目指す。

35 公文書管理事業 文書法規課 月平均委託箱数 箱 9948 10122 10500
当該年度の保管料／１２か
月／保管料単価

月平均委託箱数
の対前年度増加
率

％ -0.9 1.75 3.73
当該年度月平均委託箱数／
前年度月平均委託箱数×１
００－１００

月平均委託箱数
の対前年度増加
数

箱 -90 174 378
当該年度月平均委託箱数－
前年度月平均委託箱数

36 法令等管理事業 文書法規課
例規集の保有冊
数

冊 100 70 70
データベースへ
の条例、規則等
掲載件数

件 695 702 702
例規データベー
スへのアクセス
件数

件 37341 37709 40000
ホームページ・
例規集へのアク
セス件数

件 8639 9647 10000

平成23年度ホームページ・
例規集へのアクセス件数に
ついては、ホームページ運
用システム入替のため
H23.9.22からH23.10.31まで
のアクセス件数について、把
握不能。
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番
号

事業名 課名 活動指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果１　指標式 活動指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果2　指標式 成果指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果1　指標式 成果指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果2　指標式

37
情報公開・個人情報
保護制度事業

文書法規課
審査会・審議会
の開催回数

回 3 1 9
審査会の開催回数＋審議会
の開催回数

審査会・審議会
の開催回数

回 3 1 9
審査会の開催回数＋審議会
の開催回数

（成果の内容）防犯等カメラ
などの個人情報取扱事務の
適正な執行の確保等

38 法制・訟務事務事業 文書法規課
顧問弁護士等へ
の相談件数

件 7 16 16 顧問弁護士等への相談件数 件 　
顧問弁護士等へ
の相談件数

件 7 16 16

行政執行上の法的諸問題の
発生に対して迅速な相談対
応に努め、訴訟への移行等
を未然に防止するなどの解
決を図る。

39 人事管理事業 人事課 受験者数 人 33 25 30 受験者数 　
指標の説明のと
おり。

試験問題の作成及び採点に
ついて専門業者に委託する
ことで、昇任試験の公平性・
効率性・機密性を確保するこ
とができている。

40 職員採用事業 人事課 受験者数 人 1615 1225 1300 受験者数 　
指標の説明のと
おり。

試験問題の作成及び採点に
ついて専門機関に委託する
ことで、試験の公平性・効率
性・機密性を確保できてい
る。

41 職員表彰事業 人事課 被表彰者数 人 160 143 140

被表彰者数（H23年度：①退
職表彰者114人②勤続20年
表彰者46人, H24年度：①84
人②59人,H25年度：①90人
②50人）

　 被表彰者の割合 ％ 6.18 5.35 5.04

被表彰者数／全職員数
（H23.4.1:2,591
人,H24.4.1:2,671
人,H25.4.1:2,776人）

42 職員研修事業 人事課 研修参加者数 人 2144 2293 2360
.研修（階層別+専門+特別+
自己啓発）研修修了者数

★研修受講者割
合

％ 82.7 85.8 85

研修（階層別、専門、特別、
自己啓発）受講者の割合
研修（階層別+専門+特別+自
己啓発）修了者数÷職員数
（4月1日現在）　※小数点第
3位を四捨五入
,H23.4.1:2,591
人,H24.4.1:2,671
人,H25.4.1:2,776人

43 安全衛生事業
安全衛生管
理課

指標の説明のと
おり。

円

健康診断・健康相談の実
施、人間ドック受診料助成、
メンタルヘルス相談、公務災
害発生件数、福利厚生事業
への助成等

受診率（人間ドッ
ク受診者を含
む）

％ 94.9 97.1 100
受診職員数（人間ドック受診
者を含む）／対象職員数（常
勤・非常勤・臨時職員）

公務災害件数 件 60 41 0
公務災害を抑制することを
当該事業の成果ととらえる。

44
電子入札システム事
業

契約課
電子入札執行件
数

件 384 421 400 　 　 電子入札導入率 ％ 100 100 100
建設工事等の電子入札件数
／建設工事等の入札件数×
１００

45 庁舎整備事業 総務管理課 改修件数 件 57 40 50

庁舎管理費の執行件数
委託料１件＋工事請負費４
件＋需用費（修繕料）３５件
＝４０件

要庁舎改善箇所
の改善率

％ 285

改善件数（庁舎管理費の執
行件数）／要庁舎改善箇所
数（当初予算要求時の件数
２０）（当該年度分）×100
（35＋4＋1）／（39＋12＋1）
＝40／52＝0.769　≒76.9％

46 庁用車管理事業 総務管理課 管理車両台数 台 32 32 32 保有車両台数 　
貸出車両の保有
率

％ 87.5 87.5 87.5
　貸出車台数/管理台数（特
別車＋バス＝４台を除いた
車両台数）

47 庁舎管理事業 総務管理課 修繕実施件数 件 46 35 14.25

庁舎で修繕を実施した件数
（23年度実績、24年度実績
…実件数。24年度目標、25
年度目標…事業費のうち、
修繕費については1件当たり
約400千円として算出）

　 事故発生件数 件 0 0 0
庁舎で修繕を実施しないた
めに発生した事故件数

48
公文書管理事業(総
務管理課分)

総務管理課 郵便発送通数 通 2691648 2527983
はがき、封書、小包みの年
間発送通数

広報発送回数 回 16 16 広報の年間発送回数 郵便発送通数 通 2691648 2527983
他課からの依頼により年間
発送通数は変動するため目
標設定は困難である。

広報発送回数 回 16 16
他課からの依頼により年間
発送回数は変動するため目
標設定は困難である。

49 印刷管理事業 総務管理課 浄書印刷枚数 枚 21171694 21342902

浄書印刷枚数＝①デジタル
軽印刷枚数＋②電子印刷枚
数＋③軽印刷枚数＋④複写
印刷枚数（全庁モノクロ機
分）

浄書印刷枚数の
対前年度増加率

％ 1.99 0.8
当該年度浄書印刷枚数／前
年度浄書印刷枚数×１００

複写印刷の比率 ％ 50.92 51.15
複写印刷枚数／浄書印刷枚
数×１００（複写印刷の比率
が低いほど効率的といえる）

50 平和事業 総務管理課
★平和事業来場
者数

人 2244 1508 2000
平和展等の平和事業への来
場者数

平和事業来場者
目標達成率

％ 89.76 75.4
来場者数／目標来場者数×
１００

51 工事検査業務事業 工事検査課 検査件数 件 441 366 366
検査依頼に対して行う事業
のため、実績件数となる。

工事成績評定の
全体平均点

点 77.05 77.14 77.14
成績評定対象工事の合計点
数／成績評定対象検査数

52 税証明事務事業 市民税課 年間交付件数 件 24974 25377 25500

取扱証明書の年間交付件数
課税証明書＋非課税証明書
＋受理証明書＋営業届出済
証明書

　 本庁窓口利用率 ％ 63.03 61.31 60
本庁窓口の利用割合
本庁窓口交付件数÷年間交
付件数

自動交付機利用
率

％ 4.74 5.43 5.8
自動交付機の利用割合
自動交付機交付件数÷年間
交付件数

53
市民税課税事務事
業

市民税課
個人市民税課税
件数

件 157108 158117 158200
個人市民税の課税件数
個人市民税納税義務者数

法人市民税課税
件数

件 7586 7656 7660
法人市民税の課税件数
法人市民税納税義務者
数

適正処理率 1 1 1
適正な課税処理の割合
適正な課税処理÷課税義務
者数
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番
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単
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実績
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54
軽自動車税課税事
務事業

市民税課 課税台数 台 53969 54821 56946
課税した車両の台数
当該年度の課税台数

　 適正課税率 1 1 1
適正な課税処理の割合
1－(公示送達件数÷賦課期
日現在の登録台数）

55 諸税課税事務事業 市民税課 課税件数 件 514490219 514321062 477640390

たばこ税の本数・事業所税
の納税義務者
たばこ本数【市たばこ税】＋
納税義務者数【事業所税】

　 適正処理率 1 1 1
適正な課税処理の割合
適正な課税処理÷課税義務
者数

56
資産税課税事務事
業

資産税課

登記の変更によ
る土地・家屋処
理件数+証明書
発行件数

件 33322 32023 32000
登記の変更による土地・家
屋処理件数19,990件+証明
発行件数12,033件

現況調査資料作
成時間等の短縮

％ 33 33 33

平成２０年度以降の処理時
間(一件当たり５分)/平成９
年度までの処理時間(１件当
たり１５分)×100

57
市税等徴収事務事
業

収納課 収納額 円 45535601244 46277944144 46277944144 市税の収納額の合計 　 ★市税収納率 ％ 95.88 96.7 96.8

市税の調定額に対する収納
額の割合
収入済額÷調定額×１００
（％）

58 住居表示事務事業 市民課
住居表示地域に
おける住所設定
件数

件 230 210 200 　 　 住所設定状況 ％ 167 210 200 設定件数/通知件数×１００

59
パスポートセンター
運営事業

市民課 受付処理件数 件 21874 29317 34000

23年度実績　一般旅券申請
受付件数＋一般旅券交付件
数＝１０，９４２件＋１０，９３
２件＝２１，８７４件
24年度実績　一般旅券申請
受付件数＋一般旅券交付件
数＋印紙・県証紙売捌（販
売）件数
　　　　　　　　　＝１０，３１６
件＋１０，３６９件＋８，６３２
件（10ヶ月分）＝２９，３１７件

件 　
不正取得者申請
率

％ 0 0 0

不正取得者申請率＝不正取
得申請者数÷申請者数
適正なる審査により、不正取
得申請者の発生を防ぐ。

60
住民基本台帳管理
事業

市民課
住民異動処理件
数

件 34945 36164 36000 　 附票処理件数 件 11400 14486 14500 　 住民登録者数 人 324905 330428 331000 毎年3月31日現在

61 窓口業務改善事業 市民課
呼出システム管
理数

箇
所

6 6 6
スムーズな窓口誘導：番号
発券機を利用した効率的な
受付業務。

62 証明発行事務事業 市民課
証明書総発行件
数

件 238160 240909 242000 北部・南部出張所は除く。 　
自動交付機利用
率

％ 15.18 16.84 17.2
自動交付機による証明書発
行件数/総発行件数

63 斎場運営事業 市民課 斎場使用件数 件 3098 3294 3400 　 　 斎場使用状況 件 3227 3294 3400
火葬件数／年間火葬予想件
数

式場使用状況 件 1169 1114 120
式場使用件数／年間式場使
用可能件数

64
国民年金事務事業
（主に電算委託）

市民課
国民年金被保険
者数

人 79476 78220 77000

年度末の国民年金被保険者
の実績数
第1号被保険者数＋第3号被
保険者数

★相談件数（累
計）

件 15414 15403 16000

年金法に基づいた届出等を
含む相談件数(累計）
国民年金に係る資格取得、
種別変更、住所変更等届出
を含む相談件数(累計）

65
住基ネットワーク事
業

市民課
住基カード等発
行件数

件 3290 2643 2800 年度内発行枚数 　
住基カード等普
及率

％ 8.31 8.98 9.5
住基カード発行件数/人口（3
月31日現在）×100

66
戸籍管理事業（戸籍
システム整備事業を
含む）

市民課 処理件数 件 14280 14340 15000
窓口受付処理平
均時間

分 15 15 15
年間業務時間（　　　分）/総
処理件数

67
北部出張所運営事
業

北部出張所
出張所事務取扱
件数

129170 130415 135000

取扱業務２１課２１８業務（①
戸籍・住民票・印鑑証明等発
行業務　②住民異動・戸籍・
印鑑登録等届出業務　③税
証明発行業務　④市税等収
納業務　⑤国保・年金届出
業務　⑥児童・障害・高齢福
祉関係業務　⑦その他の業
務）

出張所業務は上記のと
おり市民課等２１８業務
と、その他市行政に関す
る問い合わせや相談など
幅広く取扱っており受付
処理件数等数値だけで
は判定出来ない。よって
指標式はない。

*同上 *同上

68
南部出張所運営事
業

南部出張所
出張所事務取扱
件数

件 110717 112425 125000

取扱業務２１課２１８業務
(①戸籍・住民票・印鑑証明
等発行業務　②住民異動・
戸籍・印鑑登録等届出業務
③税証明発行業務　④市税
等収納業務　⑤国保・年金
届出業務　⑥児童・障害・高
齢福祉関係業務　⑦その他
の業務)

※出張所業務は上記の
とおり２１８業務と幅広く
取扱っており受付処理件
数等数値では判定出来
ない。よって指標式なし。

※同　　上 ※同　　上

69
中央市民会館施設
改修事業

市民活動支
援課

改修工事件数
箇
所

7 3 3 改修工事の実施件数 　 改修進捗度 ％ 285 100 100
改修工事件数÷目標件数×
１００
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70
北部市民会館施設
管理事業

市民活動支
援課

延利用者数 人 85023 85046 90000 　 　 利用日数稼動率 ％ 76.95 79.04 80
実稼動日数÷総稼動利用日
数×１００

71
北部市民会館施設
改修事業

市民活動支
援課

改修箇所
箇
所

9 8 2 　 　 完了率 ％ 300 88.89 100 改良箇所÷改修予定箇所

72
公有財産管理事業
(東小林記念会館)

市民活動支
援課

利用件数 件 466 455 470 　 　 加入率 ％ 0.63 0.63 0.65
東越谷の自治会加入率（増
林地区の自治会加入率は５
１％）

73
交流館施設管理事
業

市民活動支
援課

延利用者数 人 144724 149081 150000 　 　 稼動率 ％ 59.55 59.89 60
実稼動日数÷部屋別利用日
数×100

74
交流館施設改修事
業

市民活動支
援課

修繕改修工事数
箇
所

18 23 25 　 　 　 　 整備率 ％ 100 100 100
整備実施交流館数÷整備予
定交流館数×100

75
市民活動支援セン
ター管理事業

市民活動支
援課

市民活動支援セ
ンターの利用者
数、登録団体数

人 0 333101 340000

市民活動支援センター、観
光・物産情報コーナー、中央
図書室の来所者数（Ｈ２４．６
月～Ｈ２５．３月）

市民活動支援セ
ンター登録団体
数

団
体

0 66 100

市民活動団体の登録数（利
用者の増加により、市民の
市民活動への参加を促進
し、登録団体の増加につな
がる。）

76
地区センター・公民
館整備事業

市民活動支
援課

★大型地区セン
ター・公民館数
(着手を含む)

館
数

7 8 8

整備(着手を含む)が完了し
た地区センター数
順次、地区センターの大型
館化を図る(出羽、大沢、大
袋)。

　 事業進捗率 ％ 1 33.33 33.33

主な事業の指標数 事業に
着手した館数÷(目標値10-
現況値7)　
※平成24年度は、出羽地区
センター･公民館建設工事に
着手した。

77 コミュニティ推進事業
市民活動支
援課

実施事業数 数 387 393 404

１３地区コミュニティ推進協
議会のまちづくり事業１７９
件　スポーツ・レクリエーショ
ン推進事業１９０件　生涯学
習推進事業　２４件　（平成２
４年度実績）

★地区まちづくり
助成金に伴う新
規事業数

件 45 53 58

１３地区コミュニティ推進
協議会で実施する新規
申請事業件数の累計　
平成１８年度からの新規
事業の累計＋年５件の
新規助成事業

事業実施率 ％ 100 100 100
　実施事業件数393÷提案
事業件数392×100　（平成２
４年度実績）

78 集会施設整備事業
市民活動支
援課

集会施設整備数
箇
所

10 13 7 　 　 集会施設整備率 ％ 71.43 65 100

整備実施自治会数÷整備要
望自治会数×100　（Ｈ24整
備実施13件÷Ｈ24要望件数
20件)

79 自治会振興事業
市民活動支
援課

自治会加入世帯
数

世
帯
数

96514 97139 97700
★自治会加入世
帯率（５月１日現
在）

％ 69.92 69.58 70

市内全世帯数のうち、自治
会に加入している世帯数の
割合
自治会加入世帯÷越谷市内
世帯数×１００

80
多文化共生推進事
業

市民活動支
援課

★多文化共生を
推進する各種事
業への参加者数

人 762 1286 800

多文化共生の地域づくりを
推進するための各種事業へ
の参加者及びボランティアの
人数

本事業は、越谷市で暮らして
いる外国人市民への市政情
報の提供に関する事務や多
文化共生関連講座の開催、
近隣市町や県・団体との連
携等、様々な分野があり、多
文化共生の地域づくりを推
進するために今後も重要な
業務である。

81 国際交流事業
市民活動支
援課

国際交流事業へ
の参加者数

人 63 70 70
姉妹都市間における派遣・
受入の人数及びホストファミ
リー数

本事業については、平成２６
年に３０周年を迎える姉妹都
市交流をはじめ、本市の国
際化を推進するうえで、今後
も重要な業務である。

82 国際交流員事業
市民活動支
援課

事業回数 回 98 71 80

国際交流員が開催した事業
及び参加した事業数で地域
からの講座依頼も含まれて
いる。

　 参加者数 人 1976 1661 1700

国際交流員が携わった事業
への参加者数であり、事業
規模によって実績が変動す
る。

83
国際交流協会支援
事業

市民活動支
援課

事業回数 件 73 82 85

外国人市民が日本で生活し
ていくために必要となる日本
語を学習する教室や市民と
の交流事業、及び姉妹都市
キャンベルタウン市との各種
交流事業等、越谷市の国際
化推進に寄与する事業の開
催回数である。

　 参加人数 人 2300 1543 2000

越谷市国際交流協会が開催
する事業への参加人数であ
り、平成24年度は、多文化
共生に関する勉強会等の小
規模な事業を多く開催した。

84 人事交流員事業
市民活動支
援課

研修日数 日 0 39 0
隔年での人事御交流員受入
れ時に越谷市で研修を行う
日数

人事交流員は、キャンベルタ
ウン市での所属を考慮して、
越谷市において研修を行っ
ており、帰国後の本人の業
務に有意義なものとなってい
る。（隔年）

6



事務事業評価　活動指標・成果指標　一覧 【資料３】

番
号

事業名 課名 活動指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果１　指標式 活動指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果2　指標式 成果指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果1　指標式 成果指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果2　指標式

85 市民活動支援事業
市民活動支
援課

★協働フェスタ
の参加団体数

75 82 85

協働フェスタに参加する団
体、協賛団体など事業に参
加する団体数
前年度参加団体数＋毎年３
団体の増加

研修会参加者数 160 160 170
協働のまちづくり講演
会、研修会、職員研修会
参加者数

協働フェスタの
来場者数

3500 4000 4000
協働フェスタ前夜祭、協働
フェスタに来場した市民の数

ＮＰＯ法人数

法
人
団
体

60 60 60

市民活動団体が会則を定
め、代表者や役員をおき、着
実な活動をすることで実績を
出し、法人格を持つ団体とな
る数である。

86

越谷しらこばと基金
事業（越谷しらこばと
基金積立金事業含
む）

市民活動支
援課

助成件数 件 24 20 24
市民活動助成事業13件、ス
ポーツ顕彰助成事業7件

　 助成率 ％ 92.3 100 100
助成件数÷申請件数×100
（平成24年度助成件数:20
件、申請件数：20件）

87
中央市民会館管理
事業

市民活動支
援課

延利用者数
回
数

273012 259640 275000
自主事業開催回
数

回
数

11 23 25 　 利用日数稼動率 ％ 78.9 80.33 80
実稼動日数÷総稼動利用日
数×１００

改善度合い ％ 100 100 100
改善指導回数に対する改善
数の割合

88 交流館運営事業
市民活動支
援課

延利用者数 人 144724 149081 150000 　 　 　 　 　利用率 ％ 96.48 99.38 100
延利用者数÷目標利用者数
×100

89
地区センター施設管
理事業

市民活動支
援課

延利用者数 人 499856 463320 500000

H22年度実績より、延利用者
数はまんまるよやくの統計に
よる抽出した貸出施設のみ
の延利用者数に変更した。
H21年度までは、貸出施設
の延利用者数の他、フェス
ティバル等の各種事業・イベ
ント等の参加者数も含む。

　 目標利用者率 ％ 99.97 89.1 100

延利用者数÷目標利用者数
×１００
※H22年度の成果指標値が
低いのは、上記の活動指標
を変更したため。

保守管理委託料
削減効果

94.61 102.58 100

当該年度保守管理委託料÷
前年度保守管理委託料×１
００
※外部評価を踏まえて、H23
年度より成果指標を追加
（よって、22年度は成果指標
なし）

90
地区センター施設改
修事業

市民活動支
援課

修繕・改修工事
件数

37 71 70 修繕・改修工事の実施件数 　 修繕率 ％ 123.33 236.67 100
修繕件数÷目標件数×１０
０

91
地区センター業務事
業

市民活動支
援課

諸証明発行件数 件 20032 20708 21000
１２地区センターの諸証明発
行総数

　 諸証明発行率 ％ 6.29 6.6 6.7
地区センター発行枚数÷全
市発行枚数×100　※H24年
度全市発行枚数　313,627枚

92 感染症対策事業 危機管理課
感染症対策備蓄
数【ゴーグル）

セ

ッ
ト

0 300 0

感染症対策備蓄品（ゴーグ
ルセット）の段階的備蓄確保
に努めた。1ヶ月あたりの職
員家庭訪問回数600回×感
染症罹患率25％＝150　　感
染症流行期間を2ヶ月とし
て、150×2＝300（セット）

感染症対策備蓄
数（サージカル
マスク）

枚 0 100000 0

感染症対策備蓄品（サー
ジカルマスク）の備蓄確
保（来庁する市民配布用
（50,000枚）と窓口従事職
員用（50,000枚））に努め
た。

感染症対策備蓄
率

％ 0 100 0

備蓄数（当該年度購入数：
ゴーグルセット300セット+
サージカルマスク100,000枚）
/必要数（備蓄目標数：ゴー
グルセット300セット+サージ
カルマスク100,000枚）×100
平成23年度実績なし　平成
24年度実績
（100,300/100,300）　平成25
年度買換え予定なし

0 0 0

93 災害予防対策事業 危機管理課

仮設トイレ、発動発電機等の
備蓄資器材（１９品目）を整
備するが、品目により整備
数が異なる。

★備蓄資器材の
整備率

％ 92.3 93.54 94.93

各備蓄資機材の整備率の平
均　Σ{（各備蓄品数/各備蓄
品必要数）}／１９品目×１０
０
平成23年度実績
（1753.7/19）　平成24年度実
績（1777.3/19）　平成25年度
目標（1803.6/19）

94
国民保護協議会事
業

危機管理課 開催回数 回 0 0 1

平成22年度は、埼玉県の改
定に併せて国民保護に関す
る越谷市計画の一部変更を
行った。平成24年度は、国
民保護に関する越谷市計画
の変更等がなかったため、
協議会の開催はなし。委員
の変更等に伴う任命の手続
きを行った。

国民保護協議会を維持する
ことにより、速やかに計画書
の審議を行う事ができる。

95 防災会議事業 危機管理課 開催回数 回 1 2 1

防災会議の事務は、地域防
災計画の作成審議実施の推
進及び防災対策の主な取り
組み、災害対策の情報収
集。

防災会議において市地域防
災計画の改訂内容の検討及
び承認、災害時の情報収
集、関係機関への資料の提
供等を行った。

96
自主防災組織育成
事業

危機管理課
育成費補助金交
付件数

件 138 175 150

自主防災組織の実施する防
災備蓄倉庫設置、備蓄資器
材（発電機等）及び防災資器
材（食料等）の購入件数、防
災訓練の実施件数。

★自主防災組織
率

％ 86.1 86.26 87.26

組織されている地域の世帯
数/全世帯数×１００
平成23年度実績
（117,240/136,198）平成24年
度実績（117,954/136,737）平
成25年度目標
（119,317/136,737）
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97 防災施設整備事業 危機管理課
避難場所照明塔
設置数

箇
所

1 1 1

　避難場所照明灯（設置箇
所数/避難場所数）　平成23
年度実績（66/71）平成24年
度実績（67/71）平成25年度
目標（68/71）

★防災行政無線
子局設置率

％ 100

設置数/必要数×１００
必要数：192基
平成23年度実績
（192/192）　平成24年度
実績　ＵＲ都市機構施工
分（越谷レイクタウン地
内）　4基　越谷市へ移管
合計196基、平成25年度
予定　ＵＲ都市機構施工
分（越谷レイクタウン地
内）　１基　越谷市へ移管
予定　合計197基

避難場所照明灯
設置率

％ 92.96 94.36 95.77

避難場所照明灯設置箇所数
／避難場所×１００　避難場
所数：７１箇所
平成22年度実績（65/71）
平成23年度実績（66/71）
平成24年度実績（67/71）
平成25年度目標（68/71）

98 消費者啓発事業 くらし安心課
消費生活講座・
出前講座開催数

回
数

37 39 40

消費者啓発事業の中には、
講座開催のほか消費生活セ
ンター運営委員会、消費者
団体事務なども含まれる。
２４年度、講座のみの事業費
に対する１回当たりのコスト
は１５，４３２円

★消費生活講座
および出張講座
への参加者数

人 2076 2180 2500 年間延べ人数 満足度 ％ 74.02 77 100

消費生活講座におけるアン
ケート回答（良い・やや良い）
÷アンケート回答全数（良
い・やや良い・普通・やや悪
い・悪い・無回答）×１００

99 市民相談事業 くらし安心課 相談件数 件 2797 2281 2500
市民相談・法律相談・各種相
談等の総件数

　 稼働率 ％ 100 100 100
稼働率＝延べ相談受付時間
／延べ相談受付可能時間×
１００

100 消費生活相談事業 くらし安心課 相談件数 件 1453 1275 1500 　 　 斡旋救済額 円 61593133 73131546 50000000
斡旋解決による救済額の合
計

稼動率 ％ 100 100 100
稼動率＝延べ相談受付時間
／延べ相談受付可能時間×
１００

101
消費者保護委員会
運営事業

くらし安心課 委員会の開催数 回 1 1 2 委員会の開催数 　 委員の出席率 ％ 100 77 100
委員の総数に対する出席者
の割合

消費生活センターでは対応
が困難な重大な事案につい
て、消費者保護委員会を開
き、斡旋・調停を行なえる体
制を整えている

102 計量器検査事業 くらし安心課 定期検査台数 個 1098 411 200 定期検査台数 　
計量器定期検査
不合格率

％ 0.91 0 0
定期検査の検査台数に占め
る不合格計量器の割合

商品量目立入検
査不適正個数率

％ 0 6.3 0
商品量目立入検査における
検査商品個数に占める不適
正商品個数の割合

103
放置自動車対策事
業

くらし安心課 撤去自動車台数 台 8 8 6 〔指標の定義〕撤去自動車数 　 放置自動車台数 台 14 10 8 〔指標の定義〕放置自動車数

104 交通安全指導事業 くらし安心課 交通指導員数 人 70 70 70
★交通安全教室
等への参加者数
（年間延べ人数）

人 20366 23131 24000

105
放置自転車対策事
業

くらし安心課
放置自転車撤去
運搬回数

回 225 203 180
〔指標の定義〕放置自転車撤
去運搬回数

放置自転車撤去
総台数

台 6814 6954 7000
〔指標の定義〕放置自転車撤
去台数

106 防犯対策事業 くらし安心課
地域防犯団体組
織率

％ 41 41 42

〔指標の定義〕地域防犯団体
の組織率
〔算出式〕結成団体数÷自治
会数×100%

★人口千人あた
りの刑法犯認知
件数

件
/
千
人

17.99 16.72 16.35

〔指標の定義〕人口千人当り
の刑法犯罪認知件数　
〔算出式〕刑法犯認知件数÷
人口×1,000人

107 交通安全推進事業 くらし安心課 交通事故総件数 件 7216 7255 7000

〔指標の定義〕交通事故総件
数
〔算出式〕人身事故件数＋物
件事故件数＝総件数

交通事故死亡者
率

％ 0.08 0.06 0.06

〔指標の定義〕交通事故死亡
者率
〔算出式〕交通事故死亡者数
÷交通事故総件数×100%

108
放置自転車保管管
理事業

くらし安心課 保管台数 台 6814 6954 7000
〔指標の定義〕放置自転車撤
去台数

　 返却台数 台 2325 2712 2800
〔指標の定義〕放置自転車返
却台数

109
福祉保健オンブズ
パーソン事業

社会福祉課 苦情相談件数 件 1 1 3 苦情相談件数　１件 苦情申立件数 件 0 0 　苦情申立件数　0件 苦情解決率 ％ 0 0 100
解決件数(0件)／苦情申立
件数(0件)

110 生活保護事務事業 社会福祉課
レセプト点検等
件数

件 52552 57071 60000
点検委託作業のうち内容点
検の年間件数

就労支援相談件
数

件 933 510 900
レセプト点検過
誤調整金額

円 11069254 14011192 0
レセプト点検（外部委託点
検）により過誤調整された金
額

★就労決定者の
割合

％ 40 38 33

就労支援が就労に結びつい
た割合
就労決定者数÷就労支援対
象者数

111
中国残留邦人生活
支援給付金事業

社会福祉課 給付対象者数
世
帯

7 7 8 　 　 給付者数
世
帯

7 7 8

112 生活保護扶助事業 社会福祉課 被保護者数 人 3430 3770 4150 　 被保護世帯数
世
帯

2355 2589 2850
生活保護自立世
帯率

％ 4 4 12
廃止保護世帯数（死亡、失
踪、転出除く）÷年度平均被
保護世帯数×100

113
住宅手当緊急特別
措置事業

社会福祉課 支給世帯数
世
帯

57 97 100
離職者に対し、住宅及び就
労機会の支援を行う。

114 り災者援護事業 社会福祉課 り災援護件数 件 12 13 20
災害見舞金等支給件数　１３
件　（全焼７件、半焼４件、負
傷２件）

火災り災者住宅
家賃給付件数

1 2 0
火災り災者住宅家賃給
付件数　２件

援護率 ％ 100 100 100
援護件数/援護対象リ災件
数×100

115
社会福祉協議会助
成事業

社会福祉課
ふれあいサロン
参加者

人 18989 21602 21000 ふれあいサロン参加者 　 会員会費実績 円 14921418 14928454 0 会員会費実績

116 更生保護事業 社会福祉課
保護観察事件数
（越谷市内・各年
末）

件 167 165 100
さいたま保護観察所による
統計　165件

講演と映画の集
い参加者数

人 355 359 300
「社会を明るくする運動にお
ける「音楽と講演の集い」参
加者数　３５９人
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117
行旅病人等援護事
業

社会福祉課
行旅病人取扱件
数

件 0 2 2
取扱件数/発生
件数

％ 0 100 100 発生件数/取扱件数×100

118
民生・児童委員活動
事業

社会福祉課
民生委員・児童
委員協議会の開
催回数

回 177 186 175
地区民協開催回数＋越谷市
民協（研修・会議等）開催回
数

委員の年間活動
日数

日 44724 43356 42000
民生委員（児童委員）の
活動状況報告

★１人当たり民
生委員の年間活
動日数

日 106.99 102.74 103

民生委員１人あたりの年間
活動日数
年間活動日数÷民生委員数
（年度平均委員数）

119
地域福祉計画推進
事業

社会福祉課
地域福祉推進協
議会の開催

回 8 4 3
推進協議会開催数 4回（平
成24年度実績）

地域福祉講座の
参加者数

人 121 67 50

H24.11/6に開催。「地域で支
える仕組みづくり、つながり、
きづな」～越谷市地域福祉
計画に向けて～をテーマとし
て、地域福祉について理解
を深める。

120
心身障害者地域デイ
ケア事業費補助事
業

障害福祉課
市内デイケア施
設数

箇
所

1 0 0
年度内の全登録施設（市内
分）

延利用者数 人 226 60 12
各月の施設利用登録人
数の合計

延べ利用者数 人 226 60 12
各月の施設利用登録人数の
合計

121
身体障害者補装具
給付事業

障害福祉課 申請受付数 件 250 273 274 支給件数 　 交付決定数 件 196 271 272
実績は支払い確定件数を計
上。

122
成年後見センター運
営事業（H25～成年
後見事業）

障害福祉課
★成年後見制度
相談件数

件 4 14 30

成年後見制度相談のうち、
ケース方針調整会議（利用
の適否等の判断）に諮った
件数

.

成年後見制度の利用を必要
とする方が、制度を身近なも
のとして活用できるよう支援
する。

123 障壁改善事業 障害福祉課
整備箇所数(工
事件数）

箇
所

3 5 4
歩道の段差解消、点字ブ
ロックの敷設、オストメイト設
備設置等を行った箇所数

★整備箇所数
箇
所

53 59 64

歩道の段差解消、点字ブ
ロックの敷設、オストメイ
ト設備設置等を行った箇
所数（累計）

道路整備延長距
離

メ
ー

ト
ル

2495 2282.5 2277.5
道路整備（段差解消・点字ブ
ロック敷設）

124
コミュニケーション支
援事業

障害福祉課 ★派遣件数 回 878 1044 1148

手話通訳者及び要約筆記者
の派遣件数
派遣件数÷年(手話通訳＋
要約筆記）

　 派遣員数 人 1240 1390 1722
派遣通訳者数/年(手話通訳
+要約筆記）

125
障害者短期入所事
業

障害福祉課 実利用人数 人 63 67 74 　3月分～翌2月分を計上 　 利用日数 日 2828 2327 3303 3月分～翌2月分を計上

126
障害者福祉センター
管理運営委託事業

障害福祉課 開館日数 日 293 291 292
障害者福祉センターこばと
館の開館日数

　 総利用者数 人 20383 20737 20944

障がい者に対する創作的活
動や機能訓練等の各種サー
ビス、また、手話奉仕員や要
約筆記者の養成講習会な
ど、センターが実施する事業
への参加者（見学者も含む）

127
障害者福祉交流セン
ター委託事業

障害福祉課 開所日数 日 239 230 244
障害者福祉交流センターの
開所日数

　 総利用回数 回 1968 1882 1925
デイサービス事業の総利用
回数（延べ利用人数）

128 審査会事業 障害福祉課 審査件数 件 237 347 360
審査件数は審査会による意
見聴取の件数を含む

　 認定件数 件 325 322 324 程度区分認定のみを計上

129
療養・生活介護給付
事業

障害福祉課 利用人数 人 260 389 409
療養介護・生活介護の利用
者数の実数

　 人 260 389 409

療養介護、生活介護の利用
を必要とする方に介護給付
費を支給することにより、日
常生活の向上が図れた。

130
療養介護医療給付
事業

障害福祉課 実利用人数 人 2 34 40 実利用人数 　 延べ利用人数
人
／
月

24 401 480
月当たりの利用者を延べ人
数とする。

131
グループホーム支援
事業

障害福祉課 支援法人数
箇
所

33 40 42 実数 　 入居者延人数 人 579 644 680

132 社会生活支援事業 障害福祉課 申請件数 件 9 9 12 補助金申請件数 　 交付件数 件 9 9 12 補助金交付件数

133
移動入浴サービス事
業

障害福祉課 利用人員 人 17 17 19 実数 　 利用回数 回 798 712 1000

134 訓練等給付事業 障害福祉課 利用人数 人 177 217 239
訓練等給付事業の年度内実
利用者数

自立訓練や就労移行支援等
の利用が必要な方に、訓練
等給付費を支給することに
より、日常生活、社会生活の
向上が図れた。

135
重症心身障害児施
設運営補助事業

障害福祉課 入所者数 人 67 70 70
重症心身障害児施設中川の
郷療育センターの入所ｻｰﾋﾞ
ｽの利用者数

入所者である重度心身障が
い児（者）の療育支援の充実
を図ることができた。

136
重度心身障害者医
療給付事業

障害福祉課 給付件数 件 159800 168732 168732
重度心身障害者医療の給付
件数

　 給付件数 件 159800 168732 168732

対象者に対し医療給付を実
施することにより、本人や家
族等の経済的負担の軽減を
図ることができた。

137
障がい者移動支援
事業

障害福祉課 実利用人数 人 146 121 136 ３月分～翌２月分を計上 　 利用時間
時
間

16346 14689 16304 ３月分～翌２月分を計上
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138
障害者介護券給付
事業

障害福祉課 派遣対象者数 人 57 54 60 実数 　 利用時間
時
間

18234 19753 21840

139
障害者施策推進協
議会事業

障害福祉課 開催回数 回 3 2 3

平成２４年度は障がい者計
画・障がい福祉計画の進捗
状況、「障害者総合支援法」
の施行に伴う各計画への影
響についての報告を行った。

障がい者施策の推進にあた
り、様々な立場、見地から意
見を聴取した。

140
障害者自立支援医
療給付事業

障害福祉課 申請件数 件 167 161 173 申請件数 　
給付件数（実人
数）

件 153 161 173 実利用人数

141
障害者手当給付事
業

障害福祉課 支給者延数 人 47864 49109 50533

支給者延数＝重度心身障害
者手当支給者+障害児福祉
手当支給者+特別障害者手
当支給者+経過的福祉手当
支給者

0 0

手当を支給することにより、
介護等の負担を軽減し、障
がい者の生活向上、福祉の
増進を図ることができた。

142
障害者就労訓練施
設運営事業

障害福祉課 開所日数 日 244 245 244
指定障害福祉サービス事業
所しらこばとの開所日数

　 登所延べ人数 人 12328 13045 14640

障害福祉サービス事業所し
らこばとの登所延べ人数（就
労移行支援、就労継続支援
（Ｂ型）利用者）

143
障害者就労訓練施
設管理運営委託事
業

障害福祉課 開所日数 日 346 345 343
障害者就労訓練施設しらこ
ばとの開所日数

　 延利用者数 人 16368 19775 22043
障害者就労訓練施設しらこ
ばと利用者数（指定障害福
祉サービス事業所分含む）

144
障がい者就労支援
事業

障害福祉課 相談者数 人 2200 3071 3912
来所、電話・FAX・メールによ
る相談件数

★就職者数（就
職件数）

人 43 48 57

各年度の実際に就労できた
障がい者の人数、就労支援
センター登録者のうち実際に
就労できた障がい者の人数

145
障害者相談支援事
業

障害福祉課 開所日数 日 306 307 853

相談支援事業所の開所日数
※平成25年度からは、指定
特定相談支援事業所（３事
業所）へ委託して実施する

　 相談件数 件 3523 3521 6180

障害福祉サービスの利用援
助や社会資源を活用するた
めの支援、社会生活力を高
めるための支援、専門機関
の紹介などについて、来所
や訪問、電話、メール、ピア
カウンセリング等により実施
した相談件数
※平成25年度からは委託先
の相談支援事業所が、１事
業所から３事業所に増加

146
成年後見制度利用
支援事業

障害福祉課 申立利用件数 件 1 2 4 市長申立て件数 報酬助成件数 件 1 2 5
年度内の成年後見制度
報酬助成の助成件数

障がい者の権利
擁護の推進

判断能力が不十分な身寄り
のない障がい者に対して、
市長による審判請求を行うと
ともに、市長申し立てをした
方で、成年後見人等への報
酬の支払いが困難な方に対
し、報酬助成を行うことに
よって権利擁護が図れた。

147 施設入所支援事業 障害福祉課 利用人数 人 171 214 224
施設入所支援利用者の実数
（※入所措置の実績なし）

施設入所を必要とする方に
介護給付費を支給すること
により、日常生活の向上が
図れた。

148
障害児（者）生活サ
ポート事業費補助事
業

障害福祉課 登録人数
人
数

346 364 202
平成25年3月末日時点での
登録者数（利用停止者も含
む）。

　 延べ利用時間
時
間

4237 2983 4131 年度内の延べ利用時間数。

149
障害者ガイドヘル
パー派遣委託事業

障害福祉課 実利用者数 人 40 32 33 　 延べ派遣時間
時
間

4232 4278 4471 　 派遣回数 回 1140 1082 1131

150
地域活動支援セン
ター事業費補助事業

障害福祉課 対象施設数
箇
所

8 7 7 実数 　 登録者数 人 261 226 220 利用登録者数

151
地域交流活動推進
モデル事業

障害福祉課 補助団体数
箇
所

2 2 2

くらしの基盤づくりとして、社
会参加及び自主活動できる
場、さらに障がい者の個別
性を重視し、本人及び家族
の支援を行っていく場などを
運営する団体であり、市が
家賃等運営費の一部を助成
している団体数

　 延べ参加者数 人 3182 3225 3222
各補助団体の実施事業への
延べ参加者数

152
日常生活用具給付
事業

障害福祉課 申請件数 件 3324 2940 3335 　 　 給付決定数 件 6433 5755 6529

10



事務事業評価　活動指標・成果指標　一覧 【資料３】

番
号

事業名 課名 活動指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果１　指標式 活動指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果2　指標式 成果指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果1　指標式 成果指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果2　指標式

153
福祉タクシー利用
券・自動車燃料券給
付事業

障害福祉課 交付人数 人 4804 5005 5175
交付人数＝福祉タクシー利
用券+自動車燃料費助成券

　 利用率 ％ 69.9 70.82 71.96

利用率＝（福祉タクシー券支
払い枚数+自動車燃料費助
成券支払い枚数）÷発行枚
数×１００

交付時に実施したアンケート
では、タクシー利用券または
自動車燃料費助成券の使用
目的について、病院、診療
所へ通院するという回答以
外にも、買い物や旅行等に
使用しているとの回答も得ら
れ、社会参加の促進に貢献
していると考えられる。

154
ホームヘルプサービ
ス事業

障害福祉課
居宅介護　実利
用人数

人 208 232 224

居宅介護+重度訪問介護+重
度包括支援＋行動援護＋同
行援護　　※3月分～翌2月
分を計上

居宅介護　利用
時間数

時
間
54863.5 65211.75 64029

居宅介護+重度訪問介護+重
度包括支援＋行動援護＋同
行援護　　　※3月分～翌2月
分を計上

155
介護保険料収納補
助員配置事業

高齢介護課
介護保険料滞納
者宅へ戸別訪問
した件数

件 2833 2676 2500

介護保険料の納付指導・介
護保険制度の説明を行い、
介護保険料の必要性を理解
していただき、滞納分の徴収
を行う。戸別訪問しても、留
守が多く実際に臨宅徴収で
きたのは、現年分が38件の
729,080円、滞繰分が31件
420,290円で合計が69件の
1,149,370円のであった。

戸別訪問を行い、納付指導・
納付約束・留守等であったも
ので、後日来庁、若しくは金
融機関等で支払いがあった
ものは、現年分が6,546,570
円、滞繰分が3,952,092円の
合計10,498,662円の収納確
認ができた。

156
助け合いの仕組み
づくり事業

高齢介護課
★高齢者の居場
所の設置数

箇
所

1 1 2
高齢者の居場所の設置数
設置箇所数

　 来場者数 人 3079 7191 10000

平成23・24年度は「ふらっと」
がもうの来場者数。平成25
年度は「ふらっと」がもう及び
２店舗目（10月開設予定）の
来場者数

157
ひとり暮らし高齢者
等安心生活支援事
業

高齢介護課
６５歳以上の配
布率

％ 32 31.7 33

救急医療情報キットの６５歳
以上の配布率
救急医療情報キット配布者
数　22,603人　÷　65歳以上
人口　71,267人　×　100%

配布率（全体） ％ 6.67 7.34 7.87

救急医療情報キットの全
市民への配布率
救急医療情報キット配布
者数　24,246人　÷　全
市民　330,428人　×
100%

配布人数 人 22000 24246 26000
救急医療情報キット総配布
者数　24,246人

158
成年後見制度利用
支援事業
（高齢介護課）

高齢介護課 市長申立 件 8 5 10
市長申立件数5件　成年後
見制度利用支援援助費利用
3人。

上記により就任
した後見人に支
払う報酬を本人
に助成

件 8 3 10

159
介護支援ボランティ
ア制度事業

高齢介護課
★ボランティア
登録者数

人 207 209 240

実施機関である社会福祉協
議会に対して、介護支援ボラ
ンティア活動者として登録し
た数

高齢者の社会参加活動を促
進することができた。

160
（仮称）第４老人福祉
センター整備事業

高齢介護課 ★施設整備数
箇
所

3 3 3

市内の老人福祉センターの
施設整備数（平成２７年度
４か所）
施設整備数

平成２５年度は事業用地
の造成工事を実施した。

施設整備数
箇
所

3 3 3
市内の老人福祉センターの
施設整備数（平成２７年度
４か所）

161 介護サービス事業 高齢介護課
介護サービス利
用者数

人 4902 5364 5900
月平均の利用者数（年間の
介護サービス受給者者数÷
12月）

国民健康保険団体連合会を
通じ、介護サービス提供事
業者への介護サービス費の
支払いを適正に行った。

162
電算処理事業（介護
保険システム電算委
託）

高齢介護課
６５歳以上高齢
者数

人 67168 71267 72700

介護保険制度の適正運営の
ため、被保険者の受給者管
理及び給付実績管理に係る
大量なデータを電算業務委
託することにより、人件費の
抑制や事務の効率化、迅速
化が図られている。

163 審査委託事業 高齢介護課 審査件数 件 180492 201301 224000
埼玉県国民健康保険団体連
合会へ委託した審査件数

介護保険法に国民健康保険
団体連合会による介護給付
費の請求に関する審査・支
払業務が位置付けられてお
り、業務委託により事務の効
率化、迅速化が図られてい
る。
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164
介護予防サービス事
業

高齢介護課
介護予防サービ
ス利用者数

人 964 1089 1200
月平均の利用者数（年間の
介護予防サービス受給者数
÷１２月）

国民健康保険団体連合会を
通じ、介護予防サービス提
供事業者への介護予防サー
ビス費の支払いを適正に
行った。

165
介護保険給付費準
備基金積立金事業

高齢介護課
介護保険の給付に係る歳入
と歳出の差異を適正に基金
に積み立てた。

基準外の繰出金
額

円 0 0 0
基金の積み立てにより、介
護保険財政の健全運営の維
持を図ることができた。

166
包括的支援事業（介
護保険）

高齢介護課 相談件数等 件 32337 34349 35000

地域包括支援センター業務
委託としての総合相談の訪
問・来所・電話・文書受理の
件数34288人、講演会等参
加者61人

★成年後見制度
相談件数

件 91 120 130

当該年度の４月１日現在
高齢者人口（見込み）×
0.2％
平成21年度実績139件÷
高齢者人口＝0.2%　相談
発生割合を高齢者人口
の0.2%とした。

相談件数等 件 32337 34279 35000
地域包括支援センターにお
いて、要援護者の早期発
見、早期対応が図れた。

167
生きがい対策推進事
業

高齢介護課 利用人数等 人 59855 60877 61000

利用人数（いきいきセントー・
いきいき農園）、参加人数
（敬老会・シルバーカレッ
ジ）、支給人数（敬老記念
品・敬老祝金）、老人クラブ
会員数

　 利用人数等 人 59855 60877 61000
利用人数、参加人数、支給
人数、会員数

168
電算処理事務事業
(介護保険料電算委
託)

高齢介護課
６５歳以上高齢
者数

人 65965 72953 80000
滞納者・分納計画者の抽出
機能を追加した。

６５歳以上の１号被保険者
の資格管理・賦課徴収事務
については迅速かつ正確性
が求められる業務であり、大
量なデータを電算業務委託
することにより、人件費の抑
制や事務の効率化、迅速化
が図られている。

169
介護認定審査会事
業

高齢介護課
介護認定審査会
開催回数

回 281 288 296 　 認定件数 件 7768 7555 8600
不服申し立て件
数

件 0 0 0

170 認定調査事業 高齢介護課 認定調査件数 件 8147 7850 8500
介護認定申請に伴う認定調
査は、適正な期間内に実施
された。

171 趣旨普及事業 高齢介護課
パンフレット配付
件数

件 1000000 17000 9500

窓口や出前講座等におい
て、介護保険制度や利用方
法等が明記されているパン
フレットを配付した数

件 　 ★総合相談件数 件 13949 15303 17500

地域包括支援センターで、
地域の高齢者から健康相
談、介護保険制度の説明、
認知症に関する内容など、
相談を受けた件数
電話、来所、訪問、文書によ
る相談の延べ件数

172 運営協議会事業 高齢介護課
運営協議会開催
回数

回 5 4 5

平成２４年度は、第5期事業
計画の進行管理として、地
域密着型サービスの基盤整
備や地域包括ケアの構築に
向けて、会議を開催した。

審議事項の終了
率

％ 100 100 100

市長からの諮問を受けて、
年間5回の会議を開催し、第
5期事業計画について、市長
へ答申を行った。

173
介護予防事業(介護
保険）

高齢介護課 状況把握率 ％ 87 79 82

状況把握人数／基本チェッ
クリスト送付人数×１００
平成２4年度の実績は、２年
に１回の基本チェックリストを
実施した状況把握率
平成２３年度の実績は、平成
２２年度実施の基本チェック
リストに対する未返信者の
状況把握数等含めた累積の
状況把握率

事業延参加者数 人 1952 1709 2000
介護予防二次予防事業
及び一次予防事業参加
者数

７５～７９歳の平
均要介護度

なし 1.81 1.91 1.93

介護予防二次予防事業の参
加者平均年齢７５．６歳、参
加者の最も多い年代が７５
～７９歳である。

６５歳以上の平
均要介護度

なし 2.02 2.08 2.17

174
介護給付等費用適
正化事業

高齢介護課 給付費返還件数 件 43 84 50

ケアプラン確認指導や給付
適正化システムの活用によ
り、事業者からの請求誤りを
発見し、給付費返還となった
件数

国の指針に基づく制度であ
り、地域支援事業の任意事
業に位置付けられている。
介護給付費の増加に伴い、
制度の適正運営のため給付
適正化事業は益々重要性を
増している。

175
老人福祉センター運
営事業

高齢介護課
開館日数(３館合
計）

日 895 894 894
老人福祉センターの開館日
数（３館）

　 年間利用者数 人 324831 328704 330000
老人福祉センター３館の利
用者数合計

176 日常生活支援事業 高齢介護課 延べ利用者数 人 47 53 46

24年度寝具乾燥利用者4
人、訪問理美容利用者44
人、住宅改造1人、住み替え
家賃助成4人

　 延べ利用回数 回 119 137 176

高齢者が住みなれた地域で
暮らせるとともに、要介護状
態の予防を図るための支援
が図れた。

177 介護予防事業 高齢介護課 延べ利用者数 日 27 30 79
24年度生活支援短期宿泊事
業利用日数30日

　 利用者数 人 5 6 16

一時的に特別養護老人ホー
ム等で生活援助を行うことに
より、自立に向けた支援が
図られた。
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178
家族介護支援事業
(介護保険)

高齢介護課

講習会参加者及
び徘徊サービス
利用・介護マー
ク人数

人 1478 3070 3000

平成23年度　　探索サービ
ス７人　介護マーク６０人　登
録事業者募集100箇所　認
知症サポーター養成１，３１
１人
平成24年度　　探索サービ
ス10人・介護マーク71人・登
録時業者19箇所（累計95箇
所）・認知症サポーター数
2,970人

認知症サポー
ター養成数

人 1311 2970 2500

厚生労働省推進「認知症を
知り地域をつくる」認知症サ
ポーター養成講座によるサ
ポーター養成数。

★認知症サー
ポーター数

人 5284 8255 10000

該当年度までの養成数を累
積する。
平成２７年度までに１万人養
成を目標とする。

179 家族介護支援事業 高齢介護課 利用人数 人 586 613 626

24年度緊急通報システム延
設置者50人、緊急通報シス
テム新規設置者9人、在宅福
祉手当524人、シルバーハウ
ジング利用者30人

　 利用人数 人 586 613 626

緊急通報システムの設置に
より、慢性疾患等で日常生
活において常時注意を要す
る単身高齢者の救命救急の
確保が図れた。

180 手当給付事業 高齢介護課 受給者 人 4 4 4 要受給者数 　
外国人高齢者福
祉手当支給総額

円 240000 240000 240000
外国人高齢者の福祉の増進
が図れた（支給対象者から
の受給辞退届出は、なし）。

181
老人ホーム措置事
業

高齢介護課 措置人数 人 47 49 44
24年度老人ホーム等措置者
数49人

　 措置率 ％ 100 100 100
措置を必要とする高齢者に
対する実際の措置率

182 介護支援事業 高齢介護課
利用者負担減額
認定者数

人 2736 3120 3500

介護保険の居宅サービス
（地域密着型サービス等を
含む）の利用者負担額減額
認定者数
１０分の３の減額認定者数１
７人、１０分の５の減額認定
者数３，１０３人、計３，１２０
人

333

経済的理由から介護サービ
スを抑制するなど、低所得者
が介護保険制度から事実上
排除されることのないよう、
利用者負担額の軽減によ
り、低所得者の適正な介護
サービスの利用が図られて
いる。

183 保険事務管理事業 高齢介護課 要介護認定者数 人 7673 8380 9138
要介護認定において、要介
護１～５または要支援１・２と
判定された方の数

事業計画作成部
数

部 8500 0 0

第５期事業計画書５００
部、概要版８,０００部を平
成23年度に作成（作成は
３年に１度）

事業計画の要介
護認定者の推計
に対する達成率

％ 119 99.2 100
各年度末の要介護認定者数
÷事業計画の要介護認定者
数

184
老人福祉センター改
修事業

高齢介護課
改修が必要な箇
所数

箇
所

8 4 6 改修が必要な箇所数 　 改修済箇所数
箇
所

8 4 6 改修済箇所数

185
介護保険会計繰出
金事業

高齢介護課
介護保険法に規定された事
業であり、今後も適正に事業
を図っていく。

基準外の繰出金
額

円 0 0 0

介護保険法の規定に基づ
き、介護保険に関する特別
会計を設け、介護保険給付
及び予防給付に要する費用
等の額の１２.５％に相当する
額及び事務経費等を一般会
計から適正に繰り出した。

186
後期高齢者医療費
負担事業

国民健康保
険課

後期高齢者医療
被保険者数

人 25227 27285 29054

年度末における後期高齢者
医療制度被保険者数
後期高齢者広域連合負担金
共通経費負担金＋療養給付
費市負担金（被保険者の療
養給付費×１/12）

法第９８条に基づき、広域連
合負担事業を行い、後期高
齢者医療制度の維持と推進
を図った。

187
特定健康診査事業
（国民健康保険）

国民健康保
険課

特定健康診査対
象者

人 61275 62135 68793
４０歳以上７５歳未満の被保
険者（法定報告４月１日～翌
年３月３１日まで１年間加入）

特定健康診査受
診者数

人 20902 21893 30957
特定健康診査受診者（法
定報告）

★特定健康診査
受診率

％ 34.11 35.23 45

特定健康診査受診者÷40歳
以上の被保険者数（法定報
告４月１日～翌年３月３１日
まで１年間加入）×１００（％）
平成24年度　21,893/62,135

メタボリックシン
ドローム該当者
及び予備軍の率

％ 16.33 14.99 15.53

特定健康診査受診者のうち
特定保健指導該当者　特定
保健指導該当者÷特定健康
診査受診者（実数）×１００
（％）
平成24年度　3,283/21,893

188
電算処理事務事業
(国民健康保険）

国民健康保
険課

国民健康保険被
保険者数（年間
平均３月～２月）

人 98259 97062 97062

国民健康保険保険者数の年
間平均
３月～２月の各月末の被保
険者数の合計÷１２

市民サービスの向上と事務
の効率化

189 国保推進員事業
国民健康保
険課

電話催告件数 件 8554 7924 12000
電話催告件数
（事業費はすべて人件費）

収入済額 円 8620371528 8534626001 8294000000
収入済額（現年度国保
税）

収納率（現年国
保税）

％ 90.04 90 90 収入済額/調定額

190
連合会負担金事業
（国民健康保険）

国民健康保
険課

国民健康保険被
保険者数（年間
平均３月～２月）

人 98259 97062 97062

国民健康保険保険者数の年
間平均
３月～２月の各月末の被保
険者数の合計÷１２
23年度は通常の事業費以外
にシステム変更に関する支
出（全額国の補助）あり。

埼玉県国民健康保険団体連
合会の安定的運営

191
後期高齢者支援金
事業（国民健康保
険）

国民健康保
険課

国民健康保険被
保険者数（年間
平均３月～２月）

人 98259 97062 97062

国民健康保険保険者数の年
間平均
３月～２月の各月末の被保
険者数の合計÷１２

後期高齢者医療制度の
運営維持

後期高齢者医療制度の運営
維持

13
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192
前期高齢者事務費
拠出金事業（国民健
康保険）

国民健康保
険課

国民健康保険被
保険者数（年間
平均３月～２月）

人 98259 97062 97062

国民健康保険保険者数の年
間平均
３月～２月の各月末の被保
険者数の合計÷１２

前期高齢者に係る事務の円
滑な遂行

193
疾病予防事業（後期
高齢者医療）

国民健康保
険課

保養所利用助成
件数

件 1711 2276 1600 保養所利用助成件数 　
被保険者の健康
の保持増進

0 被保険者の健康の保持増進

194
運営協議会事業（国
民健康保険）

国民健康保
険課

運営協議会開催
回数

回 2 2 2
国民健康保険事業の的確な
運営

195
共同事業拠出金事
業（国民健康保険）

国民健康保
険課

国民健康保険被
保険者数（年間
平均３月～２月）

人 98259 97062 97062

国民健康保険保険者数の年
間平均
３月～２月の各月末の被保
険者数の合計÷１２
（Ｈ２４より対象医療費が３０
万円超から１０万円超に変
更

高額の医療費支出によ
る保険者の負担緩和

高額の医療費支出による保
険者の負担緩和

196
審査委託事業(国民
健康保険）

国民健康保
険課

審査レセプト数 枚 1483252 1504585 1504585
埼玉県国保連合会において
診査したレセプト数

　 医療費の適正化 保険診療費支払の効率化

197
健康診査事業（後期
高齢者医療）

国民健康保
険課

後期高齢者医療
制度被保険者の
内健康診査受診
者数

人 6796 7864 9870
後期高齢者医療制度におけ
る健康診査受診者数

後期高齢者医療
制度被保険者数

人 24314 26247 28200
後期高齢者医療制度平
均被保険者数

健康診査受診率 ％ 27.95 29.96 35

後期高齢者医療制度におけ
る健康診査の受診者割合
健康診査受診率（健康診査
受診者数/被保険者数）

後期高齢者医療
制度被保険者の
内健康診査受診
者数

人 6796 7864 9870
疾病の早期発見、予防によ
り、高齢者の健康増進を
図った。

198
後期高齢者医療会
計繰出金事業

国民健康保
険課

保険料軽減対象
者数

人 13234 14308 14141

後期高齢者医療制度におけ
る保険料軽減対象者数
法律第９９条に基づき特別
会計に繰入する額。保険料
軽減総額＋職員人件費

法律第９９条に基づき、特別
会計に繰入を行い後期高齢
者医療制度の維持と推進を
図った。

199
レセプト点検事務事
業（国民健康保険）

国民健康保
険課

審査レセプト数 枚 1483252 1504585 1504585

診療報酬明細書（レセプト）
の内容点検

　　(正規職員分と臨時職員
0.5人分は人件費に計上、レ
セプト点検員3.8人分は事業
費であり、事業費はすべて
人件費）

再審査レセプト
数

枚 5335 3074 3400 再審査請求レセプト枚数 医療費の適正化 査定額 4068 3700 3700 査定額（千円）

200
前期高齢者納付金
事業（国民健康保
険）

国民健康保
険課

国民健康保険被
保険者数（年間
平均３月～２月）

人 98259 97062 97062

国民健康保険保険者数の年
間平均
３月～２月の各月末の被保
険者数の合計÷１２

前期高齢者の医療費に係る
財政調整

201
広域連合納付金事
業（後期高齢者医
療）

国民健康保
険課

後期高齢者医療
被保険者数

人 25227 27285 29054

平成２４年度末の後期高齢
者医療制度被保険者数は２
７，２８５人。これら対象者か
ら徴収した保険料を集計し
埼玉県後期高齢者医療広域
連合に納付を行った。

法第１０５条に基づき、埼玉
県後期高齢者医療広域連合
に納付金事業を行い、後期
高齢者医療制度の維持と推
進を図った。

202
電算処理事務事業
(後期高齢者医療）

国民健康保
険課

後期高齢者医療
被保険者処理数
（電算処理）

人 25227 27285 29054

　１件当たりの事務処理を電
算処理で実施した場合、１分
を要する。
　後期高齢者医療被保険者
数÷１＝後期高齢者医療被
保険者処理数（電算処理）

後期高齢者医療
被保険者処理数
（手処理）

人 2522.7 2728.5 2905.4

　１件当たりの事務処理
を手処理で実施した場
合、１０分を要する。
　後期高齢者医療被保
険者数÷１０＝後期高齢
者医療被保険者処理数
（手処理）

同じ処理時間に
おける電算処理
数と手処理数の
比較

倍 10 10 10
　電算処理数÷手処理数＝
同じ処理時間における電算
処理数と手処理数の比較

203
疾病予防事業（国民
健康保険）

国民健康保
険課

保養所利用助成
人数

人 4270 4632 5000
保養所利用助成の実施等
（事業費は他助成金も含む）

医療費通知送付
件数

件 251950 242630 242630 医療費通知送付件数 被保険者の健康増進 医療費調査件数

204
国民健康保険会計
繰出金事業

国民健康保
険課

国民健康保険被
保険者数（年間
平均３月～２月）

人 98259 97062 97062

国民健康保険保険者数の年
間平均
３月～２月の各月末の被保
険者数の合計÷１２

国保税軽減人数 人 26292 23076 33316

　国保税軽減人数÷繰
入金額
（～Ｈ２４　６・４割軽減、Ｈ
２５～７・５・２割軽減）

その他一般会計
繰入金

円 5088 3094 3094

被保険者一人当たりの「そ
の他一般会計繰入金」の額
被保険者数÷その他一般会
計繰入額

国保財政収支の均衡の確保

205
保険給付事業(国民
健康保険)

国民健康保
険課

国民健康保険被
保険者数（年間
平均３月～２月）

人 98259 97062 97062

国民健康保険保険者数の年
間平均
３月～２月の各月末の被保
険者数の合計÷１２

★国民健康保険
税の収納率

％ 89.7 90 90

国民健康保険税の調定額に
対する収納額の割合
収入済額÷調定額×１００
（％）

疾病、負傷、出産、死亡の保
険事故に係る費用を支弁
し、被保険者の負担を軽減
する

206
介護納付金事業（国
民健康保険）

国民健康保
険課

介護保険２号被
保険者数
（３月末）

人 34555 32926 32926
40歳以上65歳未満の被保険
者（介護保険２号被保険者
数）

介護保険制度の事業運営の
維持

207
児童福祉審議会運
営事業

子育て支援
課

会議開催回数 回 2 2 2 実数 部会開催回数 回 0 0 2 実数 会議出席者数 人 34 33 56
次世代育成支援行動計画
（後期）の進捗状況等の検討

208 子育て支援事業
子育て支援
課

★子育てサロン
（つどいの広場）
開設数

か
所

6 6 6

子育てサロンの開設数
新越谷駅ビル「ヴァリエ」内、
住まいの情報館、その他地
域性を考慮して４か所設置

ファミサポ会員
数

人 1226 1390 1500
子育てサロン・
ひろば参加者数

人 58185 69023 70000
★ファミサポ利
用件数

件 4152 4221 4300

ファミリー・サポート・センター
年間利用件数
利用内容は保育所(園)・幼
稚園及び学童保育の送迎及
び帰宅後の預かり。

209 児童援護事業
子育て支援
課

助産及び心臓手
術助成相談件数

件 12 24 20 実数 　
助産及び心臓手
術助成件数

件 12 24 20 実数

14



事務事業評価　活動指標・成果指標　一覧 【資料３】

番
号

事業名 課名 活動指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果１　指標式 活動指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果2　指標式 成果指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果1　指標式 成果指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果2　指標式

210
障がい児補装具等
給付事業

子育て支援
課

補装具等交付数 件 709 885 890 実数

　障がい状態によって必
要な補装具費等の支給
を行い、障がいのある部
分の身体機能を補い障
がい児の日常生活を容
易にした。

211
母子家庭等相談事
業

子育て支援
課

相談件数 件 1076 1337 1400 実数 　 相談件数 件 1076 1337 1400

自立に向けた相談を受ける
中で、就労に結びつきやす
い資格技能を紹介し、その
費用の一部を支給する教育
訓練等給付金の申請指導や
児童の高校・大学等の修学
資金が不足している方に貸
付資金の斡旋、その他の支
援を行った。

母子等貸付資金
斡旋

件 38 50 50

212 障がい児支援事業
子育て支援
課

ホームヘルプ及
び短期
入所サービス利
用件数

件 1944 939 1000 実数
生活サポート事
業登録者

208 228 250 　実数

居宅介護や短期入所等サー
ビスの支給により、児童の在
宅における保護者の負担軽
減が図られた。

障がい児の一時預かり、外
出援助等の利用により保護
者の負担軽減が図られた。

213
母子生活支援施設
委託事業

子育て支援
課

相談件数 件 3 1 1
目標値の設定は、事業の内
容から難しい。

0 0 1

保護の相談はあっても、入
所要件を欠いたり、家族の
状況等によって入所ではな
く、他の援護制度によって対
応することもある。

214
児童扶養手当給付
事業

子育て支援
課

児童扶養手当支
給件数

件 7009 7157 7157
実数(年3回の定時支給と資
格喪失等による随時支給が
ある。)

児童扶養手当受
給者数

人 2523 2535 2586
手当を支給することにより母
子家庭への経済的支援が図
られた。

215
こども医療費給付事
業

子育て支援
課

こども医療費支
給件数

件 670556 691734 690000 実数 　
こども医療費登
録者数

人 47731 47831 47599

医療費支給による経済的負
担の軽減により、誰でもが安
心して受診でき、また、早期
診療により疾病の重篤化を
防ぎ、児童の健康増進に大
きな役割を果たしている。

支給件数

216
ひとり親家庭等医療
費給付事業

子育て支援
課

ひとり親家庭医
療費支給件数

件 23318 22808 22500 実数 件 　
ひとり親家庭医
療費支給登録者
数

人 6684 6576 6500

仕事と子育てを一人で担う
ひとり親は健康を損なうこと
が多く、医療費の助成は、経
済基盤の弱いひとり親家庭
への支援につながった。

217

母子家庭等生活支
援事業
（母子家庭自立支援
給付事業）

子育て支援
課

給付事業相談件
数

件 161 231 230 実数 支給件数 件 40 28 30 　 修了者の就職率 ％ 100 100 100
各年度の修了一時金受給者
（卒業者）のうち就職できた
者の割合

218 児童相談事業
子育て支援
課

相談件数 件 1120 1151 1500 実数 　

相談に対して助言・指導を行
い保護者の子育ての不安や
負担感の解消や軽減につな
がった。

219 障がい児療育事業
子育て支援
課

ことばの治療訓
練指導回数

回 1854 1600 0 実数
療育教室開催回
数

回 140 171 0
ことばの治療訓
練参加人数

人 584 539 0 実数
療育教室参加人
数

人 1190 1172 0

220
児童手当給付事業
（事務事業含む）

子育て支援
課

支給対象児童 45646 45102 45100 実数 　 延児童数 人 430829 430800
手当の支給により子育て家
庭の経済的支援を図った。

221
みのり学園施設管理
事業(２５年度は他の
事業と統合)

児童発達支
援センター

修繕箇所数
箇
所

8 4 12
園児の療育環境を良好に保
つため施設の維持補修を実
施。

　 修繕達成率 ％ 100 100 100
園児の療育環境が良好に保
たれ、安全に学園生活を送
れるようになった。

222
みのり学園運営事業
(２５年度からは他の
業務と統合)

児童発達支
援センター

みのり学園園児
数

名 27 27 80
園児１人当たりに係る年間
運営経費

園児の社会適応能力の向上
に資することができた。平成
２４年度卒園児１１名(特別支
援学級へ７名、特別支援学
校へ就学４名)　保育所移行
園児１名

223
あけぼの学園施設
管理事業(２５年度は
他の事業と統合)

児童発達支
援センター

修繕箇所数
箇
所

5 5 12
園児の療育環境を良好に保
つため施設の維持補修を実
施

　 修繕達成率 ％ 100 100 100
園児の療育環境が良好に保
たれ、安全に学園生活を送
れるようになった。

224
あけぼの学園運営
事業(２５年度は他の
事業と統合)

児童発達支
援センター

あけぼの学園園
児数

名 29 30 80
園児１人当たりに係る年間
運営経費

園児の健やかな運動機能の
発達に資することができた。
平成２４年度卒園児１１名、
退園児４名

225 保育所管理事業 保育課 保育所数
箇
所

18 18 18
公立保育所入所
児童延べ人数

人 23000 23229 23100
入所児童数、決算は実績、
目標は前年度実績＋α

226 保育所運営事業 保育課 保育所数
箇
所

18 18 18
保育所入所児童
延べ人数

人 23000 23229 23100

227 保育所改修事業 保育課 改修工事ヵ所
箇
所

3 7 7 　 　 改修率 ％ 100 100 100
改修箇所／要改修箇所×
100
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228 放射線対策事業 保育課
給食食材の測定
数

品
目

0 766 750
給食食材の放射性物質測定
数

0 0 0 0 0 0

保育所の給食に使用する食
材の放射性物質を測定する
ことにより、食材の安全性を
確保し、子どもたちの健康を
守るとともに、保護者の不安
を緩和することを目指すもの
であり、不安の緩和の指標
化は困難である。

0 0 0

229
荻島保育所整備事
業

保育課 待機児童数 人 33 35 0 翌年度４月数 　
★建て替え保育
所数

か
所

4 5 5

230
保育所入所事務事
業

保育課 保育所（園）数
箇
所

32 32 34
各年度目標値、入所（園）児
童数４月入所（園）児童数×
１２

保育所（園）入所
児童延べ人数

人 38159 39867 41400

231 私立保育所事業 保育課
私立保育所入所
児童数

人 15159 16664 16576 私立保育所入所児童延人数
私立保育所入所
児定員

人 13524 16042 16092
私立保育所定員入所児
童延人数

私立保育所入所
率

％ 112.08 103.9 103.8
私立保育所入所児童数／私
立保育所定員×100

232 家庭保育室事業 保育課 延べ委託人数 人 3254 4268 4300 家庭保育室延べ入所児童数 待機児童数 人 0 0 0 　 提供比率 ％ 100 100 100
家庭保育室入所児童数÷家
庭保育室入所申込児童数×
１００

233
児童福祉法による委
託事業

保育課 委託施設数
箇
所

56 57 40

①私立保育園数+ ②管轄外
委託保育園数　
保育所分園の増設、既存保
育所の定員の増員及び管轄
外保育所への積極的な情報
提供により多くの児童が入
所できた

児童福祉法によ
る委託人数

人 15727 16804 16576

①私立保育園委託延人数+
②管轄外委託延人数　
保育所利用者に積極的に市
内保育所入所状況の情報提
供及び、管轄外保育所への
入所を進め待機児童を少な
くした。

234
地域子育て支援セン
ター事業

保育課
支援センター利
用者数

人 3539 4101 4200
講座、相談、一時預かりの
合計延べ利用人数

地域子育て支援
センター設置数
（公立）

か
所

2 2 2
公立保育所併設地域子
育て支援センターの整備
（着手数を含む）数

子育て講座延参
加者数

人 1484 1517 1550
決算は実績、目標は前年度
実績＋α

一時預かり・相
談延べ人数

人 2055 2584 2600

●一時預かり延べ2,132人
(増林)　●相談延べ47人(増
林)　　　　●一時預かり延べ
377人(新方)　●相談延べ28
人(新方)
決算は実績、目標は前年度
実績＋α

235
大袋保育所整備事
業

保育課 待機児童数 人 33 35 0 翌年度４月数 　

平成２５年度に開所。Ｈ２５
年度に旧施設解体と、当初
の予定どおり計画が進行し
ている。

236 病後児保育事業 保育課 延べ利用人数 人 69 65 100 病後児利用者 　
病後児保育実施
率

％ 28.75 27.08 41.66
病後児保育利用人数／利用
目標：月２０人×１２ヶ月

病後児保育室利
用

人 181 160 200 利用者＋問合せ＋育児相談

237
保育ステーション事
業

保育課
保育ステーショ
ン送迎保育利用
人数

人 2925 2295 5200 送迎保育延べ利用人数
保育ステーショ
ン一時預かり利
用時間

時
間

30556 32020 32500
一時預かり延べ利用時
間

保育ステーショ
ン利用人数

人 9617 9168 12000
送迎保育延べ利用人数＋一
時預かり延べ利用人数

238
民間学童保育室運
営補助事業（青少年
課）

青少年課
利用児童延べ人
数

室 1326 956 1090
民間学童保育室の利用児童
延べ人数

補助基本額 人 10000 10000 12000
民間学童保育室利用者
１人あたりの月額補助基
本額

一人あたりコスト 円 12127 1260 1386 コスト÷延べ入室児童数

239
学童保育室給食扶
助事業

青少年課
扶助対象延べ児
童数

人 4316 5125 5496 年間延べ給食扶助支給者数 　
学童保育室入室
延児童数

人 20646 21774 24168
年度当初申請児童数(入室
児童＋待機児童)×12ヶ月

給食費扶助率 ％ 20.8 23.01 22.74
扶助対象延べ児童数÷学童
保育室入室延児童数×１０
０

240
青少年問題協議会
運営事業

青少年課 協議会の開催 回 2 2 2
協議会での案件
数

件 2 2 2

１．青少年問題の現状と課
題の把握を行い、各団体・機
関の取り組み状況を把握し
た。
２．問題解決のための具体
的な計画・立案に基づき関
係団体・機関が連携して取り
組んだ。

241
学童保育室建設事
業

青少年課
★学童保育室の
待機児童数

室 49 65 0

　年度当初に学童保育室の
入室を希望しているが定員
に空きが無くて入室できない
児童の数

公立学童保育室
入所児童延べ人
数

人 20646 21774 24168
　年度当初申請児童数
(入室児童＋待機児童)×
12ヶ月

公立学童保育室
数

室 32 35 37
公立学童保育室
入所児童延べ人
数

人 20646 21774 24168
年度当初申請児童数(入室
児童＋待機児童)×12ヶ月

242
青少年指導相談員
運営事業

青少年課 相談件数 件 90 56 90 年間延べ相談件数 　
相談終了者の割
合

％ 93.3 86.95 100
相談終了者の人数÷相談者
の実人数×１００

243
青少年健全育成推
進事業

青少年課 健全育成研修会 回 13 13 13
各13地区青少年健全育成研
修会の開催

街頭指導パト
ロール

回 333 292 300
各13地区街頭指導パト
ロールの実施

★健全育成研修
会等の参加者数

人 2208 2044 2000
各13地区において実施した
青少年健全育成研修会等の
参加者数

街頭指導参加数 人 2072 1747 2000
各13地区青少年健全育成・
非行化防止パトロール活動
を実施

244
青少年育成者養成
事業

青少年課
研修会等の開催
回数

回 15 15 15

ジュニアリーダー育成研修
会・シニアリーダー育成研修
会・レクリエーション指導者
養成講習会の開催回数

研修会等の登録
者数

人 211 206 210

ジュニアリーダー育成研修
会・シニアリーダー育成研修
会・レクリエーション指導者
養成講習会の登録者数
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245
青少年団体育成事
業

青少年課
主催事業開催回
数

回 12 12 12

少年野球大会　３回　・　少
女ポートボール大会　１回　・
かるた取り大会　１回　・
ジュニアリーダー研修会　７
回

事業参加延べ人
数

人 2476 2295 2295

少年野球大会　1,540人（82
チーム）　・少女ポートボール
大会　150人（10チーム）　・
かるた取り大会　251人（個
人52人・団体52チーム）　・
ジュニアリーダー研修会
（354人）

246
運営委員会運営事
業

青少年課 開催回数 回 3 3 3 年間会議開催数 　
提言に対する事
業への反映度

％ 100 100 100

放課後子ども教室の評価・
検証として、現地視察を実施
し課題となっている安全管理
等についていただいた、ご意
見等を各教室で反映させ取
組んでいる。　指標式：提言
に対する意見の反映度＝反
映数/提言数×100

247 教室運営事業 青少年課 教室開催数 回 337 327 400 年間教室開催数 　 延べ参加者数 人 11340 9880 10000 延べ参加者数

248
学童保育室施設管
理事業

青少年課
公立学童保育室
数

室 32 35 37 公立学童保育室数
公立学童保育室
入所延児童

20646 21774 24168
　目標値は年度当初申
請児童数(入室児童＋待
機児童)×12ヶ月

公立学童保育室
数

室 32 35 37 開設公立学童保育室数
公立学童保育室
入所児童延

人 20646 21774 24168
目標値は年度当初申請児童
数(入室児童＋待機児童)×
12ヶ月

249
学童保育室改修事
業

青少年課
公立学童保育室
数

室 32 35 37
公立学童保育室
入所児童延べ人
数

室 20646 21774 24168
　年度当初申請児童数
(入室児童＋待機児童)×
12ヶ月

公立学童保育室
数

室 32 35 37
公立学童保育室
入所児童延べ人
数

人 20646 21774 24168
年度当初申請児童数(入室
児童＋待機児童)×12ヶ月

250
学童保育室運営事
業

青少年課
公立学童保育室
入所児童延べ人
数

人 20646 21774 24168
　年度当初申請児童数(入室
児童＋待機児童)×12ヶ月

保育料滞納額 ％ 2406800 916400 1000000
現年度利用者における
保育料滞納額

公立学童保育室
入所児童延べ人
数

人 20646 21774 24168
　年度当初申請児童数(入室
児童＋待機児童)×12ヶ月

保育料滞納額 円 2406800 916400 1000000
現年度利用者における保育
料滞納額

251
児童館コスモス施設
管理事業

児童館コス
モス

入館者数 人 99555 99166 110000
年間の総入館者数（乳幼
児、小・中学生、大人（市内・
市外別）毎に集計）

開館日数 日 306 306 304

年間の開館日の総日数
を表示（毎週月曜日、年
末年始、臨時休館日以
外の日数）

入館者数 人 99555 99166 110000
年間の総入館者数（乳幼
児、小・中学生、大人（市内・
市外別）毎に集計）

252
児童館コスモス運営
事業

児童館コス
モス

入館者数 人 99555 99166 110000
年間の総入館者数（乳幼
児、小・中学生、大人（市内・
市外別）毎に集計）

開館日数 日 306 306 304 　 事業総参加者数 人 118599 129529 130000

年間の総事業の参加者数
（児童健全育成事業、科学
体験事業、子育て支援事
業、異世代交流事業、天文
普及事業、クラブ活動事業
等）

事業実施回数 回 3040 3147 3200

年間の総事業の開催数（児
童健全育成事業、科学体験
事業、子育て支援事業、異
世代交流事業、天文普及事
業、クラブ活動事業等）

253
児童館ヒマワリ施設
管理事業

児童館ヒマ
ワリ

入館者数 99512 101184 110000

年間の総入館者数（入館者
数を①乳幼児・小学生・中学
生・大人毎　②市内・市外に
集計）

開館日数 306 305 304

　年間の総日数を表示
（毎週月曜日、年末年
始、臨時休館日以外の
日数）

入館者数 99512 101184 110000

年間の総入館者数（入館者
数を①乳幼児・小学生・中学
生・大人毎　②市内・市外に
集計）

254
児童館ヒマワリ運営
事業

児童館ヒマ
ワリ

入館者数 人 99512 101184 110000

年間の総入館者数（入館者
数を①乳幼児・小学生・中学
生・大人毎　②市内・市外に
集計）

開館日数 日 306 305 304

　年間の総日数を表示
（毎週月曜日、年末年
始、臨時休館日以外の
日数）

事業総参加者数 人 126074 125045 130000

年間の総事業の参加者人数
（児童健全育成事業・科学体
験事業・子育て支援事業・自
然体験事業・ふれあい交流
事業・関係団体との連携に
よる事業・学校教育、社会教
育との連携による事業、こど
もエコクラブ活動事業等）

事業実施総回数 回 3750 3798 3800

年間の総事業の開催数（児
童健全育成事業・科学体験
事業・子育て支援事業・自然
体験事業・ふれあい交流事
業・関係団体との連携による
事業・学校教育、社会教育と
の連携による事業、こどもエ
コクラブ活動事業等）

255 地域医療推進事業 地域医療課 実施団体数
団
体

3 3 3
講演会、シンポジウム等の
実施団体数の合計(医師会・
歯科医師会・薬剤師会他)

看護師等修学資
金貸与者数

人 23 41 61
各年度3/31現在での貸
与者数（当初予算につい
ては当初計上数）。

参加者数 人 1240 999 1000
各講演会、シンポジウム参
加者数の合計。

保健・医療基礎
調査回答数

人 0 1233 0

市内居住者3,000名に対して
アンケート調査票を発送し、
1,233名から回答を得た。回
収率は41.1％。
単年度の調査のため、次年
度以降は無い。なお、医療
団体交付金に関するアン
ケートとは別の事業。
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256 感染症対策事業 地域医療課
感染症対策防護
服交換数

組 350 1750 1000

防護服等必要整備数〔３００
０組〕　※平成２１年度に整
備。
平成２４年度は有効期限を
考慮し、2,650組のマスク・
ゴーグル・手袋を交換予定で
あったが、1,750組の購入に
留まった。前年度整備した
350組と併せ2,100組を現在
備蓄しているが、900組不足
している。不足については、
25年度に購入予定。

式 　　　.
感染症対策防具
服等交換達成割
合

％ 70 66.03

交換達成割合　（交換1,750
組÷目標2,650組×１００）
※目標の交換数には達しな
かった。有効期限内で使用
できる防護服等は2,100組あ
る。

257 救急医療対策事業 地域医療課
病院群輪番制等
事業日数（病院
群・小児救急）

件 872 874 872

病院群輪番制等事業日数
（病院群・小児救急）
　（夜間全日+休日昼間）×２
事業

在宅医(歯)科当
番医実施日数

日 20 20 20
在宅医(歯)科当番医実施
日数

実施医療機関受
入割合

％ 68.6 68.45 69

病院群輪番制等実施医療機
関受入割合（実施医療機関
受入人数÷６市１町搬送人
数×１００）

受診者数 人 2652 3120 3200
在宅医(歯)科当番医受診人
数

258
急患診療所施設管
理事業

地域医療課 診療日数 日 366 730 730
診療を行った日数。平成２４
年度からは、２ヶ所で実施の
ため７３０日（３６５日の倍）。

　 施設内事故件数 件 0 0 0

定期的な保守点検を実施し
たことにより、施設が適切に
管理され、良好な状態に維
持された

機器故障件数 件 0 0 0

定期的な保守点検を実施し
たことにより、機器が適切に
管理され、良好な状態に維
持された

259
急患診療所診療業
務事業

地域医療課 診療日数 日 366 365 365
平成２４年度診療日数　３６
５日

診療所受診者数
比率

％ 60.69 67.51 60

夜間急患診療所受診者数÷
総受診者数（市立病院時間
外・深夜・休日受診者数（内
科・小児科）+夜間急患診療
所受診者数）×100
※平成23年度は、小児夜間
急患診療所のみの比率

総収支比率 ％ 64.77 46.48 41.04
総収益÷総費用×１００
(（3）③その他特定財源÷(2)
合計×100)

260 機能訓練事業 市民健康課 開催回数 回 94 56 56
機能訓練教室＋地域活動型
機能訓練(いきいき教室、言
語の教室）の開催回数

参加人数 人 460 393 400

機能訓練教室＋地域活
動型機能訓練(いきいき
教室、言語の教室）の参
加人数

新規参加者割合 ％ 16.67 18.5 20
実人数における新規参加者
の割合

終了者割合 ％ 16.67 11.1 15
実人数における終了者の割
合

261 健康づくり推進事業 市民健康課
健康づくりにつ
いて学び、実践
する場の増加

回 335 365 370 健康づくり事業の開催回数
★健康教室の延
べ人数

人 9363 9908 10000 各種健康教室への延べ
参加人数

アンケート調査
による満足度

％ 81.58 81.3 100

健康教育等の終了時のアン
ケート調査の５段階評価で｢
とても満足｣、｢ほぼ満足｣を
合わせた割合

★相談事業の参
加延べ人数

人 3613 3607 3600
各種相談事業への延べ参加
人数

262
乳幼児等健康診査
事業

市民健康課
乳幼児健診・妊
婦健診1回目の
受診者総数

件 13815 13609 14000

乳児健診受診者数（2,720＋
2,632＝5,352）、幼児健診受
診者数（2,739＋2,763＝
5,502）
妊婦健診1回目の受診者数
（2,755）

　 受診率 ％ 96.5 96.4 97
4か月児健診受診率（受診者
数／対象者数）

受診率 ％ 96.4 95.4 97
妊婦健診1回目受診率（1回
目受診者数／妊婦届出数）

263 予防接種事業 市民健康課 接種者総数 件 116496 108126 90600
乳幼児（53,966）　3ワクチン
接種者（27,813）
高齢者（26,347）

BCG予防接種接
種率

％ 79.7 94.4 95

BCG予防接種接種率（接種
者数÷対象者数×100）
※BCG　H23実績88.3％
H23は、ポリオ実績を指標と
していたが、

（2,705÷2,867×100）
ワクチンの変更により評価で
きる数が算出できないため
指標を変更

高齢者インフル
エンザ予防接種
接種

％ 39.83 39.23 49

高齢者インフルエンザ予防
接種接種率（接種者数÷対
象者数×100）

（26,347/67,168×100）

264
歯科健康診査等事
業

市民健康課
成人歯科健康診
査受診者数

人 1447 1782 1800 成人歯科健康診査受診者数
歯科健康フェ
アーの参加人数

人 1200 1063 1500
歯科健康フェアーの参加
人数

成人歯科健康診
査受診率

％ 6.99 8.3 8.5
受診率＝受診者数÷対象者
数　1,782人／21,422人

265 母子健康づくり事業 市民健康課
開催回数(コー
ス)

コ
ー

ス
96 95 96

母親学級・両親学級（４０）、
離乳食教室（５５）の開催回
数

開催回数 回 79 79 79
乳幼児栄養相談（３０）・
育児相談（４９）開催回数

★健康教室の参
加延べ人数

人 2278 2268 2320

健康教室への参加者の延べ
人数
母親学級・両親学級
（1,446）、離乳食教室（822）
の参加延べ人数

★相談事業の参
加延べ人数

人 1475 1574 1650

相談事業への参加者の延べ
人数
乳幼児栄養相談（256）・育児
相談（1,318）の参加延べ人
数

266 健康診査等事業 市民健康課
肝炎ウイルス検
診受診者数

人 1166 939 1200 肝炎ウイルス検診受診者数
骨祖しょう症検
診受診者数

人 1376 1582 1700
定員に対する受診者数
（Ｈ23定員1,520名　Ｈ24
定員1,700名）

40歳肝炎ウイル
ス検診受診率

％ 5.44 3.3 7
　40歳肝炎受診率＝受診者
数／対象者数

骨祖しょう症検
診の定員に対す
る受診率

％ 90.53 93.1 95
受診者数1,582人／集団検
診定員1,700人

267 がん検診等事業 市民健康課
がん検診等事業
(受診者数）

人 64608 66993 94186
胃がん、乳がん、大腸がん、
肺がん、子宮がんの受診者
総数

★がん検診受診
率

％ 13.3 13.4 16.2

胃がん検診受診率、乳
がん検診受診率、大腸
がん検診受診率、肺がん
検診受診率、子宮がん
検診受診率の平均
（胃8.6％+乳17.0％+大腸
16.2％+肺がん15.9％+子
宮がん9.2％）／５＝
13.4％
受診率＝受診者数／対
象者数

がん発見件数 人 133 147 140

発見件数＝胃がん55＋乳が
ん6＋大腸がん74＋肺がん8
＋子宮がん4（頚部+体部）
(ただし、妊婦検診は含まず)
【平成25年5月末現在】

精密検査受診率 ％ 81.38 88.56 90
各がん検診精密検査受診率
の平均(平成25年4月18日現
在)
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268
保健センター施設管
理事業

市民健康課
点検・清掃・警備
業務

日 365 366 365
設備保守・清掃業務・警備業
務の実施日数

設備の故障等の
指摘により修繕
等を実施した件
数

件 5 1 0

設備の故障等の状態を把握
することによって、修繕を実
施し、安心して快適に利用で
きる施設を維持することがで
きた。

施設内事故件数 件 0 0 0

定期的な保守点検を実施し
たことにより、施設が適切に
管理され、良好な状態に維
持された。

269
保健センター施設改
修事業

市民健康課
修繕件数（維持
補修）及び施設
改修件数

件 14 15 0

施設が老朽化しているため
計画的に施設改修を実施す
るほか、突発的な施設不具
合に対し迅速な対応を図っ
た件数

計画的な修繕件
数

件 2 1 0
年度当初に計画された修繕
を実施したことにより、良好
な施設環境が整った。

突発的な修繕件
数

件 12 14 0

設備保守による指摘や突発
的に起きた故障に対応した
修繕を実施したことにより、
良好な施設環境が整った。

270 保健所整備事業
保健所準備
室

★保健所の開設
数

か
所

0 0 0

中核市移行にあわせて開設
する保健所数
平成27年4月1日の開設を目
標に、平成24年度は越谷市
立保健所設置審議会の運
営、保健所建設予定地既設
の旧看護専門学校宿舎等解
体工事の施工、建設予定地
地質調査及び保健所建設工
事設計を行った。

　 保健所の開設数
か
所

0 0 0

平成27年4月1日の開設を目
標に、平成24年度は越谷市
立保健所設置審議会の運
営、保健所建設予定地既設
の旧看護専門学校宿舎等解
体工事の施工、建設予定地
地質調査及び保健所建設工
事設計を行った。

271 放射線対策事業 環境政策課
空間放射線量測
定件数

件 0 1257 661

〔年3回〕小中学校45校＋保
育所（園）等34施設＋公園
127ヶ所＋学童保育室35施
設＋私立幼稚園26施設＋ス
ポーツ施設21施設その他教
育施設13施設＝301施設【年
1回】通学路135km（45）校分
＋その他公共施設354施設
※H25年3回→年2回（但し小
中学校は年3回、その他公
共施設実施せず。）

１ｍの高さでの
空間放射線量が
毎時0.23μSvの
地点

箇
所

0 32 0
基準値以上の空間放射線量
が測定された箇所につい
て、早急に除染を実施する。

272
再生可能エネルギー
利用促進事業

環境政策課
住宅用太陽光発
電設備設置補助
件数

件 129 184 200
住宅用太陽光発電設備設置
に係る補助金交付件数（単
年度）

★住宅用太陽光
発電設備設置補
助件数（累計）

234 418 618

住宅用太陽光発電設備
設置補助件数（累計）
年間１００件の補助を目
指す。

太陽光発電設備
による温室効果
ガスの削減量

ｔ 238.91 340.77 370.4

4KW/ｈ（一般家庭の太陽光
発電設備の平均発電量）×
1,000ｈ（年間日射時間）×
0.000463ｔ-CO2/KWh（電気
の排出係数）×補助件数

273 大気・水質対策事業 環境政策課
大気等公害苦情
処理件数

件 49 43 43

受付件数（大気汚染件数＋
水質汚濁件数＋土壌汚染件
数＋地盤沈下件数＋その
他)

特定施設への立
入調査件数

件 112 119 119

水質汚濁防止法及び埼
玉県生活環境保全条例
に基づく排水基準・総量
規制基準の遵守、指導
のため、特定施設及び指
定施設の立入調査を実
施。

苦情解決率 ％ 85.7 83.7 83.7

（公害苦情受付件数49件-未
解決件数7件）÷（公害苦情
受付件数49件）×100＝
85.7％

★水質環境基準
適合率

％ 70 90 90

市内の河川の基準観測場所
のうち、生物化学的酸素要
求量（ＢＯＤ）75％値の環境
基準を達成した場所の割合
（環境基準を達成した地点数
÷市内の基準観測地点数）
×100％

274 生活環境対策事業 環境政策課 苦情受付件数 件 56 79 79
受付件数（騒音件数＋振動
件数＋悪臭件数+その他）

　 苦情解決率 ％ 83.9 87.3 87.3

（公害苦情受付件数79件-未
解決件数10件）÷（公害苦情
受付件数79件）×100＝
87.3％

275 防疫活動促進事業 環境政策課 配布自治会数
団
体
数

83 228 228

薬剤を配布した自治会の団
体数　　　　　　　　　　　平成
24年度～衛生害虫駆除要望
対応件数とする。

※不快害虫＋スズメバチ（４
３件＋１８５件）

全自治会数
団
体
数

371 228 228
全自治会の団体数
平成24年度～衛生害虫
駆除要望件数とする。

薬剤配布自治会
率

％ 22.37 0 0

全自治会の団体数のうち、
薬剤を配布した自治会の団
体数の割合
配布自治会数÷全自治会×
100％

要望対応率（平
成24年度～）

％ 0 100 100

衛生害虫駆除要望のうち、
要望に対応できた割合
駆除要望対応件数÷駆除要
望件数×１００％

276 空閑地除草事業 環境政策課 除草件数 件 88 97 97
所有者より申請を受け、除
草した件数

除草要望の相談
件数

件 180 167 167 除草要望の相談件数 除草完了率 ％ 48.89 58.08 58.08

市内で除草の相談のあった
空き地のうち、所有者から申
請をもらい除草した件数の
割合
〔算出式〕　除草件数÷除草
相談件数×100％

277 犬の登録等事業 環境政策課 登録件数 件 19370 18819 18882
市内で登録されている犬の
件数

注射済件数 件 13485 12920 12920
市内で登録されている犬
のうち、狂犬病予防注射
済である犬の件数

狂犬病予防注射
接種率

％ 69.62 68.65 68.42

市内で登録されている犬の
件数のうち、狂犬病予防注
射済である犬の件数の割合
〔算出式〕　予防注射済頭数
÷登録頭数×100％

278
環境審議会運営事
業

環境政策課 会議開催回数 回 5 1 3 年間の会議開催数 　 答申等件数 件 2

279
地球温暖化対策推
進事業

環境政策課
環境ファミリー宣
言登録者世帯数

世
帯

3971 4300 4650
環境ファミリー宣言に登録し
た世帯数の累計

ｔ
市民１人あたり
の温室効果ガス
排出量

ｔ 4.5 4.7 4.4

市民１人当たりの温室効果
ガス排出量
平成１９年度　５．１ｔ　⇒　平
成２５年度（平成２７年度指
標数値）　４．０ｔ
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280 自然保護事業 環境政策課
ふれあいサンク
チュアリ設置累
計数

件 15 15 16
学校や市有地などのビオ
トープ設置数

★自然観察会等
参加者数

人 87 313 80

自然観察会等参加者数
毎年実施している自然観
察会等（ふるさと生き物
調査実施年（５年毎）は、
市民参加による一斉調
査）の年間延べ参加者数

文章表記
身近な生物の生息空間の整
備と環境学習等の推進が図
られた。

281
粗大ごみ等収集運
搬事業

環境資源課 委託業者数 社 4 4 4 粗大ごみ委託業者数 収集件数 件 23806 22517 24000 粗大ごみの収集件数
1社当たり収集
件数

数 5915 5629 6000
粗大ごみ収集件数÷委託業
者数

282 動物死体収集事業 環境資源課 収集処理件数 件 1758 1745 1740
年間処理件数
　飼い動物＋野良動物

　 飼い動物の件数 件 660 679 650
ペットとして飼われている飼
い動物の件数

野良動物の件数 件 1098 1066 1090
飼い主不明な野良動物の件
数

283 環境美化事業 環境資源課
不法投棄パト
ロール回数

回 23 38 30
不法投棄防止夜間パトロー
ル

自治会清掃実施
回数

回 233 271 270
自治会による地域清掃の実
施回数

不法投棄件数 件 1720 1530 1530 不法投棄物の件数

284
家庭用生ごみ処理
機器購入費補助事
業

環境資源課 設置数 基 30 40 60

生ごみ処理機器の補助金を
受けようとして補助金の申請
が行われた件数のうち、実
際に生ごみ処理機器を購入
し補助金が交付された台数

　 普及率 ％ 0.89 0.92 0.97
延べ設置数÷世帯数138186
（H24.10.1現在)×100

延べ設置数 基 1234 1274 1334

補助金の交付事業を開始し
た平成１２年度から補助金を
交付した生ごみ処理機器の
延べ台数

285 し尿収集事業 環境資源課
し尿くみ取り世
帯

世
帯

2232 2044 2000 し尿汲取り登録世帯数 　 業務の実施率 ％ 100 100 100 申請に対する実施率

286
合併処理浄化槽普
及事業

環境資源課
合併浄化槽設置
に伴う補助基数

基 20 21 20
補助金を交付した浄化槽の
基数

補助基数率 ％ 100 105 100
補助基数÷予定基数（年
度当初予算目標基数）×
100

合併浄化槽普及
割合

％ 24.82 25.92 38.25
合併浄化槽人口÷（汲取り
人口＋浄化槽人口）×100

★生活排水処理
率

％ 82.7 83.28 88.91
生活排水処理率
（合併浄化槽人口＋下水道
処理人口）÷行政人口×100

287
修理再生等啓発事
業

環境資源課 再生品販売日数 回 50 162 291

再生品の販売日数（24年11
月から施設開館日に再生品
を常時販売する形態に移
行）

リサイクル教室
の1回当たり募
集定員

人 23.26 31.24 32

教室の平均参加定員
募集人数(定員合計531
人)÷教室の実施回数(17
回）＝31.24人

再生品の販売点
数

点 442 1844 2200
〔指標の定義〕リユース展で
販売した再生品の点数

リサイクル教室
の1回当たり参
加者数

人 15.37 33.76 32

24年度に実施した教室の参
加者数　参加者総数574人
÷教室開催数17回＝33.76
人

288
リサイクルプラザ施
設管理事業

環境資源課 資源物搬入量 ｔ 7630 7264 8000 資源物搬入量(年間)
運転トラブル発
生回数

回 0
廃棄物の資源化
率

％ 54.9 53.8 60
リサイクルプラザに搬入され
た廃棄物のうち資源化した
割合

289
可燃物収集運搬事
業

環境資源課
収集車一台あた
りの回収量

ｔ 2374 2356.64 2300
収集車輌一台あたりの回収
量
　収集量÷収集車輌台数

　 収集量 ｔ 64091 63629.27 63000 可燃ごみの総収集量

290
公共施設廃棄物処
理事業

環境資源課
収集車1台あた
りの回収量

ｔ 240.9 244.72 245
収集車輌一台あたりの回収
量
　収集量÷収集車輌台数

　 可燃ごみ排出量 ｔ 504.48 823.86 800
公共施設より排出される可
燃ごみの総収集量

資源ごみ排出量 ｔ 159.13 155.01 150
公共施設より排出される資
源ごみの総収集量

291
廃棄物減量等推進
審議会運営事業

環境資源課 審議会開催回数 回 2 2 2
廃棄物減量等推進審議会
平成２４年度２回開催

市民１人当たり
の1日のごみの
排出量

ｇ 835 831 834

（家庭系ごみ排出量＋事業
系ごみ排出量）÷総人口÷
366日（総人口は10月1日現
在の外国人人口を含む人
口）

292
東埼玉資源環境組
合負担金事業

環境資源課 分担金額 円 1798170000 1640890000 1473590000
５市１町で負担する金額のう
ち、越谷市が負担する金額

　 分担割合 ％ 32.69 32.82 32.75

越谷市負担金額／全体の負
担金額
（全体の負担金額は、平成
23年度までが55億円で、平
成24年度が50億円、平成25
年度から45億円となりま
す。）

可燃ごみの減少
率

％ -0.34 0.49 0.3

東埼玉資源環境組合に搬入
された可燃ごみの前年の搬
入量に対する減少率
100-〔（今年の搬入量÷前年
の搬入量）×100〕

293
資源回収奨励補助
金交付事業

環境資源課 資源回収量 ｔ 8913 8808 9671

資源回収実施団体が、自主
的な資源回収を行って回収
した資源（古紙類・古繊維
類・金属類・生きびん及びび
んケース）の量

登録団体数
団
体

500 444 452
資源回収団体として市に
登録されている団体の総
数

１団体あたりの
資源回収量

ｔ 17.8 19.84 21.4 資源回収量/登録団体数
★市民1人あた
りの1日のごみ
の排出量

ｇ 835 831 834

市民1人あたりの1日のごみ
の排出量
（家庭系ごみ排出量+事業系
ごみ排出量）÷総人口÷365
日又は366日（総人口は10月
1日現在の外国人人口を含
む人口）

294
資源物分別収集事
業

環境資源課
収集車1台あた
りの回収量

ｔ 366.22 370.86 373

収集車輌一台あたりの回収
量（古紙類、ペットボトル、び
ん、古着類、白色トレイ、危
険ごみ）
　収集量÷収集車輌台数

廃棄物減量等推
進員数

人 592 545 530 　推進員の委嘱人数 ★リサイクル率 ％ 19.8 19.1 20.7
リサイクル率
（資源化量+集団資源回収
量）÷ごみ総排出量×100

家庭から排出さ
れる１人1日当た
りのごみ排出量

グ
ラ
ム

626.6 622 622

家庭系ごみ排出量÷総人口
÷365日又は366日（総人口
は10月1日現在の外国人人
口を含む人口）

295
最終処分場維持管
理事業

環境資源課 水質検査 回 12 12 12 　 　 文章表記 0

最終処分場の水質検査を行
い、基準内の測定結果であ
り、適正に維持管理を行なっ
ている。

最終処分場の水質検査を行
い、基準内の測定結果であ
り、適正に維持管理を行って
いる。

20



事務事業評価　活動指標・成果指標　一覧 【資料３】

番
号

事業名 課名 活動指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果１　指標式 活動指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果2　指標式 成果指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果1　指標式 成果指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果2　指標式

296 不燃ごみ収集事業 環境資源課
収集車一台あた
りの回収量

ｔ 186295 146150 146400

収集車輌一台当たりの回収
量（不燃ごみ、缶、白色トレ
イ、危険ごみ）
　収集量÷収集車輌数

　 収集量 ｔ 2794420 2484520 2490000
不燃ごみ、缶、白色トレイ、
危険ごみの総収集量

297 破砕物等搬出事業 環境資源課 搬出量 ｔ 7505 146.15 7500
リサイクルプラザで処理した
後の搬出量

搬入量 ｔ 7630.4 7264.24 7700
リサイクルプラザへの搬
入量

搬出率 ％ 98.4 98.8 97
搬入量における搬出量の割
合

298 商工会補助事業 産業支援課 対象事業数 件 4 4 4

商工会補助金交付要綱に規
定される補助金対象事業
小規模指導事業費補助金＋
一般事業費補助金＋税務指
導事業費補助金＋たばこ小
売活性化事業費補助金

　 補助事業数 件 4 4 4

補助事業数
小規模指導事業費補助金＋
一般事業費補助金＋税務指
導事業費補助金＋たばこ小
売活性化事業費補助金

299
工業系土地利用事
業

産業支援課
研修会参加企業
数

社 11 13 15
研修会に参加した中小企業
者数

　 研修会参加者数 人 12 18 20 研修会に参加した人の数

300
伝統的地場産業育
成支援事業

産業支援課
見学・体験学習
参加者数

人 2797 2230 3000 伝統的地場産業見学・体験
見学・体験学習
参加学校数

校 20 21 30
見学・体験学習参加学校
数

見学・体験学習
学校参加率

％ 44.44 46.66 50
見学・体験学習参加校÷市
内小中学校４５校×１００

★各種イベント
などへの年間出
展回数

回 8 12 10
各種イベントなどへの地場
産業の年間出展回数

301
労働実態調査事業
（緊急雇用創出基金
事業）

産業支援課 調査回答件数 件 690
労働実態調査用紙を配布し
回収できた件数

新規雇用失業者
数

人 9
事業を実施するために新た
に雇用した失業者数

302
ものづくり産業育成
事業

産業支援課
イベント開催回
数

回 1 1 1
工業事業者等のマッチング
イベント開催回数

0 0 0
★イベント参加
事業所数

社 43 73 50
工業事業者等のマッチング
イベントの参加事業所数

0 0 0

303
高年齢者就業支援
事業

産業支援課
センター登録会
員数

人 1248 1215 1300
シルバー人材センターに会
員登録をしている人数（年度
末実数）

★シルバー人材
センター就業者
数（年間延べ人
数）

人 127210 120769 123769

シルバー人材センター就
業者数（年間延べ人数）
毎年3,000人の増加を目
指す。

就業率 ％ 89.1 87.98 90

年間を通して一度でも働い
た会員数÷年度末会員数×
１００　　　　　（１０６９÷１２１
５×１００）

就業者数

304
若年者等就業支援
事業

産業支援課 相談回数 回 901 799 800 実数 新規相談者数 人 48 40 42 実数 就職率 ％ 95.74 92.68 93
就職者÷相談修了者×１０
０　　　　（３８÷４１×１００）

305
職業能力開発支援
事業

産業支援課
セミナー開催回
数

回 22 22 24 セミナーの実施回数 　
★セミナー等受
講者数

人 604 663 700

市が単独で行うセミナーの
受講者数
女性を対象とした支援セミ
ナー受講者数＋高齢者を対
象とした支援セミナー受講者
数＋若年者を対象とした支
援セミナー受講者数＋夜間
ﾊﾟｿｺﾝセミナー受講者数

306
勤労者等福利厚生
事業

産業支援課 表彰推薦応募数 件 75 79 80
事業所等から推薦のあった
実数

★優良従業員等
表彰件数

件 75 79 80

永年勤続や優れた技能功労
者等に対する表彰件数
優良事業所＋障害者・高齢
者優良事業所＋永年勤続優
良従業員＋技能功労者の表
彰者人数

307 勤労者等貸付事業 産業支援課 貸付認定件数 件 5 0 3 　貸付認定件数 　 貸付実行件数 件 2 0 2 貸付実行件数

308
産業雇用支援セン
ター管理事業

産業支援課 延利用者数 人 13625 13438 13500 利用者延べ人数 　 施設利用率 ％ 52.6 55.78 56
利用日数÷利用可能日数×
１００

309
就職支援パソコンセ
ミナー事業(緊急雇
用創出基金事業）

産業支援課
セミナー実施回
数

回 8 6 6
パソコンセミナーを実施した
回数（実数）

新規雇用失業者
数

人 5 3 3
事業を実施するために新た
に雇用した失業者数

310
商工対策委員会運
営事業

産業支援課
委員会開催回数
（視察1回含む）

回 2 1 3 委員会開催回数 　 諮問件数 件 2 1 3 諮問を行った実数

311
産業活性化推進事
業

産業支援課
産業財産権出願
数

件 3 3 3
本制度を活用して産業財産
権を出願した事業所数

★「こしがや産
業フェスタ」来場
者数

人 140000 110000 153600

「こしがや産業フェスタ」
来場者数
来場者の10％の増加を
目指す。

産業財産権出願
率

％ 0.22 0.22 0.22

本制度を活用して産業財産
権を出願した事業所数／市
内製造業総数（1,326件）
H21.7.1経済センサス-基礎
調査

市民参加率 ％ 42.58 33.36 46.48

産業フェスタ来場者/市人口
（4月1日現在　Ｈ23：328,749
人　Ｈ24：329,712人　H25：
330，428人）

312
産業情報化推進事
業

産業支援課
★こしがやｉｉネッ
トアクセス数

件 758733 681619 804000

越谷市産業情報ネットワーク
（こしがやiiネット）へのアクセ
ス件数
iiネットのコンテンツの充実等
により、1か月平均3,000件の
増加を目指す。

ｉｉネット産業情報
リンク（会社・お
店ＰＲ検索）登録
者数

件 1444 1458 1470
産業情報リンクへ登録し
た事業所数

バナー広告の掲
載社数

件 2 1 4 バナー広告掲載件数

産業情報リンク
（会社・お店ＰＲ
検索の登録）割
合

％ 12.81 12.02 12.12

産業情報リンク登録者数／
市内事業所数（12,127件）
H21.7.1経済センサス-基礎
調査

313
創業者等育成支援
事業

産業支援課
創業者等の相談
件数

件 415 356 370
創業者及び既存事業者によ
る相談数

★創業を支援し
た数（累計）

件 53 57 65

インキュベーション施設
の活用により創業を支援
した件数及び家賃補助
制度により創業を支援し
た件数
創業を支援した数（イン
キュベーション施設新規
使用者＋家賃補助新規
対象者）

１日当りの創業
者等の相談件数

件 1.69 1.44 1.5

創業者などの相談件数/開
業日数（平成22年度：257日
平成23年度：246日　平成24
年度：247日）

１事業所当りの
雇用人数

人 4.26 4.33 5 雇用人数／事業所数
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314
商店街活性化推進
事業

産業支援課
商店街活性化推
進事業の新規事
業数

事
業

3 0 3
商店会等で実施する新たな
事業の数

★商店街活性化
推進事業の新規
事業数（のべ事
業数）

3 3 6

商店会等で実施する新
たな事業の数
平成23年度から平成27
年度までに商店会等が
実施する延べ新規事業
数

商店街参加率 ％ 96.15 96.15 96.4
商店街参加率
実施商店会数／商店会数×
100

315
物産展示場等管理
事業

産業支援課 展示場入場者数 人 4262 16324 20000 物産展示場の年間入場者数 　 入場者数増加率 ％ 12.6 283 22.51

物産展示場への入場者増加
率22
（当該年度入場者数－前年
度入場者数）÷前年度入場
者数×１００

316
中小企業資金融資
事業

産業支援課
各申請者の詳細
な実情把握に基
づく融資の斡旋

0 0 0

現地調査等による各申請者
の詳細な実情把握に努めた
上で、市制度融資の趣旨を
理解した融資実行に結びつ
くよう、金融機関及び保証協
会へ融資の斡旋を行う。

　 ★融資実行率 ％ 95.65 86.21 100
事業資金の融資実行率
実行件数÷申込件数×１０
０

317
中心市街地活性化
事業

産業支援課 補助対象事業数 件 5 7 7 補助事業実施数
★越谷駅の1日
平均乗降者数

人 44900 46650 45600

越谷駅の1日平均乗降者
数
越谷駅の１日平均乗降
者数は平成19年度を
ピークに減少に転じたた
め、活性化事業によりに
ぎわいを創出し、平成19
年度乗降者数まで回復
を目指す。平成21年度
１日乗降者数×増加率
（1.0245）※１年200人増
加

補助事業実施率 ％ 100 140 140
（補助事業実施数/補助対象
事業数）×１００

318 観光推進事業 産業支援課 イベント数 件 8 9 9

桜まつり、藤まつり、さつき
大会、花火大会、菊花大会、
花壇事業、地場産業体験教
室、市民まつり、田んぼアー
ト

　 ★観光客入込数 人 2940700 3649100 3650000 入込み観光客数

319

葛西用水ウッドデッ
キ事業
（観光資源創出事
業）

産業支援課 イベント数 回 0 31 35
主催事業と市民団体等で開
催するイベント数

イベント参加者
数

人 0 8105 10000
主催事業と市民団体等で開
催するイベントに参加する実
数

★地域資源を活
かした新たな観
光スポットの数

か
所

1 1 1

地域資源を活かした新たな
観光スポットの数
ウッドデッキの建設。新たな
観光スポットを２か所建設す
ることを目標とする。

320 相談事業 産業支援課 労働相談件数 件 82 67 80 労働相談を行った実数 内職斡旋件数 件 200
内職希望者に事業所を
紹介した実数

労働相談受付率 ％ 100 100 100
相談に見えた方に対する受
付率（紹介を含む）
相談者÷来庁者×１００

内職斡旋率 ％ 43.6 48.1 50
斡旋件数÷求職件数×１０
０

321 空き店舗対策事業 産業支援課
★空き店舗活用
数

店
舗

4 7 9
越谷市内商店会の空き店舗
を活用した件数

支え合い活動回
数

回 39 113 120
地域支え合いサービス事
業のサポートスタッフが
活動した回数

利用会員数 人 41 71 80
地域支え合いサービス事業
に利用登録している会員数

来場者数 日 7191 7200 ふらっとがもうの来場者数

322
農政審議会運営事
業

農業振興課 審議会開催数 回 4 3 4 審議会開催回数 　 審議案件数 件 16 26 25 審議案件数

323
農業施設維持管理
事業

農業振興課

　市域の農業用水の安定供
給を得るために必要な、堰
や水路等の管理・運営・保守
に係る経費を計上している。

　市域における、農業用水の
安定供給等が図られてい
る。

324
農業従事・後継者育
成事業

農業振興課
新規認定農業者
数

人 5 1 1 新規認定農業者数 　 新規就農家者数 人 4 5 3 新規就農家者数

325
農業・農村支援ネット
ワークづくり事業

農業振興課
補助金交付団体
（地区）数

地
区

2 1 1

農業・農村支援ネットワーク
づくり事業実施要領に基づく
事業を実施している地区の
数

補助事業参加人
数

人 790 815 850
★事業を実施し
ている地区の数

地
区

4 4 4

農業・農村支援ネットワーク
づくり事業実施要領に基づく
事業を実施した地区の数の
総合計
コミュニティ区域（公民館区）
に農用地区域を含む地区

326
高収益農業推進事
業

農業振興課
集団的いちご観
光農園整備構想
策定

式 0 1 0
いちご観光農園の集団化に
向けた整備構想の策定

いちご栽培ハウ
スの整備

式 0 0 8 いちご栽培ハウスの整備 観光農園の数 軒 7 10 10
〔指標の定義〕市内でいちご
をはじめとする観光農園に
取り組む農業者数

★観光農園の面
積

㎡ 16761 21061 21061

市内で経営されている観光
農園の総面積
平成21年度現況値に対して
20％の増加

327
農産物生産奨励事
業

農業振興課
農業近代化資金
利子補給実施件
数

件 22 26 26

近代化資金利子補給実績で
継続２６件の貸付件数に対
し、368,538円の利子補給金
を助成した。長期にわたる
スーパーＬ資金の利用はな
かったため、農業経営基盤
強化資金利子助成補助金の
活用はなかった。

特産物生産奨励のため、
越谷くわい研究会、越谷
市太郎兵衛もち協議会
の運営に対して、計500
千円の農業振興関係団
体補助金を交付し、その
活動を支援した。

近代化資金利子補給金を助
成することにより、認定農業
者の農業経営改善計画に基
づき、経営基盤が強化され、
農業経営の安定化につな
がった。

平成２３年度より、インター
ネットを活用した太郎兵衛も
ちの加工品（のしもち）の販
売を行った。また、各種イベ
ント等に参加することで特産
品生産奨励に寄与すること
ができた。
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328 農地利用集積事業 農業振興課 整備面積 ㎡ 87951 83600 26972

①大吉地区土地改良事業に
より整備する面積　平成24
年度　83,600㎡、平成25年度
7900㎡
②集団的いちご農園事業の
ため整備する面積　平成25
年度　19,072㎡

★農地の利用集
積面積

㎡ 17509 18022 19272

当該年度末時点での、認
定農業者1軒あたりに集
積された農地面積
（認定農業者所有地+前
年度までの認定農業者
の借受地＋当該年度内
の認定農業者への利用
権設定面積）÷認定農業
者数

遊水機能体積 ｔ 40000 400000 400000 遊水機能体積　t
農振地域整備計
画基礎調査件数

件 0

329 農業体験支援事業 農業振興課 設置区画数
区
画

492 471 450 市民農園の設置区画数 　 市民農園利用率 ％ 100 100 100
市民農園利用者数/設置区
画数

330 農業技術研究事業 農業振興課
養液栽培・バイ
オテクノロジー
試験項目数

項
目

6 6 6
農業者へ提供するための栽
培試験を行った項目数

修繕箇所 10 14 5
施設維持管理のための
修繕箇所数

土壌・養液・堆肥
分析件数

件 424 499 500

土壌・堆肥・養液分析の利用
件数を増加させ、肥料等の
適正使用と農家の経費節減
の一助とする。

施設利用者数 人 6773 10582 11000

農業者の利用および視察の
受入、研修事業で運営して
いるいちご観光農園来園者
などを中心に、利用者数を
把握する。

331
かんがい排水整備
事業

農業振興課 整備箇所数
ヶ
所

12 8 10 整備箇所数
新規工事延長
（農振農用地内
水路）

ｍ 150.8 0 0
農振農用地内の新規工
事延長

当年度工事延長 ｍ 1110 1231.7 445 当年度工事延長

農振農用地内水
路整備進捗率
（H23迄142,736.3
ｍ）

％ 75.67 75.67 75.67
（142,736.3ｍ+□ｍ）
/188,626.0ｍ

332 土地改良事業 農業振興課

　農業用水の安定供給や土
地改良技術の研修、情報交
換等を目的とする土地改良
団体等に負担金を支払って
いる。

　適正化事業や小土地
改良事業により、農業用
水等土地改良施設の維
持管理を行っている。

連絡協議会等参
加件数

件 6 7 7
　市域における農業用水の
安定供給等が図られてい
る。

土地改良事業補
助件数

件 4 5 3

　用・排水機場の維持管理
並びに地元管理の農業用・
排水路の維持管理に貢献し
ている。

333
農林漁業資金融資
補助事業

農業振興課 補助件数
件
数

5 3 2
　農林漁業資金融資制度に
より借り入れた債務を償還
計画に基づき償還している。

　 償還率 ％ 99.7 99.89 99.98 　計画通り償還している。

334 地産地消推進事業 農業振興課
地場農産物を利
用する飲食店数

軒 17 22 30
グリーン・マルシェを利用し
て地場農産物を購入してい
る市内飲食業者数

農産物直売所へ
出荷する農業者
数

人 157 169 175
農産物直売所（グリーン・
マルシェ）へ出荷する農
業者数

学校給食米にお
ける越谷産米の
割合

％ 59.17 59.65 60
学校給食米に占める越谷産
米の数量の割合（Kｇ換算）

★農産物直売所
の売上高

円 175892689 195163041 195444150

市内の農産物直売所（グ
リーン・マルシェ、ふれあい
ファーム、とれとれの）の、市
内で生産された農産物の売
上
グリーン・マルシェ売上+ふ
れあいファーム売上+とれと
れの売上

335
農業環境衛生改善
事業

農業振興課 補助件数
件
数

8 8 8
病害虫防除事業（土壌・水
稲）を行う農業団体のうち、
補助を受けた団体数

回収件数 31 36 40
園芸用廃ビニールを持ち
込んだ農家数

都市部の農業経営者に廃ビ
ニールの適正処理に対する
理解が深まり、近隣住民に
対する配慮の重要性が理解
されつつある。

農業者が共同防除を行うこ
とにより、病害虫の発生を最
小限に抑制し、農地の環境
衛生に努めることで、消費者
の求める食の安全・安心に
応えることができた。

336 農道整備事業 農業振興課 整備箇所数
箇
所

4 1 1 整備工事数
工事延長（単年
度）

ｍ 128 406.3 300 工事延長
整備済延長の割
合

％ 69.77 69.77 69.77

農振・農用地整備済み道路
延長（187,501.11m）２４年度
までの累計/農振・農用地道
路実延長（268,759.0m)×100

337
都市型農業経営者
育成支援事業

農業振興課
★都市型農業経
営者の育成者数

人 3 7 7

施設園芸、観光農園等の都
市型農業経営者の育成者数
育成事業により研修を受け
た研修生の人数

施設園芸による
新規就農者数

人 0 3 0 新規就農者数
都市型農業経営
者の育成件数

人 3 7 7
育成事業により研修を受け
た研修生の総合計人数

338
道水路境界管理事
業

道路総務課
官民境界査定申
請件数

件 351 386 366
申請に対して行う事業のた
め、実績件数となる。

官民境界査定確
定件数

件 292 322 322

申請に対して行う事業の
ため、承諾書及び確定書
の提出が年度内あった
実績件数となる。

官民境界査定確
定率

％ 83.19 83.42 83.42

境界確定件数/申請件数×
100％（
申請に対する境界確定率）
年度内に確定処理が完了し
ているが、同意等が翌年度
になるものは、確定件数に
含まない。

339
交通安全施設整備
事業

道路総務課 照明灯設置数 基 160 230 300
照明灯の新規設置以外に既
存照明灯の更新、球切れ修
繕等を行っている。

各年度までの設
置目標累計に対
する進捗率

％ 91.64 93.47 95.85
年間３００基設置する
。平成２６年度までに、
12,600基を目標とする。

照明灯設置累計 基 11547 11777 12077
平成22年度以降、レイクタウ
ン地区等からの帰属を含め
ている。

340
交通安全応急対策
事業

道路総務課
単年度路面標示
等の延長

ｍ 13292 12276 8000
要望等に基づき、危険性の
高い箇所から順次実施して
いる。

　 市内人身件数 件 1914 1717 1916
人身件数目標値＝人口×
5.8人/1,000人＝330,428×
5.8人/1,000人＝1,916

対前年比 ％ 95.51 89.71 111.59
人身事故件数が減少してい
る。

341
道路管理システム事
業

道路総務課
サブシステム稼
動率

％ 60 60 60

道路管理システムは、１０の
サブシステムから構成され、
現在までに６つのサブシステ
ムが稼動している。

道路台帳閲覧件
数

件 7381 8427 8427 閲覧実績件数
境界確認済証明
書等発行件数

件 351 397 397
境界確認済証明書等発行件
数

342 道路台帳整備事業 道路総務課
道路認定更新件
数（廃止・認定）

件 63 131 131
申請に対して行う事業のた
め、実績件数となる。

件 　 道路台帳更新率 ％ 100 100 100

道路変更箇所の道路台帳更
新率【更新箇所（影響路線含
む）/更新依頼件数】
H23(506件/506件) 
H24(538件/538件)

23
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343
都市再生地籍調査
事業

道路総務課
地籍調査実施面
積

㎡ 350000 630000

事業計画
地籍調査実施済面積（Ｈ10
～Ｈ24）9.19ｋ㎡＋境界線測
量実施面積（Ｈ2～Ｈ8）8.13ｋ
㎡＝17.32ｋ㎡

★人口集中地区
内の境界線の確
定率

％ 62.5 63.7 65.7

人口集中地区内の道水
路等と民地との境界線の
確定率
境界線確定面積計÷DID
面積（31.1km2）
目標値（平成27年度末）
65.2％

事業実施率 ％ 0 72.9 100 年度実績/年度目標 事業進捗率 ％ 33.2 33.8 35.1
地籍調査実施済み面積/調
査対象面積

344
道水路管理業務事
業

道路総務課
道水路占用許可
等申請件数

件 2212 2545 2545
申請に対して行う事業のた
め、実績件数となる。

道水路占用許可
等件数

件 2212 2545 2545
申請に対して行う事業の
ため、実績件数となる。

許可率 ％ 100 100 100

許可・承認件数/申請件数×
100％（
申請に対する許可・承認が
適正に行われている）

345 橋りょう整備事業 道路建設課
供用開始橋りょ
う数

箇
所

1 1 0
市内の主要な橋りょうのう
ち、当該年度に供用開始す
る箇所

整備済み橋りょ
う数

箇
所

43 44 44
市内の主要な橋りょうのう
ち、整備済みの箇所数

346 歩道整備事業 道路建設課 単年度整備延長 ｍ 645 851 2368 当該年度の歩道整備延長 ★歩道の整備率 ％ 61.28 62.02 64.08

計画延長のうち、整備さ
れた歩道の割合　
累積歩道整備延長÷計
画延長（114,963ｍ）×
100

累計歩道整備延
長

ｍ 70451 71302 73670 累積の歩道整備延長 　 　 　

347
道路施設等維持管
理事業

道路建設課
道路補修工事執
行件数

件 237 182 180
補修内容が多様化・複雑化
しており、コスト縮減に努め
ている。

市民満足度

ポ
イ
ン
ト

0.4 6.3

市政世論調査による生
活道路に係る回答
「よくなってきた（％）」　－
「特に力をいれるべき
（％）」

補修済道路延長 ｍ 5990.2 5229.3 5000 補修工事を実施した延長

348
土地区画整理地区
界整備事業

道路建設課 箇所数（H20～）
箇
所

1 1 1

工事費の縮減に努めている
が、各年度の施工箇所や用
地費等により、単価当りコス
トに単純に反映されにくく
なっている。

単年度整備延長 ｍ 120 5 100

東越谷・七左第一・西大
袋土地区画整理事業の
進捗にあわせた事業の
ため、単年度毎の整備に
なる。

累計整備延長 ｍ 887 892 992
土地区画整理地区界の累積
整備延長

進捗率（用地買
収）

％ 100 100 100
用地買収地籍/全体地籍
(454m2）

349 道路舗装事業 道路建設課 単年度整備延長 ｍ 838 1436.4 982
単価当りコストは、道路の幅
員や舗装組成により、増減
する。

★主要な生活道
路の舗装改良率

％ 32.77 35.12 36.45

主要な生活道路の延長
のうち、舗装改良を実施
した延長の割合
舗装改良済延長÷主要
な生活道路の延長
（122,759ｍ）×100（％）

舗装済道路延長
の割合

％ 87.3 87.42 87.5
舗装済道路延長／道路実延
長(1,224,045.51ｍ)×100

350 道路改良事業 道路建設課 単年度整備延長 ｍ 147 1445.4 653

単価当りコストは、道路の幅
員や道路組成など工事に起
因する項目のほか、用地費
や補償費等により、増減す
る。

★主要な生活道
路の舗装改良率

32.77 35.12 36.45

主要な生活道路の延長
のうち、舗装改良を実施
した延長の割合
舗装改良済延長÷主要
な生活道路の延長
（122,759ｍ）×100（％）

改良済道路延長
の割合

％ 83.08 83.19 83.25
改良済道路延長／道路実延
長（1,224,045ｍ）×100

351
橋りょう施設維持管
理事業

道路建設課

H24年度は、９橋について補
修設計業務委託をおこなっ
た。また、長寿命化修繕計
画において、H24～H33まで
の10年間における中期計画
の中で、対象橋梁４１橋に対
して５３件の修繕対策を計画
しているため、中期計画にお
ける総修繕件数５３件を活動
指標の分母とする。

修繕実施件数 件 0 0 7
単年度ごとの修繕実施
件数である。

中期計画におけ
る長寿命化計画
修繕実施率

％ 4 4 17

単年度ごとの修繕実施件数
／中期計画（H24～H33まで
の10年間）において、対象橋
梁４１橋に対して計画してい
る総修繕件数（５３件）×
100％

橋梁数

352 電線類地中化事業 道路建設課 整備延長 m 100.5 0 43
当該年度の地中化路線整備
延長

★電線類地中化
の進捗率

％ 71.4 71.5 80

電線類地中化計画延長
のうち、整備した延長の
割合
累計延長÷計画延長（２
０，６２７．４５ｍ）×100
（％）

地中化路線延長
の割合

％ 98.8 98.8 100

越谷レイクタウン地内市施工
分　累計整備延長/地中化
すべき路線の総延長（１,６８
４ｍ）×100　　　H24累計整
備延長１６６３．６ｍ

353
川柳大成町線整備
事業

道路建設課
用地買収面積
（単年度）

㎡ 0 327 539 当該年度の用地買収面積 　
進捗率（用地買
収）

％ 0 5.68 15.05
累積買収面積／全体面積
（5,753㎡）×100

354
街路施設維持管理
事業

道路建設課 用地買収面積 ㎡ 0 312 0
先行取得した街路事業関連
用地の買戻し面積

外柵設置延長 ｍ 103 144 280
　取得した用地に設置し
た外柵の延長

用地買収面積/
予定買収面積

％ 0 100 0

355
南浦和越谷線整備
事業（県営）

道路建設課

※随時、事業主体である埼
玉県との連携、並びに事業
進捗に向けた働きかけを
行っている。

　都市計画道路
の整備率

％ 61.5 62.18 63.69

都市計画道路の計画延長の
うち、整備した延長の割合
都市計画道路の整備済延長
÷計画延長（112,199ｍ）×
100（％）

356
市道２２００号線整備
事業

道路建設課
用地買収面積
（単年度）

㎡ 145 0 467 当該年度の用地買収面積
道路整備延長
(単年度）

100 179.8 120
当該年度の道路整備延
長

進捗率（用地買
収）

％ 90.5 90.5 100
累計買収地積／全体地積
（4925㎡）×100

進捗率（道路整
備）

％ 61.5
累積道路整備延長／全体延
長（630ｍ）×100

24
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357
浦和野田線整備事
業（県営）

道路建設課 　 　

※随時、事業主体である埼
玉県との連携、並びに事業
進捗に向けた働きかけを
行っている。

　都市計画道路
の整備率

％ 61.5 62.18 63.69

都市計画道路の計画延長の
うち、整備した延長の割合
都市計画道路の整備済延長
÷計画延長（112,199ｍ）×
100（％）

358
越谷吉川線整備事
業（県営・市営）

道路建設課
市事業の用地買
収面積（単年度）

㎡ 0 839 562
都市計画道路の整備済延長
／計画延長（112,199ｍ）×
100

★都市計画道路
の整備率

％ 61.5 62.18 63.69

都市計画道路の計画延
長のうち、整備した延長
の割合
都市計画道路の整備済
延長÷計画延長
（112,199ｍ）×100（％）

進捗率（市事業
の用地買収）

％ 0 14.6 24.39
　累計買収地積／全体地積
（5743㎡）×100

359
八潮越谷線整備事
業（県営）

道路建設課 　 　

※随時、事業主体である埼
玉県との連携、並びに事業
進捗に向けた働きかけを
行っている。

都市計画道路の
整備率

％ 61.5 62.18 63.69

都市計画道路の計画延長の
うち、整備した延長の割合
都市計画道路の整備済延長
÷計画延長（112,199ｍ）×
100（％）

360 大袋駅舎建設事業 道路建設課 施行協定
業
務

2 2 2
鉄道事業者との施行協定の
締結数

★大袋駅舎建設
事業の進捗率

業
務

4.02 76.8 100

総事業費に対する完了
済事業費の割合
完了済事業費÷全体事
業費（2,019,500,000円）×
100（％）

駅利用者（１日
平均乗降者）の
数

人 17769 17769 17769
駅利用者は、バス等の駅へ
のアクセス手段の動向によ
り、左右される。

361
排水路施設維持管
理事業

治水課 排水路修繕箇所
箇
所

16 12 10
※　平成23年度　維持管理
課へ業務移管

箇
所

　 修繕率 ％ 100 120 100
修繕箇所/修繕目標（10箇
所）

362
管路改修事業（治水
課）

治水課 改修箇所数
箇
所

2 2 3 　 　 故障箇所数
箇
所

2 2 3

363 新川用水整備事業 治水課 整備延長 ｍ 50 72 70
整備延長　2,313.9ｍ

　 整備率 ％ 47.12 51.69 54.71 整備延長／整備目標延長

364 平新川改修事業 治水課 嵩上げ工 ｍ 84.4 118 95 嵩上げ工施工延長　925.7m
管理用道路整備
延長

73.2 0 0

全延長424ｍ（見直し前：
1003ｍ）
管理用道路の整備につ
いては事業の見直しを行
い、平成２３年度で完了
とした。

嵩上げ工整備率 ％ 65.43 78.17 88.44 整備済延長/全延長
管理用道路整備
率

％ 100 100 100 整備済延長/全延長

365 七左ェ門川改修事業 治水課 管理用道路整備 ｍ 73.6 41 70 管理用道路整備延長 　 進捗率 ％ 17.61 27.38 44.04
管理用道路整備済延長/要
整備延長（420m）

366
大相模調節池排水
機場整備事業

治水課
ポンプ場整備工
事

箇
所

1 1 1
整備箇所数　「繰越明許費
18,537,000円は、25年度当
初予算に上乗せ」

　 進捗率 ％ 59.5 64.88 99.17
実施済事業費/全体事業費
（520,706千円）

367
新川都市下水路整
備事業

治水課 整備延長 ｍ 45 135 68 全延長２８５２ｍ 　 整備率 ％ 72.3 77.1 79.5
整備済延長/全延長２８５２
ｍ

368 排水路整備事業 治水課 整備路線数
路
線

10 12 10 整備路線数/年 　 整備率 ％ 34 40 45
整備済路線数/整備目標路
線数（２００路線）

369 応急浸水対策事業 治水課 応急対策工事
箇
所

1 3 2 工事箇所/年 　 進捗率 ％ 40 55 65
対策箇所/対策目標箇所数
（２０箇所）

370
水防システム整備事
業

治水課 整備箇所
箇
所

3 0 0
遠方監視制御システム改修
箇所

　 ★整備率 ％ 13.11 13.11 13.11
遠方監視制御システム整備
箇所数/全ゲート数（122箇
所）

371
管路整備事業（治水
課）

治水課 整備面積 ｈａ. 28.8 19 7 整備延長×0.013ha/ｍ 　
★公共下水道事
業（雨水）整備率

％ 65.1 65.8 66

雨水認可面積２７２８haのう
ち、累計整備面積の割合
累計整備面積÷雨水認可面
積×100（％）

372
河川施設維持管理
事業

治水課
実施箇所数（草
刈、浚渫）

箇
所

18 17 10 浚渫箇所数/年 　 実施率 ％ 90 85 100
実施箇所数/実施予定箇所
遊水地34施設のうち、現場
状況により実施

373
都市下水路施設維
持管理事業

治水課 浚渫実施箇所数
箇
所

11 17 5 浚渫箇所数/年
転落防止柵整備
延長

97.5 96 100
転落防止柵計画整備延
長１１６０ｍ

実施率 ％ 220 340 100

実施箇所数/実施予定箇所
越谷第一ポンプ場の流入井
（３水路）と各都市下水道の
浚渫（年間5か所）

整備率 ％ 23.62 32.76 41.38
整備積延長／全延長１１６０
ｍ

374
排水路安全施設整
備事業

治水課 整備延長 ｍ 1000 1075.8 1167 整備延長/年 　 整備率 ％ 79.41 80.2 81.3 整備延長／要望延長
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375
排水機場施設維持
管理事業

治水課
ポンプ機器改修
数

台 4 1 4
ポンプ機器の改修（オー
バーホール等）数

★ポンプ機器改
修率

％ 22.8 25.3 32.3

主要な排水機場に設置して
ある雨水ポンプのうち、オー
バーホール等の改修又は更
新したポンプ個数
ポンプ機器改修実績数÷全
ポンプ台数(71台)×100（％）
（排水機場施設維持管理：59
台+ポンプ場施設維持管理：
12台）

376
ポンプ場施設維持管
理事業

治水課
ポンプ機器改修
数

台 1 0 1
ポンプ機器の改修（オー
バーホール等）数

ポンプ機器改修
率

％ 22.8 25.3 32.3

主要な排水機場に設置して
ある雨水ポンプのうち、オー
バーホール等の改修又は更
新したポンプ個数
ポンプ機器改修実績数÷全
ポンプ台数(71台)×100（％）
（排水機場施設維持管理：59
台+ポンプ場施設維持管理：
12台）

377
受益者負担金・使用
料徴収業務費(受益
者負担金業務部分)

下水道課
調定件数（現年
度分）

件 25 31 27
現年度分の調定件数
目標は、想定の調定件数
実績は、実調定件数

調定件数（過年
度分を含む。）

件 48 51 48

現年度及び過年度分の
調定件数
目標は、想定の調定件
数　　実績は、実調定件
数

収納率（現年度
分）

％ 98.44 94.36 99
現年度分　　収納額/調定額
×100

収納率（過年度
分を含む。）

％ 92.6 72.73 75
過年度分を含む　　　収納額
/調定額×100

378
受益者負担金・使用
料徴収業務費(使用
料業務部分)

下水道課 調定件数 件 680564 692898 705000 現年度の調定件数
事務負担金（併
合徴収分）

円 208665077 211509111 215000000
★使用料収納率
（滞繰含む）

％ 96.04 96.07 96.2
下水道使用料収納率
収納額÷調定額×100（％）

★経費回収率 ％ 67.6 75 75
下水道経費の回収率
使用料単価÷汚水処理単価
×100（％）

379
水洗便所普及啓発
事業

下水道課
接続指導等の件
数

世
帯

1305 1460 1400 接続指導等の件数 　 水洗化世帯数
世
帯

110 163 100
接続指導等により増加した
水洗化世帯数

水洗化率 ％ 93.48 93.85 94

処理区域内世帯のうち、水
洗化した世帯の割合
【下水道水洗化率（世帯）】水
洗化世帯÷処理区域内世帯
×100（％）

380
管路整備事業（下水
道課）

下水道課
公設桝、取出し
管の設置数

箇
所

51 35 59 　 管路整備延長 ｍ 297.9 324.5 322
公共下水道の利
用可能宅地の増
加

箇
所

82 54 0
公桝+取出し+管渠整備の取
出し数

381 流域下水道事業 下水道課 維持管理負担金 円 977281248 933056736 1020000000
県へ支払う流域下水道の維
持管理費

建設負担金 円 227474334 106093892 208000000
県へ支払う流域下水道
の建設負担費

管渠施設進捗率
（累計）

％ 99 99 99
処理能力進捗率
（累計）

％ 69 71.8 71.8

382

公共下水道情報管
理システム事業（下
水道情報管理システ
ム入力委託料）

下水道課
システム利用件
数

回 4482 4777 3600
システム稼動日
数

日 244 244 244 　 情報提供率 ％ 100 100 100
システム稼動日数／システ
ム稼動予定日数×100＝244
／244×100=100.0

383
公共下水道会計繰
出金事業

下水道課 水洗化人口 人 1152 2005 1000
処理区域内で増加した水洗
化人口

　 下水道普及率 ％ 82.27 82.41 82.6
　処理区域内人口／行政人
口

下水道水洗化率 ％ 93.59 93.96 94.1
　水洗化人口／処理区域内
人口

384
管路施設維持管理
事業

下水道課 修繕実施数
箇
所

32 44 0
　依頼に応じて実施するた
め、実績件数となる。

管路緊急清掃回
数

件
数

33 29 0
管路の調査、清掃を実施
することで、管路閉塞を
未然に防止する。

修繕実施率
箇
所

100 100 100
修繕実施率＝（修繕実施件
数／修繕要望件数）×100＝
（44／44）×100＝100.0

385
ポンプ場施設維持管
理事業
（汚水）

下水道課 稼働日 日 365 365 365
障害発生の改善
率

％ 100 100 100
（障害発生に対応した件
数/障害発生件数）×100
＝（13/13）×100

下水利用に関す
る苦情件数（平
常時）

件 0 0 0

386
公共下水道台帳整
備事業

下水道課
台帳整備面積・
延長

ｋｍ 21.5 19.3 12.9 　 　 台帳整備化率 ％ 100 100 100
（台帳整備実施数量/台帳整
備必要数量）×100＝19.3／
19.3×100＝100.0

387
管路改修事業（下水
道課）

下水道課
管渠補修箇所
（内面補修）

箇
所

110 91 220
マンホール蓋改
修済数

箇
所

292 18 73 　 管渠補修済延長 ｍ 4590.4 7799.4 7617.2
管路補修の緊急性が高い補
修延長

★管路改修率 ％ 0 0 0

改修対象管路総延長のう
ち、長寿命化基本計画に基
づき管路改修をした管路延
長の割合
管路改修延長÷長寿命化基
本計画に基づく管路改修対
象延長×100（％）

388 ポンプ場改修事業 下水道課
改修・更新事業
着手数

ヶ
所

2 2 2 改修に着手したポンプ場数
★ポンプ場改
築・更新率

％ 0 0 7.7

全ポンプ場のうち、改築
更新が終了したポンプ場
の割合
改築更新ポンプ場数÷
ポンプ場全数×100（％）

予期せぬポンプ
場故障箇所数

箇
所

20 13 0

389
営繕管理事業（ＣＡＤ
システム等)

営繕課
工事・修繕等件
数

件 196 155 135
ＣＡＤを利用している工事・
修繕等の件数

発注件数に占め
るＣＡＤの利用
率

％ 100 100 100
工事修繕発注件数／CADを
利用して資料の作成をした
件数
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390
営繕管理事業（公共
施設維持管理システ
ム）

営繕課 施設調査件数 ％ 25 50 50

24年度は学校以外の施設の
図面を電子化し、管理台帳
に取り込んた。また、25年度
においては学校施設の設計
図書を電子化し、管理台帳
に取り込み156施設完了とな
る。さらに、庁内ＬＡＮによる
活用を図っていく。

　図面データ化施設数／
施設数（棟）で２ヶ年計画
で電子化する。

システム構築進
捗率

％ 100 50 100

調査済件数／調査対象件数
（棟）は100％に達し、今後は
システムの庁内ＬＡＮによる
共有化を図っていく。

391
公園施設維持管理
事業(維持管理課）

維持管理課
修繕・剪定依頼
受付

件 1946 1947 2000
依頼等に応じて実施するた
め、実績件数となる。

剪定・修繕対応 件 1946 1947 2000
対応件数：全ての依頼に
対応している。

要望対応 ％ 100 100 100
修繕・剪定対応／修繕・剪定
依頼受付×１００％

392
道路施設維持管理
事業

維持管理課 修繕依頼受付 件 2355 2302 2400
依頼等に応じて実施するた
め、実績件数となる。

修繕対応 件 2355 2302 2400
対応件数：全ての依頼に
対応している。

修繕処理率 ％ 100 100 100
修繕対応／修繕依頼受付×
１００％

★道路の整備が
よくなってきたと
感じる市民の割
合

％ 9.3
道路の整備がよくなってきた
と感じる市民の割合：市政世
論調査より

393
都市計画基礎調査
事業

都市計画課 調査項目 件 25 2

５年ごとに大規模調査（２８
項目：前回Ｈ１７年度実施）
のうち、経年変化として調査
すべき項目数（2件 ①農地
転用状況②建築状況）

　 都市計画の決定 件 405 407

都市計画の決定の累計数
（昭和４５年８月２５日以前の
都市計画の決定、及び生産
緑地地区の決定については
除く。都市計画マスタープラ
ン、景観計画含む）景観計画
を、平成２４年度決定予定。

都市計画の変更 件 127 127

都市計画決定された事項の
変更の累計数（昭和４３年６
月１５日の制定された新都
市計画法以前の都市計画の
変更、及び生産緑地地区の
変更を除く。）平成２２年度
は、都市計画マスタープラン
の変更。

394
公共交通事業（鉄道
施設安全対策事業）

都市計画課
補助対象の鉄道
駅

箇
所

0 1 2

Ｈ２４年度：北越谷駅（２ヵ年
の内１年目）の１箇所、Ｈ２５
年度：北越谷駅（２ヵ年の内
２年目）及び新越谷駅（３ヵ
年の内１年目の２箇所

補助実施の進捗
率

％ 0 20 60

Ｈ２４年度：北越谷駅の１
箇所、Ｈ２５年度：北越谷
駅及び新越谷駅の２箇
所、Ｈ２６年度：新越谷駅
の１箇所、Ｈ２７年度：新
越谷駅の１箇所（最終）
全５箇所に対する延べ実
施箇所数

補助対象の実施
箇所

箇
所

0 1 2
Ｈ２４年度：北越谷駅の１箇
所、Ｈ２５年度：北越谷駅及
び新越谷駅の２箇所

補助対象の執行
率

％ 100 100 100
補助対象の交付額に対する
執行率

395
都市計画審議会運
営事業

都市計画課
越谷市都市計画
審議会の開催

回 1 2 4
都市計画審議会の開催回数
（単年度）

越谷市都市計画
審議会への諮問
件数

件 2 2 4
都市計画審議会へ諮問
（調査・審議）された案件
数（単年度）

越谷市都市計画
審議会での答申
数

件 2 2 4
都市計画審議会において、
諮問に応じて答申された件
数（単年度）

越谷市都市計画
審議会の答申総
数

件 60 62 66

越谷市都市計画審議会（Ｈ１
２．１０．８施行）において、諮
問に応じて答申された件数
（累計：Ｈ１２年度～Ｈ２４年
度まで６１件）

396
公共事業再評価委
員会運営事業

都市計画課
公共事業再評価
委員会の開催

回 0 0 1
公共事業再評価委員会の開
催回数（単年度）

公共事業再評価
委員会への諮問
件数

件 0 0 1
公共事業再評価委員会
へ諮問された案件数（単
年度）

公共事業の再評
価において継続
となった件数

件 0 0 1

公共事業再評価委員会にお
いて、諮問に応じた審議の
結果、継続となった件数。
（単年度）

公共事業再評価
委員会において
継続となった答
申数

件 8 8 9

公共事業再評価委員会（Ｈ１
６．１．１施行）において、諮
問に応じた審議の結果、継
続となった件数。（累計：Ｈ２4
年度まで計７件）

397 都市景観推進事業 都市計画課
景観行政啓発活
動の市民参加人
数

人 64 44 40

景観行政啓発活動（写真
展、講演会、市民懇談会）等
の参加人数合計（単年度）
平成24年度⇒写真コンクー
ル22名、講演会22名の合計
44名

公共サイン管理
（修繕・清掃等）

基 15 11 15
公共サイン修繕等箇所
数（単年度）

公共サイン設置
数

基 81 15 1

越谷市公共サインマニュア
ルに準拠して設置された公
共サインの設置箇所数（Ｈ２
０年度まで。歩行者系サイン
３８基、車両系サイン１５基、
Ｈ２１年度は既設の歩行者
系サイン２８基を引継ぐ）Ｈ２
３年度車両系、２機。Ｈ２４年
度は、越谷駅東口駅前広場
に１５基設置。

景観に関する市
民満足度

％ 54.3 60

市政世論調査による満足度
調査において、①満足②十
分とは言えないが、一応満
足、と回答した方の割合

398
公共交通（バス等）
事業

都市計画課
関係機関への要
望数

件 12 13 13

バス事業者に対する要望数
（バス網整備研究会を経由し
たバス路線新設等）の合計。
なお、バス路線の走行環境
等の要望は含まない。

ノンステップバス
導入台数

台 7 5 3

ノンステップバス導入台
数(単年度)
平成24年度末ノンステッ
プバス導入化率　68％
（ノンステップバス台数／
バス台数×１００％（累
計）

★新規バス路線
整備数（累計）

路
線

36 36 37

交通不便地域への新設や延
伸要望路線をバス事業者と
連携して整備する路線数
※平成２４年度末現在、市内
バス路線数３６路線、平成２
７年度目標値、４０路線

バス路線等公共
交通網の市民満
足度

％ 25.5

市政世論調査において、越
谷市の施策の中で、よくなっ
てきたと感じるもののうち、
「バス路線等公共交通網の
充実」を回答した割合（平成
２４年度の市政世論調査に
項目がなく、計測不能である
が、平成２５年度には、復活
する見込み）

399
開発審査会等運営
事業
（都市計画課分）

都市計画課

開発審査会及び
まちの整備に関
する審査会の開
催数

回 1 1 3
開発審査会及びまちの整備
に関する審査会の開催回数
の合計（単年度）

開発審査会及び
まちの整備に関
する審査会の諮
問件数

件 1 1 3

越谷市開発審査会へ諮
問された案件数（単年
度）、Ｈ２２年度は、案件
なし。

開発審査会及び
まちの整備に関
する審査会での
答申数

件 1 1 3

開発審査会及びまちの整備
に関する審査会において、
諮問に応じて答申された件
数（単年度）、Ｈ２１年度は、
報告案件２件のみ。

開発審査会及び
まちの整備に関
する審査会の答
申総数

件 10 11 14

越谷市開発審査会（Ｈ１５．
４．１施行）において、諮問に
応じて答申された件数（累
計：Ｈ１５年度～Ｈ２１年度ま
で９件）

400
建築審査会運営事
業

都市計画課
越谷市建築審査
会の開催

回 5 4 5
越谷市建築審査会の開催回
数（単年度）

越谷市建築審査
会の諮問件数

件 11 7 10
越谷市建築審査会へ諮
問された案件数（単年
度）

越谷市建築審査
会の答申数

件 11 7 10
越谷市建築審査会におい
て、諮問に応じて答申された
件数（単年度）

越谷市建築審査
会での不服申し
立ての審査請求
総件数

件 1 0 1

越谷市建築審査会（Ｓ５９．
４．１施行）において、不服申
し立ての審査請求件数。（累
計：Ｈ１６年度～Ｈ２１年度ま
で１件）

401
まちづくり交付金評
価委員会運営事業

都市計画課
まちづくり交付金
評価委員会の開
催

回 0 1 1
まちづくり交付金評価委員会
の開催回数。（単年度）

まちづくり交付金
評価委員会への
諮問件数

件 0 1 2
まちづくり交付金評価委
員会へ諮問された案件
数（単年度）

まちづくり交付金
評価委員会の事
後評価確認件数

件 0 1 2

まちづくり交付金再評価委員
会において、まちづくり交付
金の効果が適正に評価され
ていること、並びに都市再生
整備計画の目標が十分達成
されていることが確認された
件数。（単年度）

まちづくり交付金
評価委員会の事
後評価確認総件
数

件 6 7 7

まちづくり交付金評価委員会
（Ｈ２０年度施行）において、
まちづくり交付金の効果が適
正に評価されていること、並
びに都市再生計画の目標が
十分達成されていることが
確認された件数。（累計：Ｈ２
１年度まで５件）
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402
都市計画支援システ
ム事業

都市計画課 作成データ数 件 10 10

関係各課が所管する地番
図･家屋図・航空写真等の取
り込みのほか、新たな都市
計画決定等データの作成件
数

各種証明、建築
物等の許可・届
出等件数

件 706 1013 1013

用途地域等の各種証
明、地区計画の届出、都
市計画法第５３条許可、
土地区画整理法第７６条
許可、流通業務関連の
適合証明願い、開発事
前協議等の件数（単年
度）

都市計画情報の
窓口照会件数

件 12500 12500 12500
都市計画課窓口・電話等に
よる都市計画情報に対する
照会・回答（単年度）

各種証明、建築
物等の許可・届
出等件数【累計】

件 4410 6213 7226

用途地域等の各種証明、地
区計画の届出、都市計画法
第53条許可、土地区画整理
事業第76条許可、流通業務
関連の適合証明願い、開発
事前協議等の件数（平成16
年度からの累計）

403
都市計画図書等作
成事業

都市計画課
都市計画図書等
の作成

部 2933700 3000 5000
印刷部数：地図（都市計画
図、全図、地形図）作成の合
計とする。

ＰＲ用冊子の作
成

部 9000 3000 13000

ＰＲ冊子「越谷の都市計
画」、「地区計画パンフ
レット」の作成の合計とす
る。（平成22年度：千間台
西5丁目１，０００部、平成
23年度：シティプラン4000
部、レイクタウン北5000
部）、平成24年度：西大
袋地区３，０００部。

地図売払い部数 部 3214 2978 3000

地図売払い部数（都市計画
図、全図、基本図）の合計
（単年度）計４７７枚。都市計
画情報マップの計２，１３６
枚、複写機使用情報マップ
計３６５枚、合計２，９７８枚

公用等による地
図使用部数

部 674 567 1000
地図の公用等使用部数（都
市計画図、全図、地形図）の
合計５６７枚。

404 景観計画推進事業 都市計画課
★景観計画の策
定

％ 50.1 100

計画策定の進捗率（事業費
ベース）
支出済額÷（仮称）景観計画
策定等業務委託費の契約額
9,765,000円（2年間合計）×
100（％）

計画策定のため
の会議開催

回 2 10

都市計画審議会、都市
計画審議会景観専門部
会、都市デザイン協議会
等の会議開催回数

景観に関する市
民満足度

％ 0 54.3 60

市政世論調査による満足度
を調査（平成24年度から）に
おいて、①満足、十分とは言
えないが、一応満足と回答し
た方の割合

0 0
景観法に基づく届出件数（累
計）

405 地区計画推進事業 都市計画課
地区計画案内板
設置数

件 1 1 1
地区計画案内板設置数（単
年度）

地区計画区域内
における行為の
届出件数

件 399 514 520

　18地区の地区計画区
域内における行為（建築
物の建築等）の届出件数
／年間
　（参考）地区計画区域
内における行為の届出
3124件（平成16年度以降
の累積、平成25年3月31
日現在）

地区計画の都市
計画決定状況
（累計）

地
区

18 18 18

地区計画の都市計画件数
（累計）。直近では、レイクタ
ウン地区計画が、H１８．１．
２４決定済。（Ｈ２１．１０．１６
レイクタウン北地区計画に変
更）。平成21年度は、レイク
タウン南地区計画がＨ２１．
１０．１６決定

地区計画案内板
設置数

件 22 23 24
1７地区の地区計画案内板
設置数（累計：Ｈ２４年度まで
に計２３件）

406 まちづくり推進事業 都市計画課

★越谷レイクタ
ウン特定土地区
画整理事業の進
捗率

％ 74 83 100

総工事費に対する完了した
事業費累計の割合
Ｈ２３年度実績累計
（57,502,355千円）×総工事
費（77,892,046千円）×１０
０％

都市核の整備の
取り組み箇所

地
区

7

市の中心核（越谷駅周辺
地区、南越谷駅周辺地
区）、副次核（西大袋地
区、越谷レイクタウン地
区）、駅前周辺地区（大
袋駅地区、北越谷東口
地区）、旧市街地（越ヶ谷
中町）の計7地区

レイクタウン地区
の使用収益開始
率

％ 55.9 66 100

Ｈ２1使用収益開始面積実績
累計（約５２．０ｈａ）／仮換地
指定面積（約１１５．４ｈａ）×
１００％

市政世論調査結
果

％ 15.1

市政世論調査結果により、
越谷市の施策で特に力を入
れるべきだと思うものの割合
（駅前周辺の整備、土地区
画整理事業などの市街地整
備の合計）

407
西大袋土地区画整
理会計繰出金

市街地整備
課

繰出し金額 515000000 640000000 590000000
事業の進捗に必要な繰出し
を行った。

0 0 0
★西大袋土地区
画整理事業の進
捗率

％ 55 58.8 64.9

総事業費に対する完了した
事業費累計の割合
実績累計÷総事業費×100
（％）

0 0 0

408
越谷駅東口駐車場
会計繰出金

市街地整備
課

0 23458209 0 0 0 0 0 0 0
越谷駅東口駐車場会計収支
の均衡の確保

0 0 0

409
越谷駅東口駐車場
管理事業

市街地整備
課

使用料収入 円 0 23599916 59900000 年間使用料収入金額 0 0 0 収益対費用率 ％ 0 47.2 100
収益対費用率＝経常収益÷
経常費用×１００

0 0 0

410
東越谷土地区画整
理会計繰出金

市街地整備
課

繰出し金額 260000000 280000000 310000000
事業の進捗に必要な繰出し
を行った。

0 0 0
★東越谷土地区
画整理事業の進
捗率

％ 94.3 95 96.2

総事業費に対する完了した
事業費累計の割合
実績累計÷総事業費×100
（％.）

0 0 0

411
七左第一土地区画
整理会計繰出金

市街地整備
課

繰出し金額 225000000 230000000 180000000
事業の進捗に必要な繰出し
を行った。

0 0 0
七左第一土地区
画整理事業の進
捗率

％ 96.9 97.4 98.6

総事業に対する完了した事
業費累計の割合
実績累計÷総事業費×100
（％）

0 0 0

412
西大袋土地区画整
理事業

市街地整備
課

単年度進捗率 ％ 4.22 3.9 6.1
単年度実績÷総事業費×
100（％）

★西大袋土地区
画整理事業の進
捗率

％ 55 58.8 64.9

総事業費に対する完了した
事業費累計の割合
実績累計÷総事業費×100
（％）

413
東越谷土地区画整
理事業

市街地整備
課

単年度進捗率 ％ 0.43 0.7 1.1
単年度実績÷総事業費×
100（％）

★東越谷土地区
画整理事業の進
捗率

％ 94.3 95 96.2

総事業費に対する完了した
事業費累計の割合
実績累計÷総事業費×100
（％）

414
越谷駅東口市街地
再開発事業

市街地整備
課

％ 0
平成２４年度当初予算には、
平成２３年度の繰越分を含
みます。

単年度事業進捗
率

％ 21.81 100
単年度執行事業費÷総
事業費×100（％）

★越谷駅東口市
街地再開発事業
の事業進捗率

％ 56.09 100

総事業費に対する完了した
事業費累計の割合
実績累計÷総事業費×100
（％）

415
七左第一土地区画
整理事業

市街地整備
課

単年度進捗率 ％ 1.52 0.6 1.2
単年度実績÷総事業費×
100（％）

★七左第一土地
区画整理事業の
進捗率

％ 96.9 97.4 98.6

総事業費に対する完了した
事業費累計の割合
実績累計÷総事業費×100
（％）

28



事務事業評価　活動指標・成果指標　一覧 【資料３】

番
号

事業名 課名 活動指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果１　指標式 活動指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

活動結果2　指標式 成果指標名1
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果1　指標式 成果指標名2
単
位
23年度
実績

24年度
実績

25年度
目標

成果結果2　指標式

416
住区基幹公園等整
備事業

公園緑地課 工事箇所数
箇
所

5 6 7

当該年度の工事箇所数　
市政世論調査結
果「最近よくなっ
てきたもの」

率 18.6 19.5

市政世論調査結果報告書よ
り、市の施策についてよく
なってきたと感じるものを成
果指標とした。
平成２４年度は調査項目と
なっていながったため、不
明。なお、平成２５年度は調
査項目となる予定である。

★市民一人当た
りの公園緑地面
積

㎡ 5.55 5.79 5.91

市民一人に対する、公園緑
地の確保面積
公園緑地の整備総面積（㎡）
÷人口（人）

417
ふれあい公園整備
事業

公園緑地課 ふれあい公園数
箇
所

58 58 59 ふれあい公園の箇所数 　
ふれあい公園の
増減

箇
所

-2 0 1

ふれあい公園の設置増減数
H１８年増１箇所・減２箇所
Ｈ１９年増２箇所・減２箇所
Ｈ２０年減３箇所　H２１年減
２箇所　H22年度増2箇所・減
2箇所　H23年度減２箇所
H24年度増２箇所・減２箇所

418
元荒川緑道整備事
業

公園緑地課 整備延長 m 110 0 0

当該年度の整備延長     （Ｈ
24年度は、緑道内の施設整
備等のため、整備延長は０
ｍとする。）

施設整備

　緑道の利便性・快適性
の向上のため、施設充実
を図る。Ｈ24年度　ベンチ
設置　５基

進捗率（整備） ％ 71.02 71.02 71.02

整備延長累計/全体延長
（21.4Km）×100
（平成24年度は埼玉県施行
分追加し、進捗率が増加し
た）

419
公園施設維持管理
事業

公園緑地課
計画的又は大規
模な修繕箇所数

箇
所

87 70 59

計画的又は大規模な修繕を
実施した箇所数
（なお、平成２３年度から日
常の簡易な修繕等は建設部
維持管理課の所管となっ
た。）
（平成２５年度修繕料が800
万円に減額されたため、箇
所数を減らした。）

★市民管理公園
等の割合

％ 8.78 9.8 10.47

市が管理すべき公園等
のうち、市民参加による
維持管理団体が管理し
ている公園等の割合
市民管理公園数÷市が
管理すべき公園数×100
（％）

公園維持管理団
体数

団
体

39 44 47
「越谷市市民参加による公
園の維持管理に関する要
綱」に基づく維持管理団体数

420
八条用水緑道整備
事業

公園緑地課 整備延長 ｍ 620 360 820 当該年度の整備延長 　
★八条用水緑道
整備事業の進捗
率

％ 38.41 44.13 57.14

八条用水緑道の整備計画延
長に対する、整備済み延長
の割合
整備延長累計÷全体延長×
100（％）

★緑道進捗率
（市内の緑道）

％ 47.28 51.04 51.9

市内の緑道の整備計画総延
長に対する、整備済み延長
の割合
整備延長累計÷全体延長
（90,650m）×100（％）

421
綾瀬川緑道整備事
業

公園緑地課 整備延長 ｍ 522 0 0 当該年度の整備延長
照明灯の整備延
長

ｍ 0 200 200

利用者の利便性・快適性
の向上を図るため、平成
24年度から既整備箇所
に照明灯を整備する。照
明灯　５基

進捗率（整備） ％ 47.49 47.49 47.49
整備延長累計/緑道計画延
長(5,100m)＊100

422 出羽公園整備事業 公園緑地課
事業に係る取り
組み

0 0 0

事業に係る取り組み事項
平成23年度　土地鑑定委
託、用地取得、物件補償　平
成24年度　水路整備は平成
25年度実施へ
平成25年度　外周道路整
備、水路整備

　 進捗率(事業費） ％ 6.43 6.43 16.91
事業費累計/総事業費×１０
０

423 草花配布事業 公園緑地課 草花配布本数 本 22187 20745 22790
緑化ボランティアに配布した
草花の本数

植え付けに参加
する団体数

団
体

45 55 55
公園や緑道などの花壇に草
花を植え付けする団体の数

424 記念樹等配布事業 公園緑地課 配布数 本 3500 4618 5780

婚姻・出生時の記念樹の本
数、春・秋の苗木の無料配
布時に配布した本数の合計
（平成23年度春の苗木配布
は東日本大震災の影響によ
り中止とした。）

配布した苗が根
付いた率

％ 87.3 76.8 80

苗木配布時のアンケートに
基づき、
前回配布した苗の生長が良
いと答えられた数／前回配
布した苗木を植えていただ
いた数

425 公園施設改修事業 公園緑地課 整備箇所
箇
所

2 1 1 年度毎の改修整備箇所数 　
★トイレ改修の
進捗率

％ 41.3 42.31 43.59

改修を必要とするトイレの箇
所数に対する、改修済の箇
所数の割合
改修済箇所数÷改修予定箇
所×100（％）

426 平方公園整備事業 公園緑地課
事業に係る取り
組み

㎡ 0

事業に係る取り組み事項
平成24年度　用地測量、基
本設計、　平成25年度　都市
計画決定、物件調査委託　
平成26年度　用地買収着手
を目指す。

整備面積 全体面積１０．８ｈａ 進捗率（事業費） ％ 0 0.12 0.53

総事業費に対する、事業費
累計の割合
事業費累計÷総事業費×
100（％）

★進捗率（工事
費のみ）

0 0 0

総工事費に対する工事費累
計の割合
工事費累計÷総工事費×
100（％）

427
（仮）増林公園整備
事業

公園緑地課 整備面積 ㎡ 3154 3167 3177 当該年度の整備面積 　
進捗率(整備面
積)

％ 50.03 56.81 63.62
整備面積累計/総事業面積
（46,700㎡）×100

進捗率(事業費) ％ 83.8 94 95.4 事業費累計/総事業費×100

428
開発審査会等運営
事業（開発指導課
分）

開発指導課
審査会等の開催
回数

回 1 1 3

まちの整備に関する条例の
施行に関する事項及び条例
の規定において市長が審議
会の意見を聴くこととした事
項について、審議し答申を
行っている。
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429 開発指導業務事業 開発指導課
冊子及びパンフ
レットの作製数

冊 920 1020 1000 冊子及びパンフレット作製数 　
★冊子及びパン
フレット配布数

冊 1080 1510 1100
冊子及びパンフレット配布数
開発許可制度及び条例を広
く市民等に周知する。

430
開発行為等に係る事
業

開発指導課
道路後退による
帰属等件数

件
数

186 214 190 道路後退による帰属等件数 　
道路用地による
帰属面積

㎡ 5405 6451.67 5800 道路用地による持続面積

431
画像情報システム事
業

開発指導課 データ入力件数
件
数

2420 2648 2700

データ入力件数は、当該年
度の事前協議等の申請件数
に影響される。画像情報シス
テム事業は、過去の申請等
のデータを即座に検索し、窓
口等の対応を迅速、正確に
対応するものであるため、入
力件数が減少したからといっ
て事業効果が薄らぐもので
はない。

　 検索件数 8320 8300 7800 検索件数

432
市営住宅施設管理
事業

建築住宅課
市営住宅管理戸
数

戸 250 250 250 市内7団地　250戸保有 戸 　
市営住宅入居戸
数

戸 220 218 220
管理戸数ｰ空家戸数（政策
空家含む）

433
屋外広告物対策事
業

建築住宅課 撤去回数 回 48 49 50
簡易除去できる違反広告物
の撤去実績数

年間撤去広告物
の数

枚 3300 3894 3000
年間で撤去した違反広告物
の数

434 建築指導業務事業 建築住宅課
当年報告対象件
数

件 1607 1750 1900
報告件数／当年報告対象件
数×100

★完了検査率 ％ 92 96.8 100

確認済証を交付した件数
のうち、完了検査済証を
交付した件数の割合
検査済証交付件数÷確
認済証交付件数×100
（％）

定期報告件数率 ％ 85.35 84.01 90
報告件数／当年報告対象件
数×100

435 住宅融資事業 建築住宅課 融資受付件数 件 2 2 10 融資受付件数 　 融資利用件数 件 89 68 78 勤労者住宅資金融資の件数

436
住まいの情報館施
設管理事業

建築住宅課 利用者数 人 7041 6953 7000
前年度実績数（人）×１．０
（０％増）

　 施設利用度 ％ 73 67 75 利用日数／開館日

437
借上型市営住宅運
営事業

建築住宅課 借上げ住宅 戸 18 18 18 借上げ住宅の戸数 　 市営住宅管理率 ％ 45 45 45
市営住宅管理戸数／目標戸
数（４０戸）×１００％

438
住宅耐震改修促進
事業

建築住宅課 ★耐震化率 ％ 82 82 86.5

住宅件数のうち、耐震性あり
とされた住宅の件数の割合
住宅の耐震性ありの件数÷
住宅の件数×100（％）

耐震改修補助件
数

件 10 21 10 耐震改修補助件数
無料簡易耐震診
断件数

件 117 79 100

439 市立病院繰出金 庶務課 繰り出し金額 円 1100000000 1100000000 1100000000
公共的な見地から必要な経
費について繰出しを行った。

★経常収支比率 ％ 102 102.5 100.2

経常費用が経常収益に
よって、どの程度賄われ
ているかを示す指標
経常収益（医業収益＋医
業外収益）÷経常費用
（医業費用＋医業外費
用）×100（％）

増減率（対平成
１６年度）

％ 97.34 97.34 97.34
当該年度繰出金/平成16年
度繰出金（1,130,000,000円）

★患者満足度 84.3 84.4 90

院内の患者を対象に年１回
実施される「患者満足度調
査」における診療・施設・接
遇等の総合評価
患者満足度調査の総合評価
点

440 照査管理事業 出納課 審査件数 件 101728 101740 102000
予算執行に伴う支出命令書
等全ての帳票の件数

適正件数 件 101728 101740 101740 　 審査適正率 ％ 100 100 100 適正件数／審査件数

441 出納管理事業 出納課
収納及び支払件
数

件 101728 101740 102000 　 適正件数 件 101728 101740 102000 　 支払適正率 ％ 100 100 100
適正件数／収納及び支払件
数

442 広報活動事業 議事課
ホームページの
アクセス数

件 26003 23893 24000
ホームページのアクセス数
／年

議会中継のアク
セス数

6881 5457 5000
議会中継のアクセス数／
年

ホームページア
クセス率

％ 7.88 7.23 7.5
アクセス率＝アクセス数÷市
民×100

議会中継アクセ
ス率

％ 2.09 1.65 1.7
アクセス率＝アクセス数÷市
民×100

443 表彰事業 教育総務課 被表彰者数 人 53 46 87 被表彰者数 　 被表彰者出席率 ％ 67.92 71.74 90
教育功労者等表彰式出席者
数÷被表彰者数

444
幼稚園就園奨励費
補助事業

教育総務課
幼稚園就園奨励
費受給者数

人 5965 6162 6162
幼稚園就園奨励費受給者の
人数

幼稚園就園奨励
費受給者率

％ 66.33 68.68 68.4
幼稚園就園奨励費受給者÷
市内在住全幼児数（申請者=
受給者）

445 幼稚園振興事業 教育総務課
振興補助金交付
対象園数

園 26 26 26
幼稚園振興補助金の交付対
象幼稚園数

振興補助金交付
対象園児数

人 6131 6321 6300
越谷市内私立幼稚園におけ
る幼稚園振興補助金の対象
園児総数

446
入学準備金貸付事
業

教育総務課 貸付人数 人 64 66 87 入学準備金貸付人数 貸付金額 円 39800000 39850000 55900000 入学準備金貸付金額 償還率 ％ 51.27 57.29 58 償還済額÷調定額 進学率 ％ 100 100 100
高等学校等への進学件数÷
貸付件数

447
定時制教育等振興
会負担金事業

教育総務課 負担金支出件数 校 5 5 4

負担金支出件数（埼玉県定
時制教育及び通信制教育振
興会、越ヶ谷高等学校、幸
手商業高等学校、吉川高等
学校及び草加高等学校定時
制教育振興会）
※平成24年度末をもって吉
川高等学校定時制教育振興
会は閉会

負担金の就学奨
励費への充当割
合

％ 57.12 50.39 100

就学奨励費÷負担金
（越ヶ谷高等学校、幸手商業
高等学校、吉川高等学校及
び草加高等学校）

448
教育委員会運営事
業

教育総務課 委員会開催回数 回 14 13 13 定例会・臨時会の開催回数 　 審議案件等件数 件 90 87 90
教育委員会会議における議
案、協議事項及び報告事項
等の合計件数
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449 文化振興支援事業 生涯学習課 補助金交付件数
団
体

38 38 38

単位当たりコスト＝コスト
(6,147,300円)/団体(38)＝
161,771円
越谷市文化連盟３２団体・越
谷市郷土芸能保存協会６団
体

支援対象者数 人 5317 5317 5317

　１人当たりの支援額＝
資源投入額(6,147,300
円)/支援対象者(5,317人)
＝1,156円

加入団体数
団
体

38 38 38

団体数は、各種文化の振興
が広範囲にわたっている指
標となる。
越谷市文化連盟３1団体・越
谷市郷土芸能保存協会7団
体

加入会員数 人 5317 5317 5317

450
伝統芸術文化振興
事業

生涯学習課 開催回数 回 7 7 7
単位当たりコスト＝コスト
（16,334,668円)／開催回数(7
回)＝2,333,524円

★伝統芸術文化
振興事業入場者
数

人 1597 1898 15000

伝統芸術文化振興事業への
入場者数
こしがや薪能・こしがや能楽
の会・越谷市郷土芸能祭・能
楽体験教室の参加者数

市民に伝統文化を鑑賞する
機会を提供し、また、伝統文
化に係る活動を行っている
団体等に、日頃の成果発表
の場を提供することができ、
伝統文化がより身近になり、
特色ある地域の伝統文化の
振興に寄与することができ
た。

451
日本文化伝承の館
運営事業

生涯学習課 利用者数 人 21734 23233 23000

単位当たりコスト＝コスト
(82,692,389円)／利用者数
(23,233人)＝3,559円(平成24
年度実績)

施設の使用申請
件数

件 1385 1335 1400
伝統文化の広がりをみる尺
度として、施設の使用申請
件数を成果指標とした。

452
文化財施設管理事
業

生涯学習課 建物の保存 棟 4 4 4
大間野町旧中村家住宅の保
存・管理（4棟：長屋門・石蔵・
土蔵・主屋）

建物の保存・管
理

棟 4 4 4
各施設を適切に保存・管
理した。

越谷市保存民家「大間野町
旧中村家住宅」を適正に管
理し、各種イベント等を開催
する中で、郷土の歴史学習
の場として、公開・活用する
ことができた。

453
少年自然の家活動
運営事業

生涯学習課 延べ利用者数 人 1327 3088 3000

東日本大震災の影響に伴
い、平成２３年度以降は、市
内小・中学校単位の利用を
中止していることから、一般
利用者のみの利用となって
いる。

　 客室稼働率 ％ 5.2 9.12 30

年間使用客室数÷年間使用
可能客室数
東日本大震災の影響に伴
い、平成２３年度以降は、市
内小・中学校単位の利用を
中止していることから、一般
利用者のみの利用となって
いる。

454
少年自然の家施設
改修事業

生涯学習課
工事箇所（項目）
数

箇
所

3 2 2 修繕工事個所数 　 工事箇所施工率 ％ 60 100 100
工事箇所施工率＝（実工事
箇所数÷予定工事箇所）×
１００

455

社会教育委員運営
事業　
H25年度～他事業へ
統合

生涯学習課 開催回数 回 5 6 0

社会教育委員会議および研
修会の開催数
社会教育委員会議３回＋研
修会３回

学校・家庭・地域の連携につ
いて情報交換を行い、各委
員の活動状況と現状を把握
することができた。

456
社会教育関係団体
支援事業

生涯学習課 団体会員数 人 24818 24466 24403

24年度目標　予算書より、連
合婦人会会員数　630人＋Ｐ
ＴＡ連合会会員数　23,883人
＝　24,513人
24年度実績　決算書より、連
合婦人会会員数　583人＋Ｐ
ＴＡ連合会会員数　23,883人
＝　24,466人

　 活動内容の充実

高齢者の健康増進・防犯意
識の向上を目的とした講座
「くらしの大学」を開催する
等、安全・安心のまちづくり
に貢献した。また、「子ども１
１０番の家」の活動等で地域
の子ども達の防犯対策に貢
献した。

457 生涯学習推進事業 生涯学習課
生涯学習情報誌
発行部数

部 472000 477500 477500

生涯学習メニユーＴＲＹ発行
部数（119,000部×4回＝
476,000部）＋生涯学習クラ
ブ・サークル団体ガイド発行
部数（1,200部）＋生涯学習
リーダーバンク追加発行部
数（300部）＝477,500部

★ﾘｰﾀﾞｰﾊﾞﾝｸ、ク
ラブ･サークル･
団体ガイド登録
件数

件 708 833 850

生涯学習リーダーバンク
登録者件数+クラブ・サー
クル・団体ガイド登録件
数

生涯学習フェス
ティバル参加者
数

人 3026 3216 3216
生涯学習フェス
ティバル参加者
の満足度

％ 92 91 100

458 成人式開催事業 生涯学習課 新成人出席者数 人 2262 2217 2286 出席者数 人 　 出席率 ％ 71.5 72.7 75 参加者数÷対象者数

459
公民館施設管理事
業

生涯学習課 利用者数 名 7725 7995 7995 　 　 利用件数 803 889 889

460

公民館運営審議会
運営事業
H25年度～他事業へ
統合

生涯学習課 開催回数 回 3 3 0
公民館主催事業
参加者数

25249 25300
各公民館の事業について審
議した結果、事業を検討する
機会となった。

461
少年自然の家施設
管理事業

生涯学習課 延べ利用者数 人 1327 3088 3000

東日本大震災の影響に伴
い、平成２３年度以降は、市
内小・中学校単位の利用を
中止していることから、一般
利用者のみの利用となって
いる。

　 客室稼働率 ％ 5.2 9.12 30

年間使用客室数÷年間使用
可能客室数×100
東日本大震災の影響に伴
い、平成２３年度以降は、市
内小・中学校単位の利用を
中止していることから、一般
利用者のみの利用となって
いる。
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462
ふれあいの森整備
事業

生涯学習課
ふれあいの森育
てる集い参加者
数

人 0 0 60

平成２３年度は東日本大震
災等に伴う災害復旧工事に
より中止。平成２４年度は保
護・育成の該当地区の放射
線量が高かったため、「ふれ
あいの森育てる集い」は中
止。

ふれあいの森育
てる集い参加率

％ 0 0 60

参加人数÷募集人数×100
平成２３年度は東日本大震
災等に伴う災害復旧工事に
より中止。平成２４年度は保
護・育成の該当地区の放射
線量が高かったため「ふれ
あいの森育てる集い」は中
止。

463
少年自然の家運営
委員会運営事業

生涯学習課 開催回数 回 2 2 3

平成24年度は現地視察先の
福島地区の放射線量が高
かったため中止。
会議２回のほか、隔年で現
地視察１回を行っており、平
成２５年度は実施年である。

　 意見・提言数
項
目

3 1 5

464
文化財調査委員運
営事業

生涯学習課 会議等開催回数

会
議
等
回
数

4 1 5 会議・視察研修等の回数 4 1 5

指定文化財候補案件の
重要事項について現地
調査や協議を行い、当該
指定文化財候補案件に
ついての答申を行った。

会議等開催回数 回 4 1 5

指定文化財候補案の文化財
指定の答申を行い、当該指
定文化財候補を市の指定文
化財に指定することができ
た。

465

各種学級・講座開催
事業
(公民館)H24年度～
IT講習会事業統合

生涯学習課
★各種学級・講
座の参加者数

人 38611 38114 38000

各種学級・講座・講習会等へ
の参加者数
生涯学習課及び公民館で行
う講座等の参加者数

市民がいつでもどこでも学習
できるよう、公民館におい
て、ライフステージ・ライフス
タイルに応じた各種学級・講
座を開催し、学習活動を支
援するとともに、生涯学習を
推進できた。

466
人権教育推進事業
（社会教育）

生涯学習課 講座等回数 回 42 41 45 人権教育講座合計 　
★講座の参加者
数

人 4050 3835 3300

人権に関する教室、講座、
研修会等に参加した人数
講演会や研修会を開催する
ことにより、多くの市民に人
権教育の啓発が図れた。

467
文化総合誌「川のあ
るまち」発行事業

生涯学習課 発行部数 冊 1000 1000 1000
単位当たりコスト＝コスト
4,151,653(円)/発行部数
(1,000冊)＝4,152円

　 応募作品数 点 2019 1969 2100 応募作品数

本誌は、越谷市の文化振興
事業における文芸面の唯一
の発表の機会であり、幅広
い年代の方が応募している
文化総合誌である。また、文
芸の他、写真・スケッチの部
門もあり、市民の文芸等創
作活動を担う大きな役割を
果たしている。

468
展覧会開催事業（市
展）

生涯学習課 ①開催日数 日 7 7 7
単位当たりコスト＝コスト
(7,807,286円)/開催日数(7
日)＝1,115,327円

②入選作品数
作
品

255 258 285

単位当たりコスト＝コスト
(7,679,986円)/審査の結
果入選した作品数(258
点)＝29,767円

一日当りの来場
者数

人 546 578 550
　会期中の入場者数4,046
（人）÷会期7（日）

★市展会期中の
入場者数

人 3823 4046 4050
会期中の入場者数
越谷市美術展覧会会期中の
入場者数

469
市民文化祭開催事
業

生涯学習課
出演及び出品へ
の参加者数

人 3857 3710 4200

単位当たりコスト＝コスト
7,791,331(円)/出演及び出品
への参加者数(3,710人)＝
2,100円

　 来場者数 人 9361 11382 13000

470
コミュニティセンター
管理事業

生涯学習課 年間利用人数 人 595040 602663 596000
単位当たりコスト＝コスト
(626,345,120円)/年間利用人
数(602,663人)＝1,039円

　 稼働率
率
⇒
％

62.27 61.34 62.3
稼働率＝使用区分数÷使用
可能区分数
61.34％＝7,588÷12,371

471
南部図書室管理事
業

生涯学習課 1人当りコスト 人 148669 137274 149000
単位当りコスト＝コスト合計
(26,270,640円)÷年間利用人
数(137,274人)＝191

１日当り利用人
数

人 421.15 388.88 425

１日当り利用人数＝年間
利用人数(137,274人)÷
開館日数(353日)＝
388.88人

貸出冊数 冊 473532 429596 474000 年間貸出し冊数 来室者数 人 293783 270891 294000 年間来室者数

472 文化財調査事業 生涯学習課 試掘調査件数 件 2 15 15 試掘調査件数 試掘調査面積 ㎡ 100 510 600 試掘調査の面積
開発事業照会件
数

件 1286 1671 1000

473 文化財普及事業 生涯学習課 普及事業数 回 11 10 10

文化財講演会・文化財防火
デー関連事業、保存民家大
間野町旧中村家住宅各種事
業の実施回数

指定文化財説明
板の設置・修繕
数

個 0 0 0

設置・修繕個数
H２４年度は設置・修繕対
象なし（Ｈ２５年度は１件
修繕を予定）

普及事業数 回 11 10 10
事業の充実により、文化財
の普及を図ることができた。

普及事業参加人
数

人 930 728 900
事業の充実により、文化財
の普及を図ることができた。

474
中村家住宅復元整
備事業

生涯学習課 復元戸数 棟 0 0 4

復元対象建物：市指定文化
財「中村家住宅付表門」の復
元建築及び付帯施設の新築
（平成２４・２５年度の２ヶ年
の事業）

棟

復元建築：市指定文化財
「中村家住宅付表門」主
屋：１棟、表門（薬医門）１
棟　計２棟
付帯施設新築：管理棟１
棟、収蔵館１棟　計２棟
合計４棟の建築（平成２
４・２５年度の２ヶ年の事
業）

部材適正管理 式 1 1 1

Ｈ２４年度まで、中村家復元
整備に向けて、解体部材の
調査及びくん蒸処理を実施
することにより、部材の適切
な保存・管理を行った。Ｈ２５
年度から本格的に工事が行
われるため、部材のくん蒸は
実施しない予定

復元予定地の調
査等

件 2 0 0

Ｈ２３年度は地質調査１件、
復元を周知するため看板の
設置したが、２４年度から工
事着手したことにより、Ｈ２４
年度以降は
実施しない。

475
科学技術体験セン
ター施設改修事業

科学技術体
験センター

修繕工事箇所数 1 2 修繕工事箇所数 　 工事箇所施行率 ％ 0 100 100
工事箇所施行率＝（実工事
箇所数÷予定工事箇所）×
１００
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476
科学技術体験セン
ター管理運営事業

科学技術体
験センター

延入館者数 人 173120 166645 168000 1年間の来館者数 延体験者数 人 120058 116703 117700 1年間の延体験者数 体験者率 ％ 69.3 70.03 70.05

体験者率＝延体験者数÷延
入館者数
116,030人÷166,645人×100
参加型体験施設として、科
学実験、科学工作等を行
い、科学技術に興味関心を
持ってもらえるような生涯学
習を推進できた。

477
科学技術体験セン
ター運営委員会運営
事業

科学技術体
験センター

運営委員会開催
回数

回 2 2 2

運営委員会の開催回数　１
会議当たりのコスト＝コスト/
開催回数
380,500円＝761,000円/2回

委員会開催により、今後の
運営の方向性、役割等の参
考になるご意見、要望等を
いただけた。

478
スポーツ・レクリエー
ション推進事業

スポーツ振
興課

講演会等事業数
事
業

7 7 7

スポーツ講演会、スポーツ
リーダーバンク研修会、体育
賞、元旦マラソン、体力テス
ト、なわとび大会、スポーツ・
レクリエーション等傷害見舞
金の支給

スポーツ講演会
参加者数

人 280 320 332

スポーツ選手の活躍は、見
る人に感動や夢を与える。ス
ポーツ講演会の開催により、
直接スポーツ選手に接する
ことができ、スポーツへの関
心が高まり、豊かな人間性
を育むことを推進した。

元旦マラソン参
加者数

人 1851 1865 1900 参加者１８６５人

479 市民体育祭事業
スポーツ振
興課

３部大会開催数 回 6 6 6

中央大会、ソフトボール大
会、バレーボール大会、卓
球大会、グラウンド・ゴルフ
大会、駅伝競走大会

３部大会参加者
数

人 10741 11047 11800

２４年度実績　中央大会６，
１８６人＋ソフトボール大会９
６２人＋バレーボール大会８
９７人＋卓球大会６９４人＋
グラウンド・ゴルフ大会９０６
人＋駅伝競走大会１，４０２
人

２５年度目標　中央大会６，
５００人＋ソフトボール大会
１，０００人＋バレーボール
大会１，０００人＋卓球大会
８００人＋グラウンド・ゴルフ
大会１，０００人＋駅伝競走
大会１，５００人

480
スポーツ・レクリエー
ション団体支援事業

スポーツ振
興課

協会加盟人数 人 14702 14743 15500
体育協会１０，１０４人＋レク
リエーション協会４，３７３人
＋ゲートボール協会２６６人

各協会の主催事業や加盟団
体の大会等が活発に行わ
れ、市民のスポーツ・レクリ
エーション活動を通した交
流、健康・体力づくりが促進
された。

481
スポーツ推進委員運
営事業

スポーツ振
興課

主催事業・会議
等開催数

回 50 52 60

主催事業・会議等開催数＝
会議１１回＋主催事業等１５
回＋研修会等１１回＋県・埼
葛協議会１５回

主催事業延べ参
加者数

人 2123 2203 2300

　延べ参加者数＝体力テ
スト１６４人＋ファミリー
ウォーク１０６人＋なわと
び大会１，９３３人

アンケート調査
による満足度

％ 80 76 100
満足度＝１０５/１３８（体力テ
ストで実施）

アンケート調査
による満足度

％ 88.64 71 100
満足度＝３４／４８(ファミリー
ウォーク)

482
スポーツ教室等開催
事業

スポーツ振
興課

参加延べ人数 人 13878 13812 15200

平成24年度実績：教室1,690
人（アクアビクス教室94人、
親子体操1,360人、男性のた
めの軽スポーツ教室29人、
障がい者スポーツ教室78
人、いきいき元気教室129
人）＋講座9,108人+★健康
体操教室3,014人
平成25年度目標：教室2,100
人＋講座10,000人＋健康体
操教室3,100人

生涯スポーツ講
座満足度

％ 99.46 98.3 100
生涯スポーツ講座満足度＝
178／180

健康体操教室満
足度

％ 92.28 92.51 100
健康体操教室満足度＝309
／334

483
スポーツ推進審議会
運営事業

スポーツ振
興課

審議会開催数 回 2 3 2 審議会会議開催数 委員参加人数 人 24 38 36
審議会会議委員参加人
数

審議会委員の専門的視点か
ら審議をいただき、今後のス
ポーツ推進のための取組み
や方向性についての提言を
いただくことができた。

484
総合体育館管理運
営事業

スポーツ振
興課

延べ利用者数 人 334222 322789 364747

社会体育関係団体の大会開
催等のほか、指定管理者の
事業誘致や各種スポーツ教
室等の開催などを含め、利
用促進を図った。目標値は
過去5年間平均×1.1

スポーツ教室開
催数

回 343 378 378

　指定管理者の自主事
業として、ビーチボール
バレー、エアロビクス、バ
ドミントン等の種目を年間
378回開催し、19,232人
の参加をいただいた。な
お、開催数については、
施設利用状況により変動
する。

指定管理者自主
事業参加者数

人 14608 19232 19232

指定管理者の自主事業とし
て、ビーチボールバレー、エ
アロビクス、バドミントン等の
種目を年間378回開催し、
19,232人の参加をいただい
た。なお、開催数について
は、施設利用状況により変
動する。

施設利用者満足
度

％ 86.2 93.7 100
施設利用者のアンケートに
よる満足度

485
総合体育館施設改
修事業

スポーツ振
興課

工事・修繕箇所
数

箇
所

1 3 3

スプリンクラー設備及び雑用
水給水ポンプ・モーター修
繕、玄関ロビー雨漏り修繕、
中央監視装置修繕を実施
し、施設の安全・快適な利用
促進を図った。

工事・修繕要望
箇所数

箇
所

6 7 5

経年劣化による工事・修
繕要望数、２４年度は①
スプリンクラー設備及び
雑用水給水ポンプ・モー
ター修繕②玄関ロビー雨
漏り修繕③中央監視装
置修繕を行った。

修繕を実施し利用者の安全
確保など施設整備の計画に
役立てることができた。

486
屋外体育施設管理
運営事業

スポーツ振
興課

延べ利用者数 人 448581 495908 519135

指定管理者による管理運営
の充実と大会誘致による利
用促進を図った。
屋外体育施設23施設の利用
者数合計　目標値は過去5
年間平均×1.1

市民球場での高校野球、大
学リーグ野球等の開催な
ど、多くの市民が観覧に訪
れ、屋外体育施設をフルに
活用できた。
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487
江戸川運動公園管
理事業

スポーツ振
興課

延べ利用者数 人 4981 15716 10874

施設管理者を常駐し、グラウ
ンド整備の充実を図る。25年
度の目標値は過去5年間平
均×1.1

利用率（土・日・
祝）

％ 12.7 24.3 26.7

市民体育祭ソフトボール大
会や越谷市ソフトボール連
盟主催の大会等が開催さ
れ、参加者の健康増進が図
れた。
24年度の目標値は23年度×
1.1　　25年度の目標値は24
年度×1.1

488
越谷市民プール管
理運営事業

スポーツ振
興課

延べ利用人数 人 141745 136503 150356

指定管理者の自主事業とし
て、各種スポーツ教室等を
開催し、利用促進を図った。
25年度の目標値は過去5年
間平均×1.1

指定管理者自主
事業参加者数

人 469 452 497

水中ウォーキングや体操な
ど各種教室を３１教室（１７４
回）開催し、４５２人申込（延
べ２，０５１人）の参加をいた
だいた。なお、開催数につい
ては、施設メンテナンス等の
関係で変動する。25年度の
目標値は24年度×1.1

489
市立体育施設管理
事業

スポーツ振
興課

延べ利用者数 人 154264 158320 170122

施設警備や浄化槽設備、防
火設備の保守点検など安
全・快適に利用いただけるよ
う施設管理の充実を図った。
目標値は過去5年間平均×
1.1（20年度～24年度）

各種保守点検等については
業者に委託し、施設管理職
員には施設の巡回を行い、
業者との連携を図り事故や
大きな怪我も無く、安定した
利用を確保できた。

490
市立体育館施設改
修事業

スポーツ振
興課

工事・修繕箇所
数

箇
所

3 0 2

バドミントン支柱用フックの
修繕やビーチボール用補助
ポール交換修繕など小規模
修繕を実施し、施設の安全・
快適な利用促進を図った。

★体育施設年間
利用者数

人 1083793 1129236 1130000

体育施設の年間延べ利
用者数（24年度×1.1）
体育館+屋外体育施設+
市民プールの利用者数

修繕を実施し、施設の安全・
快適な利用促進が図れた。

491
市立体育館管理運
営事業

スポーツ振
興課

個人夜間開放事
業実施数

回
数

150 168 175

月曜日と水曜日に行ってい
る夜間個人開放事業につい
ては、168回実施した。
目標値は開催予定数

個人夜間開放事
業参加者数

人 4639 5458 5500
管理指導員の協力をいただ
きながら利用者の拡大を図
る。

492
図書館施設管理事
業

図書館 人力除草回数 回 3 3 3 人力除草回数
補正・繰越等の-
1,037,000円は、流用と配
当替によるもの。

人力除草回数 回 3 3 3
除草や枝の伐採等を行い、
図書館の環境を良好に保っ
た。

図書館施設の点検整備を定
期的に行い、利用者の安全
が確保された。

493
図書館施設改修事
業

図書館 整備箇所数
箇
所

39 21 9 図書館内外の整備箇所数

平成２２年度の繰越明許
費(生活安全費・災害復
旧事業・修繕
料)2,835,000円は、平成２
３年度決算に上乗せ。

改修率 ％ 54.93 36.84 17.31
整備箇所数/要整備箇所数
×１００

494
図書館協議会運営
事業

図書館 開催回数 回 4 4 4 図書館協議会開催回数 報告等の件数 件 13 12 10 　 開催回数 回 4 4 4

委員からだされた意見等を
踏まえ、市民活動支援セン
ター中央図書室のコンセプト
等についてさらなる検討を加
え、図書室の整備を進めた。
また、本市の望ましい図書
館のあり方について、先進
図書館の視察等を行い、協
議を重ねた。

報告等の件数 件 13 12 10

495
講演会・講座開催事
業

図書館 講座数 件 8 8 8

児童文学講座Ⅰ、児童文学
講座Ⅱ、児童文学講演会、
郷土歴史講座、日本古典文
学鑑賞講座、市民読書会講
演会、障がい者用録音資料
作製講習会、音訳者講習会
計8講座

開催回数 回 25 26 26

児童文学講座Ⅰ・3回、
児童文学講座Ⅱ・3回、
児童文学講演会1回、郷
土歴史講座4回、日本古
典文学鑑賞講座7回
（H24年度400回記念特
別講座1回含む）、市民
読書会講演会１回、障が
い者用録音資料作製講
習会4回、音訳者講習会
3回　計8講座26回

参加延べ人数 人 972 1073 1100

児童文学講座Ⅰ・131人、児
童文学講座Ⅱ・63人、児童
文学講演会108人、郷土歴
史講座160人、日本古典文
学鑑賞講座462人、市民読
書会講演会45人、障がい者
用録音資料作製講習会54
人、音訳者講習会50人　計
1,073人

参加者に対してアンケートを
行うことで、事業の成果を確
認し、魅力ある講演会・講座
等が行えるよう努めている。

496 蔵書等整備事業 図書館
予約・リクエスト
件数

件 243132 272354 300000

予約とは、当館で所蔵してい
る資料に予約をかけること、
リクエストとは、未所蔵のた
め新たに購入するか、県内
公共図書館・その他の図書
館から借り受けて利用者に
提供することをいう。平成２４
年度は、中央図書室がオー
プンしたことから、目標値に
は、届かないまでも一定程
度の増加がみられた。

蔵書冊数 冊 569542 579139 590000

 市民ニーズ等を踏まえ
た図書の購入を行い、蔵
書の整備をしていく。
 書誌情報使用料につい
ては、平成２４年度から
蔵書等整備事業に組み
替えている。

貸出冊数 冊 1584615 1709321 1810000

市立図書館・移動図書館・北
部図書室・南部図書室・中央
図書室の貸出冊数（中央図
書室は、平成２４年６月１日
オープン・団体貸出・視聴覚
資料の貸出数は含まない）

★市民１人あた
りの貸出冊数

冊 4.81 5.17 5.45
市民１人あたりの貸出冊数
貸出冊数÷人口
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497
野口冨士男文庫運
営事業

図書館
運営委員会の開
催回数

回 2 2 2

適正な文庫活動を行うため、
また、日本近代文学におけ
る野口冨士男研究の推進に
より所蔵資料の有効活用を
図るため、運営委員会を開
催する。

講演会の開催回
数

回 1 1 1

平成２４年度の講演会
は、２３年度に引き続き、
会場を中央市民会館劇
場とし、こだま文庫メン
バーによる作品の朗読、
野口冨士男ゆかりの講
師による講演を行い、参
加者から好評を得た。多
くの市民に文庫活動に対
しての関心を喚起し、周
知を図ることで、地域文
化の学びの場となり、地
域文化の創造に役立つ
ことができた。

講演会参加人数 人 250 210 250

より多くの市民に、野口冨士
男文庫の活動を知ってもら
いたいとの主旨から、平成２
４年度においても、講演会を
中央市民会館劇場(定員約
330人)で開催した。平日の
開催であったにもかかわら
ず、210人の参加があり、内
容についても好評を得た。
（平成２５年度も中央市民会
館劇場にて開催の予定）

小冊子の配布部
数

部 450 460 470

毎年、主に文庫の活動内容
を報告する小冊子の刊行
は、市民・研究者から高評価
を得ており、頒布希望者が
年々増えている。

498 移動図書館事業 図書館 巡回駐車場数
箇
所

32 32 32
巡回学童保育室
数

箇
所

33 35 37

平成２５年度は、出羽第
２学童保育室・城ノ上第２
学童保育室の設置により
巡回箇所が増えた。

移動図書館貸出
冊数

冊 26643 25032 26000
団体貸出・視聴覚資料の貸
出数は含まない。

移動図書館団体
貸出冊数

冊 24897 27646 28000
視聴覚資料の貸出数は含ま
ない。

499
備品等整備事業（視
聴覚教材・教具整備
事業）

図書館
映画会用ＤＶＤ
の購入数

枚 9 14 20 上映権付ＤＶＤを購入した。
視聴覚教材保有
数

点 366 365 365
１６ミリフィルム、ビデオ
の保有点数

視聴覚教材・教
具貸出数

点 34 67 70
１６ミリ映写機、液晶プロジェ
クター、１６ミリフィルム等の
貸出点数

500 図書購入事業 図書館 購入冊数 冊 44590 30443 28000
平成２３年度以降について
は、中央図書室用の購入冊
数が含まれている。

蔵書冊数 冊 569542 579139 590000

図書館資料は、汚損・破
損、蔵書的価値の低下
等の理由により、随時除
籍を行っているため、購
入冊数がそのまま蔵書
冊数の増とはならない。

人口１人あたり
の蔵書冊数

冊
／
人

1.73 1.75 1.78 蔵書冊数÷人口
人口１人あたり
の貸出冊数

冊
／
人

4.81 5.17 5.45

貸出冊数÷人口　蔵書の整
備を的確に行い、より一層の
貸出冊数の増を目指す。利
用者が求める図書を提供す
るために、図書購入費の確
保が必要となる。

501 雑誌等購入事業 図書館
雑誌購入タイト
ル数

タ
イ
ト
ル

269 268 270

平成２３年度以降について
は、中央図書室用の雑誌購
入タイトル数が含まれてい
る。２３年度は、中央図書室
の開設準備として、ＣＤ・ＤＶ
Ｄの購入経費約１，４００万
円が含まれている。補正・繰
越等の１００万円は、流用に
よるもの。

ＣＤ・ＤＶＤの購
入数

枚 2538 277 100

貸出用ＣＤ及びＤＶＤの
購入数。平成２３年度
は、中央図書室用として
ＣＤ1,344枚、ＤＶＤ1,133
枚を整備した。

雑誌貸出冊数 冊 69171 76150 95000

502 放射線対策事業 学校管理課
水質調査を行っ
た学校数

校 0 40 40
市内小中学校施設の屋外
プール設置校４０校

プール水の放射性物質水質
調査を行い、安全性を確認
することができた。

503
小・中学校施設改修
事業

学校管理課 改修実施校数 校 45 45 45 改修実施校数
小中学校施設バ
リアフリー校数

校 24 30 31
福祉環境整備済みの小
中学校数

★小・中学校施
設のバリアフ
リー化率

％ 53.3 66.6 68.8

小中学校施設バリアフリー
化率　　　バリアフリー実施
校数／４５校
福祉環境整備済みの小中学
校数÷全小中学校数×１０
０（整備内容：点字ブロック、
スロープ、階段手すり、洋式
トイレへの改修）
工事、修繕の実施により、車
いす利用者等が不自由なく
学校生活が送れる施設に改
善された。

504
小・中学校仮設教室
借上事業

学校管理課 借上期間
ヶ
月

62 73 85

借上を行った期間　　軽量鉄
骨２階建て（蒲生南小は平
屋）
（東越谷小）延床面積382.22
㎡、（蒲生南小）延床面積
115.93㎡、（大袋北小）延床
面積362.7㎡、（西方小）延床
面積343.78㎡、（中央中）延
床面積405.30㎡、（東中）延
床面積421.2㎡、（越ヶ谷小）
延床面積698.91㎡

　 借上期間
ヶ
月

62 73 85
借上を行った期間
仮設教室を借上げ、必要な
教育環境を確保できた。

505
小・中学校施設管理
事業

学校管理課 学校数 校 45 45 45
学校数
①市内小学校施設　３０校
②市内中学校施設　１５校

　 学校数 校 45 45 45

学校数
保守点検の実施により、学
校施設が適切に安全に管理
され、良好な状態に維持され
た。

506
小・中学校図書整備
事業

学校管理課
図書購入数（小
学校30校　、中
学校１５校）

冊 20521 22463 18040

実績値は、購入冊数+寄附
冊数
目標値は、予算額を平均購
入単価(1700円）で割り返し
た予測冊数

学校図書館図書
標準達成率

％ 86.7 91.1 100

学校図書館図書標準達成校
数÷全小中学校数（４５校：
小学校３０校、中学校１５校）
23年度実績＝（小27校＋中
12校）÷４５＝８６．７％　24
年度＝（小30校＋中11校）÷
４５＝９１．１％
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507
小・中学校備品整備
事業（教材等整備事
業含む）

学校管理課
教具等購入費・
教材購入費・大
型備品

個 1591 1817 1800

市内小中学校45校に新規備
品購入及び既存備品の更新
を行う。
Ｈ２５年度目標値は、２４年
度実績平均単価(２８,８００
円）で割り返した値

.
教具等購入・教
材購入費・大型
備品

個 1591 1817 1800
新規備品の整備及び既存備
品の更新を行う。

508
小・中学校施設アス
ベスト除去事業

学校管理課
アスベスト除去
工事実施校数

校 2 6 1

アスベスト除去工事を実施し
た学校数
アスベスト除去工事実施校
数　平成２４年度　６校（越ヶ
谷小、大相模小、大沢北小、
大袋北小、花田小、北中）

アスベスト除去
工事実施率

％ 9.52 38.1 42.85

吹き付けアスベストが使用さ
れている学校数に対し、アス
ベスト除去工事を実施した学
校数の割合
アスベスト除去工事実施済
校数÷アスベストが使用さ
れている校数（２１校）×１０
０

509

小・中学校学校活動
運営事業
（教材等整備事業除
く）

学校管理課 学校数 校 45 45 45
①小学校30校　②中学校施
設15校

児童・生徒数 人 27299 26932 26932

Ｈ２３（小18334人+中
8965人）。Ｈ２４（小17880
人+中9052人）。Ｈ２５予
想（小17778人+中9183
人）
※いずれも5月1日現在
基準

教育を受けた児
童生徒数

人 27299 26932 26932

Ｈ２３（小18334人+中8965
人）。Ｈ２４（小17880人+中
9052人）。Ｈ２５予想（小
17778人+中9183人）
※いずれも5月1日現在基準

510
学校活動支援事業
(学校管理課)

学校管理課 研修会開催回数 回 4 4 4
研修会を開催した回数
研修会開催回数

研修会参加者数 人 96 130 121
校務主事・学校業務員が
研修会に参加した人数
研修会参加人数

研修会出席率 ％ 83.48 90.91 100

校務主事・学校業務員研修
会参加対象人数に対する参
加割合
研修対象人数÷参加者数×
１００％

511
教育情報化推進事
業（学務課）

学務課
５月１日現在児
童生徒

人 27299 26932 26972 児童生徒数（5月1日現在）
システム年間利
用件数

件 5628 5327 5327

就学事務各申請受付件
数＋就学援助費申請件
数＋特別支援奨励費申
請件数

システム障害発
生件数

件 0 0 システム障害発生件数

512 健康教育推進事業 学務課
５月１日現在児
童生徒

人 27299 26932 26972 児童生徒数（５月１日現在） 　 加入率 ％ 99.91 99.86 100
加入者数（26,893人）÷在籍
者数（26,932人）

513
校医及び薬剤師運
営事業

学務課 配置人数 人 253 252 250
校医及薬剤師委嘱人数(５月
１日現在)

健診及び検査回
数

回 528 559 560
健診内訳（内科、眼科、耳鼻
科、歯科）　　　小･中学校数
４５校

514
教職員健康管理事
業

学務課 受診者数 人 677 694 709
定期健康診断・胃検診・肺が
ん検診

　 受診率 ％ 97.29 97 100

受診者数1,361人（定期健康
診断694人+人間ドック等667
人）÷対象者数1,403人（病
休者等含む）

515
児童生徒健康管理
事業

学務課
５月１日現在児
童生徒

人
数

27299 26932 26972 児童生徒数(５月１日現在) 　 受診者率 ％ 99.08 99.28 100
内科受診児童生徒数
（26,737人）÷対象児童生徒
数

516
学校活動支援事業
（学務課）

学務課 補助対象者数 人 9186 9056 9199
中学校在籍者数＋外国人学
校通学費補助対象者数

１人当たりの補
助額

円 446 441 435

支援事業のうち課外活動指
導費補助金のみ（平成24年
度事業費4,000,000円･生徒
数9,052人）

517
小・中学校就学援助
事業

学務課
就学援助認定児
童生徒数

人 5369 5406 5386
就学援助認定児
童生徒数

人 5369 5406 5386

援助の必要な学齢児童生徒
の保護者に就学資金を援助
することにより義務教育の円
滑な実施に貢献することが
できた。

518
学区審議会運営事
業

学務課 開催回数 回 1 3 3

庁内検討会にて検討して
きた内容についての審
議・協議を進め、本市に
おける望まして通学区域
制度の在り方について検
討を進めた。

現状における課題・問題点
を明らかにしたことで、これ
から審議・協議を進めていく
うえでの目標を的確に捉え
ることができた。また、審議
委員の共通理解・共通認識
を図ることで、今後の推進体
制の強化が図られた。

519
臨時教職員配置事
業

学務課
特別支援教育支
援員配置人数

人 39 42 42
特別支援教育支援員の配置
人数

臨時教職員配置
人数

人 95 102 102 臨時教職員の配置人数
★特別支援教育
支援員配置割合

％ 63.93 67.74 100

特別支援教育支援員配置割
合
配置人数÷配置要望人数×
100

臨時教職員配置
割合

％ 81.19 83.61 100
臨時教職員配置割合　　配
置人数÷配置要望人数×
100
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520
学校教育団体支援
事業

指導課 支援団体数
団
体

4 4 4

本事業の目的を果たすべく
活動している各種団体に対
して補助する。（越谷市児童
生徒体力向上推進委員会・
越谷市小学校体育連盟・越
谷市中学校体育連盟・越谷
市女子体育連盟）

３つの達成目標
検証テスト「体
力」市平均値

％ 83.25 84.75 84.5

埼玉県 教育に関する３つの
達成目標検証テスト「体力」
市内小中４５校の体力中位
～上位児童（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）の
割合の市平均値（小学校の
目標値は８２％、中学校の目
標値は８７％、したがって小
中合わせた市目標値は８４．
５％）

521 環境教育推進事業 指導課 調査回数 回 40 30 30
全校調査（30回）＋追加調査
（10回）

　 整備実施率 ％ 20 40 60

ビオトープ整備を実施した学
校の実施率
平成２３年度より３校ごとに
整備し、平成２７年度に全１
５校整備をしていく計画で
す。
※外部評価よりビオトープ整
備実施校数より実施率の方
がよりわかりやすいとの御
指摘を頂き、指標を変更しま
した。

★環境教育コン
テンツ活用実施
率

％ 0 28 50

特色ある環境活動を｢環境
教育コンテンツ」に公開して
いる学校数÷全小中学校数
×100
※「環境学習コンテンツ」を
開設する予定である。第１回
環境教育研修会で各小中学
校環境教育主任に説明。

522 外国語指導事業 指導課
ＡＬＴ，ＣＩＲ招致
人数

人 27 27 27 語学指導助手の派遣人数 　
ＡＬＴによる一学
級あたりの訪問
件数

回 33 33 23

訪問回数／学級数（中学校）
平成２４年度までは１年間派
遣、平成２５年度からは派遣
期間短縮のため目標値が下
がるが、従来と同等以上の
教育効果が見込まれる。

523
小・中学校備品等整
備事業

指導課 備品購入学級数
学
級

55 64 64
備品購入の対象となる学級
数の合計

　 備品購入率 ％ 97.79 122.71 100
要望数（１，２２７，０８０）÷
需要予測数（１，０００，００
０）×１００

524
学校系ネットワーク
運用事業

指導課 稼動学校数 校 45 45 45
学校系ネットワークが稼動し
ている学校数の合計

　 整備率 ％ 100 100 100

学校系ネットワークＰＣが配
備されている教職員数／小
中学校教職員数（常勤）×
100
※市内小中学校の校長・教
頭・教諭・養護教諭・事務職
員等全てにパソコンを配備
し、ネットワークを稼動するこ
とで、校務の情報化をするこ
とができた。

525
小･中学校教師用指
導書等整備事業

指導課 配布小中学校数 校 30 45 30 指導書等を整備した学校数 　 整備率 ％ 100 100 100

整備対象学校のうち、指導
書等を整備した学校の割合
整備学校数÷全整備対象学
校数×100

526
学校図書館運営活
性化事業

指導課
学校図書館支援
員の配置校

校 28 45 45
学校図書館支援員の配置校
数

　 貸し出し冊数 冊 270000 280000 285000
各校の学校図書館において
貸し出された書籍の延べ数

527
日本伝統文化推進
事業

指導課
★日本伝統文化
講師派遣クラブ
数（中学校）

ク
ラ
ブ

35 35 38

日本伝統文化講師を派遣し
たクラブの延べ数（種目ごと
にカウント）
主要な伝統文化（茶道、華
道、筝曲）の講師派遣校数

｢伝承の集い」参
加率

％ 100 100 100
日本文化伝承の集いに参加
した学校数÷日本伝統文化
講師を派遣した学校数×100

528 伝統芸術鑑賞事業 指導課 参加児童数 人 2428 2993 3000
こども能楽劇場に参加した
児童数

参加児童満足数
100人抽出「満足
と回答/100」

人 95.55 95 95

日本伝統文化事業に参加し
た生徒にアンケートを実施。
「満足」と回答した生徒の割
合

529 副読本等整備事業 指導課 配付児童生徒数 人 27397 27309 27760
副読本を配付した児童生徒
数の合計

配布率及び活用
率

％ 100 100 100
配布した児童生徒数／全児
童生徒数

530 教育相談事業 指導課 延べ人数 人 8271 8280 7800 相談所来所延べ人数 　 相談稼働率 ％ 103.77 108.7 100
延べ相談件数（４，５００）÷
延べ相談可能件数（４，１４
０）×１００

531
学校応援団推進事
業

指導課
学校応援団づく
り推進委員会開
催回数

回 3 3 3
学校応援団づくり推進委員
会開催回数

★各学校におけ
る学校応援団連
絡協議会(年３
回)開催率

％ 71.11 97.8 100

学校応援団のコーディネー
ターとボランティアとの連絡
協議会（年３回）の開催率
（協議会を年３回以上開催し
た学校数÷全小中学校数）

532
校内系ネットワーク
運用事業

指導課 パソコン設置数 台 2469 2469 2469
市内小中学校に配備されて
いる校内系ＰＣの合計

パソコン１台当
たりの生徒数

人
数

10.98 10.98 10.98
児童・生徒数÷校内系ＰＣの
うち児童・生徒向けPCの合
計数

★プレゼンソフト
を活用した学習
を行う児童生徒
の割合

％ 78 82.9 85

プレゼンテーションソフトを活
用した学習を行う児童生徒
数の割合
児童生徒がプレゼンテーショ
ンソフトを活用してわかりや
すく発表、表現できるように
指導できる教職員数÷全教
職員数×100
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533
部活動等競技会派
遣事業

指導課 助成団体数 ％ 35 41 40

助成団体数＝関東大会出場
団体数＋全国大会出場団体
数
※「団体数」とは交付申請が
あった数

入賞者数 16
　全国大会等選手派遣
事業（平成２１年度まで）

助成対象校への
助成達成率

％ 100 100 100

交付申請があった学校数÷
助成対象校数×１００
※「助成対象校」とは関東大
会、全国大会出場校

534 学校教育推進事業 指導課
中学校部活動外
部指導者の総派
遣回数

回 2679 2430 2850

中学校部活動外部指導者の
総派遣回数（市内１５校合
計、外部指導者謝礼１回２０
００円）

研究委嘱校、研
究指定校の校数

校 41 32 32
越谷市教育委員会の研
究委嘱校、研究指定校
の校数（のべ校数）

３つの達成目標
検証テスト「学
力」市平均値

％ 94.35 94.18 95

埼玉県 教育に関する３つの
達成目標検証テスト「学力」
（「読む・書く」「計算」）の小
中４５校平均値の合算　÷
４５　（最高値：１００％）

３つの達成目標
検証テスト「規律
ある態度」市平
均値

項
目

97 101 102

埼玉県 教育に関する３つの
達成目標検証テスト「規律あ
る態度」　小学校３０校の平
均達成数＋中学校１５校の
平均達成数　（最高値：小学
校最高値７２項目＋中学校
最高値３６項目＝１０８項目）

535 学校農園事業 指導課
実施小中学校数
（校外型学校農
園）

校 17 18 18
校外型学校農園を使用し、
活動している校数

実施農地（田・
畑）数

筆 33 30 28
学校農園事業を実施してい
る農地（田･畑）の延べ筆数

536
教職員資質向上事
業

指導課
対象となる小中
学校数

校 45 45 45
本事業の対象となる小中学
校の合計

研修への満足度 ％ 97.2 97.2 98

研修会後に受講者に対
して実施したアンケートに
おいて、「研修内容は学
校での教育実践に役立
つものである」と答えた受
講者の割合

I★「ICTパソコ
ン」活用力段階
表　５段階達成
率

％ 77.6 77.5 80

「ICTパソコン」活用力段階表
５段階達成率
「ICTパソコン」活用力段階表
５段階達成教職員÷小中学
校全教職員×100

★「外国語活動
指導状況」段階
表　３段階達成
率

％ 80 92 95

「外国語活動指導状況」段階
表　３段階達成率
外国語活動状況段階表にお
いて「よくできる」「だいたい
できる」と回答した教員数÷
外国語活動にあたっている
教員数×100

537
人権教育推進事業
（学校教育）

指導課
パンフレット作成
数

部 10100 10100 10100
児童生徒用学習資料（人権）
のパンフレットを作成した数

パンフレット配布
数

部 10100 10100 10100
各小中学校において児童生
徒･教職員に配付したパンフ
レットの合計

538
障がい児就学支援
事業

指導課 開催数 回 5 5 5
越谷市障害児就学支援委員
会の開催数

★特別支援教育
に関する校内研
修会開催率

％ 100 100 100

特別支援教育に関する
校内研修会開催率
特別支援教育に関する
校内研修会実施校÷全
小中学校数×100

判断件数 件 215 205 200 就学に関する判断件数

539
小・中学校学校活動
運営事業（教育セン
ター分を含む）

指導課 対象学級数
学
級

9 11 11
支援の対象となる学級数の
合計

　 要望達成率 ％ 99.62 93.39 100
要望量÷需要予測量×１０
０

540
給食センター備品整
備事業

給食課 購入備品点数 点 60 52 52

各学校給食センターの調理
用機器並びに小中学校用牛
乳保冷庫及び配膳台の購入
点数の合計
調理用機器購入点数＋牛乳
保冷庫購入点数＋配膳台購
入点数

　 購入備品点数 点
活動指標の説明に同じ　→
平成23年度から成果指標見
直し

備品整備率 ％ 83.33 100 100

学校給食センターの調理用
機器等の備品整備率
各学校給食センターの備品
購入点数÷購入予定（予算
措置）備品点数

541
給食センター衛生管
理事業

給食課 延べ検便検査数 件 5967 6010 6076

給食従事者等（学校給食セ
ンター職員、校務主事・学校
業務員、給食課職員）の延
べ検便検査件数。月2回実
施
給食従事者数×2回/月×12
月

検便検査陰性者
率

％ 100 100 100

検便検査の結果・陰性者（異
常なし）率
延べ陰性者数÷延べ検便検
査受検者数

検便検査実施率 ％ 98.04 98.51 100

給食従事者の検便検査実施
率
延べ検便検査受検者数÷延
べ検査対象給食従事者数
（月2回実施）

542 放射線対策事業 給食課
給食食材の測定
数

品
目

0 781 760
給食食材の放射性物質測定
数

　小中学校の給食に使用す
る食材の放射性物質を測定
することにより、食材の安全
性を確保し、子どもたちの健
康を守るとともに、保護者の
不安を緩和することを目指
すものであり、不安の緩和の
指標化は困難である。24年
度の測定結果はすべて不検
出　※「不検出」とは測定下
限値未満であることを示して
いる。

543
給食センター施設管
理事業

給食課
延稼働日数（実
調理日数）

日 567 570 573
〔定義〕各学校給食センター
の稼働日数（実調理日数）の
合計

学校給食セン
ター稼働率

％ 100 100 100

〔定義〕学校給食センターの
稼働率
〔算出式〕各学校給食セン
ターの実稼働日数の合計÷
各学校給食センターの予定
稼働日数の合計

544
給食センター施設改
修事業

給食課
学校給食センタ
－施設設備改修
数

件 81 65 29

【定義】各学校給食センター
の施設設備の修繕及び工事
件数の合計
【算出式】各学校給食セン
ターの施設設備の修繕件数
＋工事件数

施設設備改修整
備率

％ 66.67 61.1 100

【定義】各学校給食センター
の施設設備の改修（修繕・工
事）整備率
【算出式】各学校給食セン
ターの施設設備の予定修
繕・工事実施件数÷修繕・工
事予定（予算措置）件数
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545
教育情報化推進事
業（給食課）

給食課

効率的なシステ
ムの運用
システムダウン
回数

回
数

0 0 0

ＡＳＰ(アプリケーションサー
ビスプロバイダー)方式での
効率的なシステムの運用を
行う。

OA化に伴う業務の効率化を
食育指導等に充てることで、
児童生徒が食についての理
解を深め、日常の生活で実
践できるようになることを目
指すものであり、児童生徒の
理解度・実践度の指標化は
困難である。
開発23年度、並行運用24年
度、単独運用25年度

546
給食センター臨時職
員配置事業

給食課 臨時職員雇用数 人 52 47 47
臨時職員雇用者数
定数欠員補充分臨時職員数
＋病休等代替分臨時職員数

　 雇用充足率 ％ 100 100 100
臨時職員雇用充足率
臨時職員雇用者数÷必要臨
時職員雇用者数

547
学校給食運営委員
会運営事業

給食課 会議開催回数 回 21 21 21

学校給食運営委員会の全体
会、献立部会及び物資部会
の開催回数の合計
全体会の開催回数＋献立部
会の開催回数＋物資部会の
開催回数

　 会議出席率 ％ 66.2 60.7 100

委員の会議出席率
全体会、献立部会及び物資
部会の出席委員数の合計÷
（各会議の開催回数×委員
数）の合計

548
学校給食栄養管理
事業

給食課
給食提供児童生
徒数

人 27299 26932 26706
給食対象となる児童生徒数
児童数＋生徒数

給食提供数 食 5124120 5077642 5152694
地場農産物使用
額（野菜）

円 17613648 16596287 16596287
学校給食に使用する地場農
産物（越谷産野菜）の使用額

地場農産物使用
額（米）

円 122479166 126593139 126593139

学校給食に使用する地場農
産物（越谷産米・彩のかがや
き）の使用額

549 食育推進事業 給食課
★地場農産物の
使用数

品
目

10 11 12
地場農産物（野菜）の使用数
地場農産物（野菜）の使用品
目数

学校訪問・ＴＴ授
業・調理講習会・
試食会回数

回 1080 1092 1092

栄養教諭、栄養士による
学校訪問等の実施回数
学校訪問回数＋ＴＴ授業
回数＋調理講習会（親
子・ＰＴＡ）回数＋試食会
回数＋学校保健委員会
回数＋個別指導・相談回
数

　栄養教諭・栄養士の学校
訪問等により食指導の向上
を図ることで、児童生徒が食
についての理解を深め、日
常の生活で実践できるように
なることを目指すものであ
り、児童生徒の理解度・実践
度の指標化は困難である。

550
選挙管理委員会運
営事業

選挙管理委
員会事務局

委員会開催回数 回 13 12 20 委員会の開催状況 　 議案等の数 件 83 73 100 議案の審議状況

551 選挙啓発事業
選挙管理委
員会事務局

新成人への啓発
物資の送付件数

件 3097 3007 3100
新成人への啓発物資の送付
実績

若年層(２０歳～
２４歳)の投票率

％ 21.21 40.94 50
投票者数÷有権者数　（※
23年度の実績は衆議院議員
選挙の数値を記入。）

552 監査事業 監査課
定期監査等実施
課所数

課
所

55 58 57
年度内における定期監査等
(学校監査を含む)の実施課
所数

　監査事業は、成果を指標
で表すことにはなじまない。
監査事業は、公正で合理的
かつ能率的な行政運営の確
保のため、また行政の適法
性、効率性、妥当性の保障
を期すため、引き続き効率
的な事業の実施に取り組ん
でいく。

553
公平委員会運営事
業

公平委員会
事務局

定例会の開催・
先進地事例研修
視察

回 4 4 4
審査請求（措置要求、不服
申立て）から裁決、決定審理
手続きまで

上部団体役員会
出席
上部団体研究会
参加

回 8 8 8
審査請求（措置要求、不
服申立て）から裁決、決
定審理手続きまで

審査請求事案 件 0 0 0
２４年度は審査請求事案は
なし。

554
農業委員会運営事
業

農業委員会
事務局

農地転用等審査
件数　　　　　（３・
４・５条）

件 490 550 550

農地転用等許可申請及び届
出の審査件数
〔算出式〕農地法３・４・５条
許可申請及び届出件数

耕作放棄地の調
査数

筆 1256 2129 1500

耕作放棄地としての疑い
のある農地数
市内全域の農地の利用
状況調査における耕作
放棄地としての疑いのあ
る農地

転用面積 ㎡ 243297 242487 200000
農地転用許可および届出受
理された面積

耕作放棄地解消
面積

㎡ 67000 32987 40000
農地の利用状況調査で耕作
放棄地と判断した農地のう
ち、解消された農地面積

555 農業者年金事業
農業委員会
事務局

農業者年金受給
権者数

人 54 47 42

農業者年金受給者数
農業者年金基金からの受給
者現況届出提出対象者一覧
表より

農業者年金新規
加入推進対象者

人 15 16 16
新規加入推進対象者
認定農業者のうち、年齢
等から抽出

農業者年金受給
権者現況届送付
件数

人 51 42 40
委員会へ提出された現況届
を年金基金へ送付した件数

農業者年金新規
加入者数

人 0 0 2
農業者年金加入推進活動計
画における加入目標人数

556
固定資産評価審査
委員会運営事業

固定資産評
価審査委員
会

審査委員会の開
催

回 3 3
不服審査申出から審査、決
定日まで

先進地事例研修
視察
上部団体研修会
参加

回 0 1 研修箇所数 不服審査申出 件 2 2
不服審査申出日から申出期
限日まで

557 消防団員事業 総務課 消防団員数 人 401 399 419
目標数：正副団長4人＋女性
消防団員25人＋各分団の消
防団員の定数390人＝419人

人 0 　 消防団員充足率 ％ 95.7 84.75 100

団員数÷目標数×１００
（％）
（目標数　２２年度：　４１９
人、２３年度：　４１９人、２４
年度：　４１９人）

％ 0

558 消防団活動事業 総務課
消防団車両の点
検整備台数

台 42 42 42
地域防災活動を推進する上
で必要となる消防団車両を
点検整備した台数

消防用器具等整
備数

台 3 1 1
地域防災活動を推進す
る上で必要となる消防用
器具等を整備した数

消防団車両整備
率

％ 100 100 100

点検整備実施車両台数÷点
検整備必要車両台数×１０
０（％）
（点検整備必要車両台数　２
２年度：４２台、２３年度：４２
台、２４年度４２台）

消防用器具等整
備率

％ 100 100 100

消防用器具整備数÷消防用
器具整備必要数×１００
（％）
（消防用器具整備必要数２２
年度：０台、２３年度：３台、２
４年度：１台）
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559 職員研修事業 総務課
教育訓練修了者
数

人 35 37 45
消防大学校、消防学校にお
ける研修を修了した人数

技能資格取得者
数

人 26 30 37
業務に必要となる技能資
格を取得した人数

教育訓練計画に
対する修了者率

％ 92.11 102.78 100

消防大学校、消防学校にお
ける研修を修了した人数／
研修計画人数×100
(研修計画人数：平成23年度
38人・平成24年度36人・平成
25年度45人）

技能資格の取得
が必要な人数に
対する取得者率

％ 104 111.11 100

業務に必要となる技能資格
を取得した人数／技能資格
の取得計画人数×100
（技能資格の取得計画人数：
平成23年度25人・平成24年
度27人・平成25年度37人）

560 消防施設管理事業 総務課
消防庁舎等保守
管理件数

件 44 44 44 消防庁舎等の保守管理件数
消防庁舎等の修
繕件数

件 23 24 23
消防庁舎等の修繕を
行った件数

消防庁舎等保守
管理履行率

％ 100 100 100

消防庁舎等保守管理履行件
数４４件 ÷消防庁舎等保守
管理目標件数４４件 × １００
（目標件数：２３年度４４件、
２４年度４４件、２５年度４４
件）

消防庁舎等修繕
実施率

％ 100 104 100

消防庁舎等修繕実施件数÷
消防庁舎等修繕目標件数×
１００
（目標件数：２３年度２３件、
２４年度２３件、２５年度２４
件）

561 消防施設改修事業 総務課
消防施設の改修
工事件数

件 3 2 1
消防施設の改修工事を実施
した件数

消防施設の改修
工事実施率

％ 100 200 100

改修工事実施件数 ÷ 改修
工事目標件数×１００（％）
（目標件数：２３年度１件、２
４年度２件、２５年度１件）

562
消防署所整備事業
（谷中分署）

総務課
★消防署所の整
備数（建て替え）

箇
所

0 1 1

消防署所の整備数（建て替
え、着手を含む。）
実施計画スケジュールに対
して事業が進捗した数

　 事業の進捗率 ％ 0 100 100
事業が進捗した数 ÷ 事業
の進捗目標数×１００（％）

563
消防団施設管理事
業

総務課
消防団器具置場
管理数

箇
所

42 42 42
42箇所の消防団器具置場を
維持管理した。

器具置場修繕箇
所

箇
所

3 2 2

修繕が必要となっている
消防団器具置場のシャッ
ターや外壁塗装などの修
繕を実施した数

地域住民の安全
安心の確保

0 0 0

消防団の活動拠点施設であ
る消防団器具置場を維持管
理し、地域住民の安全安心
を確保することができた。

器具置場の修繕
を要する箇所の
実施率

％ 150 100 100

器具置場の修繕をした箇所
÷器具置場修繕を要する箇
所×１００
（器具置場の修繕を要する
箇所　２２年度：２か所、２３
年度：２か所、２４年度：２か
所）

564
消防団施設整備事
業

総務課
各年度の消防団
施設の整備数

箇
所

1 1 1

平成２３年度から平成２７年
度までに毎年１箇所の消防
団器具置場を整備目標とす
る。

器具置場整備数
箇
所

1 1 1
消防団施設の整
備実施率

％ 100 100 100

器具置場整備実施数÷器具
置場整備を要する数×１００
　（器具置場整備を要する数
２２年度：１か所、２３年度：１
か所、２４年度：１か所、２５
年度：１か所）

★消防団施設の
整備数（建て替
え(累計））

箇
所

1 2 3

消防団施設の整備数（建て
替え（累計））
平成23年度から平成27年度
までに5か所の整備を目指
す。

565
消防車両等整備事
業（非常備）

総務課 整備台数 台 2 2 2
非常備消防車両等を更新整
備した台数

　 整備率 ％ 100 100 100

整備台数 ÷ 整備予定台数
×１００（％）
（整備予定台数：２３年度２
台、２４年度２台、２５年度２
台）

566 火災予防事業 予防課
防火対象物の査
察件数

件 628 551 950 査察件数 防火管理講習会 回 5 5 5 講習会開催回数 ★出火率 件 3.4 2.82 2.8
人口1万人あたりの出火率
出火件数÷人口×10,000人
93÷329,712×10,000=2.82

防火管理者選任
率

％ 65.22 65.44 65.85
選任済対象物数÷選任義務
対象物数×100 　
　=1,879÷2,871×100=65.44

567
救急救命士養成事
業

警防課
救急救命士養成
人数

人 3 2 2 救急救命士を養成する人数 　
救急救命士配置
率

％ 66.7 75 77.1
救急救命士配置数（人）÷48
（配置目標数：人）×100

568 火災・救助活動事業 警防課
消防車両点検整
備件数

件 53 61 61
警防課で所管する消防車両
２３台の車検整備及び法定
点検の実施件数。

資機材の修繕件
数

件 30 39
　消防車両及び資機材
の修繕件数

消防車両点検整
備率

％ 100 100 100
点検車両数(23台）÷点検を
要する車両数

資機材の修繕率 ％ 100 100 100
消防車両及び資機材の発生
事案に応じて修繕を実施。
（修繕発生件数÷修繕件数）

569
消防車両等整備事
業（常備）

警防課
★消防車両等の
更新整備計画台
数

台 3 5 8
消防車両等を整備する累計
台数（更新整備計画台数：平
成27年度までに11台）

　 整備率 ％ 100 100 100
更新整備台数/更新整備予
定第数×１００

570 消防水利整備事業 警防課
耐震性貯水槽
（100㎥）の設置
数

基 42 43 45 耐震性貯水槽の累計設置数 　
耐震性貯水槽
（100㎥）を設置
する率

％ 70 71.6 75
耐震性貯水槽設置数／耐震
性貯水槽設置予定数（６０
基）×１００

571
応急手当普及啓発
事業

警防課
救命講習会受講
者数

人 1923 2866 3000 普通救命講習会受講者数 　
★市民による救
命に係る応急手
当実施率

％ 39.2 41.9 45

市民による救命に係る応急
手当実施率
市民による救命に係る応急
手当を施された傷病者数
（人）÷心肺停止傷病者搬送
数（人）×100

572 感染症対策事業 警防課
感染症対策備蓄
数

組 2000 3000 1000
救急隊の4週間の活動に相
当

感染症対策備蓄
率

％ 100 100 100 備蓄数/必要数×１００

573 救急活動事業 警防課
救急隊による応
急処置実施率

％ 99 99 99
応急処置実施人員÷搬送人
員×１００

　 傷病の悪化防止 ％ 98.3 98.2 100

迅速かつ的確な応急処置を
実施することで傷病の悪化
を防ぎ救命効果を向上させ
る。
（搬送人員ー死亡者数）÷搬
送人員×１００

574
消防・救急デジタル
無線整備事業

指令課 実施設計一式 0 1 1
消防・救急デジタル無線整
備工事のための、実施設計
を行う。

★消防・救急デ
ジタル無線の整
備

1 1 1

消防・救急デジタル無線
の整備（着手を含む。）
消防・救急デジタル無線
を整備した数

平成２３年度に電波伝搬調
査と、平成２４年度に実施設
計を委託し、消防・救急デジ
タル無線整備全体の約４
０％の進捗状況である。
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575 通信指令事業 指令課
１１９番受信から
出動指令までの
平均時間

秒 115 119 100

災害種別(火災等）確認時間
＋災害場所（住所）確認時間
＋出動隊（救急車等）確定時
間＋指令（署所へ伝達）時間

１１９番受信から
出動指令までの
所要時間の短縮
率

％ 86.95 84.033 100 目標値÷実績値×100
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